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本学は、学祖下田歌子が「女性が社会を変える、

世界を変える」という強い信念の下「品格高雅に

して自立自営しうる女性の育成」を目指して

1899年に設立した実践女学校、女子工芸学校を

前身とし、2019年５月に創立120周年を迎えま

した。

この建学の精神と教育理念を継承しさらに発展

していくために、入学前から卒業後まで、一人ひ

とりの個性を大切にした個別支援体制が「学生総

合支援：J-TAS（Jissen Total Advanced Support）」

として昨年４月からスタートしました。そして

2020年の年頭に、「社会を変革し未来を切り開い

ていく女性の育成を目指す―実践女子―」として、

教育、研究、社会貢献等の各分野で中期計画を立

てました。

その中で養成すべき学生像として、決められた

ことをきちんとやる、協調性があるというような

従来の能力だけではなく、自分で社会の問題点を

見つけ、目標を設定し、価値判断ができる、創造

力がある、対人コミュニケーション力があるなど

AIでは代替できない能力が必要であり、自ら考え

行動して社会を変革し未来社会を切り開いていく

“実践力”のある人間としました。そしてこれは

高等教育機関の役目であります。

現在、新型コロナウイルス感染症の世界的拡大

により、人間の活動が制限され社会のいろいろな

システムの停滞や停止があり、過去にないような

甚大な損失が出ています。教育分野も例外ではな

く、学校閉鎖などで幼稚園、小学校から大学まで

従来の教室での対面授業がほぼストップしていま

す。本学も例外ではなく３度の日程延期を経て、

学生は新入生も含めて５月31日まで入校できな

い状態です。

このような状況の中で、本学でも４月23日か

ら遠隔授業を試行し、５月13日から正式に正規

授業として実施しています。導入に当たり、学生

と教員の情報環境、キャンパスの情報インフラ等

を調査し、できる限りの支援をし、また、将来へ

向けた長期的視野で情報環境整備を進める計画で

す。

さらに重要な点は、遠隔授業の内容です。どの

ような教材・資料をどのように提示するか、オン

デマンド型（本学では学習支援システムmanaba）

とリアルタイム型（Web会議システムのZoom）

の組み合わせと時間配分、出欠管理など、各教員

は十分な準備期間がない中で試行錯誤していま

す。

課題山積の中、有志の教員がいろいろなテーマ

で情報交換の場を立ち上げ、システムやソフト上

の問題、動画や音声教材の作り方・配信方法、授

業進行上の問題など、初級から上級までの情報交

換が主体的かつ活発に行われています。

今回、直接の対面ができない点をカバーするた

めにZoomを導入しました。これを、在宅の学生

と随時の個別面談や学生間のグループ討論、就

職・生活相談など学生支援も含めたコミュニケー

ションツールとして活用しています。

遠隔授業は学生との直接の対面がない、グルー

プワークが難しいなどいろいろなデメリットがあ

りますが、一方では、時間と場所に縛られない、

質問と回答やアドバイス等をいつでもオンライン

でできる、情報機器を駆使するのでICT能力が大

きくアップする、自主的・自律的学習能力が向上

する等の数多くのメリットがあります。学生自身

が自学自習し自立していくという、本来の高等教

育の姿に近づける契機になり得ます。その推進の

ためには、学生の自主的・自律的学習のために何

をすべきかという意識と、きめ細かいサポートが

重要です。

今回の教職員と学生の多大な労力と蓄積される

ノウハウを無駄にしないようにして、従来の対面

授業とオンライン授業を組み合わせることで、

ICT、AI化が進む現代社会にふさわしい未来型の

教育システムを構築し、教育の質のワンランクア

ップを目指したいと思っています。

実践女子大学・実践女子大学短期大学部
学長 城島　栄一郎

コロナ危機とその後の教育



新型コロナウイルス感染症拡大の対策として、大学の授業が対面で実施しづらくなってきた。米国では大学封鎖の

動きが強まる中、ハーバード大学、コロンビア大学など主要大学で講義をオンラインに切り替えると発表。日本では

2001年からメディア授業として、テレビ会議などによる「同時双方向型」、インターネットによる「オンデマンド型」

の遠隔授業が124単位の中で60単位認められている。今、このような教育制度を最大限活用して、教室に教員と学生

が対面しなくてもネットを介して学び合うことが可能となっている。講義型・アクティブラーニング型の授業など多

くの授業にICTを用いた遠隔授業への移行が必然となりつつある。他方、オンライン授業を始めるには学生のパソコ

ン等端末の準備、学生の通信料負担、大学にLMS（ラーニング・マネジメントシステム）の整備、教員の情報技術研

修体制の整備など課題もある。

これを機会に大学全体でオンライン授業に切り替えていく高度な教学判断が急がれる。そのような状況に鑑み、オ

ンライン授業とは何か、どのような環境と支援スタッフが必要か、どのような授業ができるのか、どのように教材を

作り、議論させることができるのか、学修成果の評価をどのように考えればよいのか、教員の教育技術研修の支援な

どの取組みの紹介を通じて理解が深められ、多くの授業がICTを活用したオンラインによる遠隔授業に切り替えられ、

学生本位の学修が実現されることを期待している。

山本　敏幸
岩﨑　千晶
柴田　　一

関西大学のオンラインを活用した授業の取組みと課題

関西大学　
教育推進部教育開発支援センター教授
関西大学　
教育推進部教育開発支援センター准教授

(左から山本、岩﨑、柴田）

関西大学　
文学部教授・ITセンター所長
本協会常務理事

１．はじめに
毎年３月には恒例の卒業式風景もなく、４月恒

例の入学式も実施されない形で2020年度が始まり

ました。大学に通って通常の授業が受けられない

という非常事態における授業運営の対応策として、

最先端のICTツールや既存の学内ICTサービスを駆

使し、授業担当教員と受講生を繋いで大学教育の

持続可能性を担保しようという動きが各大学で始

まっています。

そういった取組みの中で一例として、大規模私

立大学である本学の取組み（３月から５月前半ま

での２ヶ月半の期間）をふりかえり、報告いたし

ます。各大学で現在も非常時の授業展開で試行錯

誤されている教職員の参考になればと執筆しまし

た。

学内の各部署が協力し合い、オンライン授業化

を進めている状況で、すべてにおいてうまくいっ

ている訳ではありません。非常時の対策として時

間をかけ議論し企画したことが、意図した方向性

とは異なる受け取られ方をされたり、混乱を招い

たり、間違った情報が広まったりして、仕切り直

しをしたりすることも多々あり、支援を担う各部

署の連携がうまくいかないこともありました。非

常事態の緊急措置の発案から、実施のプロセスで
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対面授業からオンライン授業
切り替えの取組み

想定されるであろうことがらをできる限り共有し

たいと思います。

２．オンライン授業を実施する授業規模
と期間
本学は13学部からなり、全学生数30,452人、教

員（専任教員：802人、非常勤：1,486人）により、

一学年度１万８千ほどの科目をカリキュラムとして

教育展開しています。データ資料は（https://www.

kansai-u.ac.jp/global/guide/）、（https://www.kansai-

u.ac.jp/data/）によります。

その他、非常事態宣言以前の状況について記し

ておきます。学内にはインフォメーションシステ

ム（ポータル）を通して、学内各部署からのお知

らせ、教務情報、シラバス情報、履修情報、時間

割情報、授業情報等のサービスをPCおよびスマー

トフォン対応で提供していました。教員と受講生

の間の連絡には、インフォメーションシステム内

の講義連絡サービスおよび関大LMS内のタイムラ

イン（メッセージ機能）により授業についての情

報が伝わる仕組みが稼働していました。例年講義

連絡サービスの教員利用率はほぼ100％ですが、

関大LMSを活用した授業展開については、８割程

度の教員がログインはしているものの実質的な授



業での併用利用率は２、３割程度であり

ました。また、2019年度より全学でBYOD

を推奨し、各学部のDP-CPを反映したICT

化による教育の質保証、ｅユニバーシテ

ィー構想による「学の実化」を展開しつ

つありました。新入生の新規のPC購入率

は、２割程度の留まっています（既に高

校生の頃からPCを所有している、自宅に

あるといった学生は除きます）。

３月の半ば頃を過ぎて、予定していた

入学式行事が中止になることを受け、４

月からの授業展開について企画を始めま

した。新学期開始から２週間は全学で休

講とし、オンラインでの授業開始を４月

20日からに設定しました。４月１日から

のオンライン授業化にむけての教員研修開始がで

きるように、３月中は他大学のオンライン化にむ

けての進捗情報の収集や研修プログラム内容の決

定、研修資料の作成、研修講師陣との摺り合わせ、

ICTツールごとの役割分担等を行いました。

当初は50名収容の会議室に数カ所の臨時窓口を

設定し、直接面接型で対応していましたが、研修

参加者が益々増加したことと非常事態宣言により

学内への入構禁止となり、Zoomによるオンライン

研修に変更して研修を行いました。毎週３回程度

の頻度でオンライン授業化研修を続け、４月末に

は受講する先生方も大分減ってきましたが、ゴー

ルデンウィークに入って春学期はすべてオンライ

ン授業で行う決定がなされ、オンライン授業の実

施と並行して、オンライン授業化研修を継続する

ことになりました。この変更により、教室内で行

う筆記式の定期試験が一切できなくなり、授業シ

ラバス内の授業評価方法の変更が必要になりまし

た。オンライン授業化の経緯の詳細については、

下記の４．（２）をご覧下さい。

３．オンライン授業の内容と実施状況
（１）講義中心の授業をオンライン化

本学は５月１日に春学期は原則オンライン授業

となることを正式に決定しました（本学では遠隔

授業としていますが、本稿ではオンライン授業と

表記します）。オンライン授業では単に印刷資料の

送付だけで授業を完結させるのではなく、毎回の

フィードバックを行うことが求められます。

具体的には、図１のように、「①リアルタイムの

オンライン授業：Web会議システム（Zoom 等）を

活用し、配信される講義や双方向の議論をとおし

て学び、小テストや課題提出による理解度確認や

質疑応答、学生同士の意見交換等を行う授業」（同

期型）、「②オンデマンド配信の授業：学生は講義

動画やナレーション付き講義資料を視聴し、小テ
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ストや課題提出による理解度確認や質疑応答、学

生同士の意見交換等を行う授業」（非同期型）、「③

教材提示による授業：スライド資料など教材とし

て学び、小テストや課題提出による理解度確認や

質疑応答、学生同士の意見交換等を行う授業」(非

同期型)という３つの型が提示されました。

これらは組み合わせて実施することもでき、大

学からは一方向的な授業にならないよう配慮する

ようにとの指針が出されました[1]（図２参照）。

本節では実際にどういった形でオンライン授業

が実施されたのかについて以下に事例を示します。

� 講義科目におけるオンライン化
例として、メディア教育論（担当岩﨑千晶）を

取り上げます。メディア教育論では、オンデマン

ド配信の授業とリアルタイム配信の授業を組み合

わせた授業を実施しています。受講生が約40名い

るため、第１〜５回までの授業はシステムエラー

を避けるために、Zoomのレコーディング機能を活

用し、講義映像とPowerPointをあわせて視聴でき

る映像を制作し、オンデマンド配信をしました。

また視聴した内容に関する課題としてミニレポー

トや掲示板での意見交換を課しました。例えば、

図２　同期型・非同期型の組み合わせ例

図１　オンライン授業の分類
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� 実験・実習のオンライン化
理工系の学部科目での実験・実習は、オンライ

ン授業化で一番苦戦するところです。学内の実

験・実習施設を使った実験・実習の授業は、実験

室内での実験器材や実験器具を使って身につけた

専門知識を基盤として五感を使い、メタ認知能力

を育成しながら知識や経験を豊かにするための学

修の大事な局面となります。ただし、大学側が入

構禁止にしている以上は学内の実験室や実習室は

使えないことになります。実験・実習担当者は代

替案を期待していますが、現状では不可能に近い

状態です。ICT技術的にはテレメディシン（遠隔医

療）やバーチャルシミュレーションによる外科手

術実習のような医療用ICT環境も存在しますが、非

常時になったからといって即座に理工系の実験・

実習プログラムのために開発し、導入できる訳で

はありません。このような事情から、本学では、

コロナウィルスが終息して学生が大学に通って授

業が受けられるようになるまでは当面の間、実

験・実習は延期という措置が敷かれています。春

学期の後半部分で実施できないかという案が出て

いますが、未だ検討中です。

学外で行う実習では、地域社会でのフィールド

ワーク、フィールドスタディが伴うため、中止し

ています。フィールドとなる地域社会に既にネッ

トワークがある場合には、現地で協力者に依頼し、

オンラインでのヒアリング調査等の質的調査が可

能となります。これには担当教員によるこれまで

の信頼関係の構築が前提となり、事前準備が必要

になってきます。新規で実施するフィールドワー

クやフィールドスタディのオンライン化は困難で

あると言えるでしょう。

また、体育（スポーツ実技）の授業は、基本的

には、実技中心からビデオ視聴を含めたオンライ

ンでの講義形式の授業に変更して開講していくこ

とになっています。

� グループ討議のオンライン化
アクティブラーニングの導入が推奨され、グル

ープワークを取り入れる授業は増加しています。

例えば、初年次教育では学生同士にグループを組

ませて、グループで調査学修をし、プレゼンテー

ションをすることやディベート等が実施されてい

ます。

ここでは全学共通教養科目として開講されてい

る初年次教育「スタディスキルゼミ（プレゼンテ

ーション）（担当教員：岩﨑千晶）」を事例に詳述し
ます。本授業ではスピーチをしたり、グループで

調査活動をし、その結果を発表したりします。授

業では、まず関大LMSに慣れるために、会議室機

能を使って自己紹介をし、ライティングラボのオ

第３回目の授業では、ICT教育の基礎や教員に求め

られるICT指導力についての講義を実施し、「ICTを

活用すれば教育が良くなるのか」や、これまでに

受講したICTを活用した授業」について意見を提示

する課題を示しました。教員やTAは掲示板に寄せ

られた意見に対するフィードバックを適宜行いま

した。学生から寄せられた掲示板の意見に対し、

教員は翌週の講義映像でフィードバックをしまし

た。しかし、この方法だけでは学生の顔が見えて

こず、レポート課題や掲示板での意見交換だけで

学生が十分に理解や満足をしており、きめ細かな

学修支援ができているのかについて担当教員とし

て疑問がわきました。また、掲示板に質問を書く

ように伝えても、数多くは寄せられませんでした。

そこで、第６回目からはZoomを活用したリアル

タイムでのオンライン授業を適宜導入していく予

定にしています（図３参照）。

図３　オンライン授業の要、コミュニケーション

これまでの授業に対する質問、学生同士の意見

交換をする機会を設け、共に学び合う機会を構築

したいと考えています。このようにオンデマンド

配信を実施し、それに対するフィードバックや意

見交換をリアルタイムの授業で実施するという方

法を組み合わせることで、教員による一方向的な

授業ではなく、学生が主体的に考える授業実践の

場を確保する授業を実践しています。図４にポイ

ントをまとめてみました。

図４　主体的な授業実践の場
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ンライン講座を受講するようにしてZoomへの接続

や利用方法を確認しておくよう事前課題を出しま

した。

遠隔講義が決定されてからは、Zoomを使ってリ

アルタイムで授業をしています。はじめてのリア

ルタイムでの授業ではZoomの接続を確認するため

に授業開始10分前からZoomのミーティングルーム

をあけ、授業が始まるとZoomの音声を確認するた

めに出席をとりました。その際、グループで学ぶ

ことの重要性や相手の顔を見て話し合うことの大

切さについて述べ、ビデオカメラに顔を出すこと

について理解を得ました。比較的受講生が24名定

員と限られた人数での演習であったため、全員が

映像を公開する形で授業を始めました。その後、

簡単な自己紹介や近況を報告しあいました。

オリエンテーション後は、２分間スピーチの原

稿作成を始めました。例年、本授業ではスピーチ

のイメージを掴むために、学生スタッフであるLA

（Learning Assistant）が実際にスピーチを行います。

今回もLAを共同ホストに設定し、スピーチを披露

し、授業を終えました。授業後の課題は関大LMS

に提示されたワークシートに基づき、２分間スピ

ーチの原稿を考え、関大LMSの掲示板に投稿する

ことでした。

翌週の授業では、２分間スピーチの寄せられた

原稿をグループに分かれてコメントをしあうピア

レビューを行いました。これはZoomのブレイクア

ウトルーム機能を利用しました。Zoomの機能を使

えば自動的にグループの割り振りをしてくれます。

初めて会う学生同士ですから、場の雰囲気を和ま

せるために、アイスブレイクをしてから、ピアレ

ビューを行うようにしました。ピアレビューに関

しても、「相手の原稿を見てどの部分が主張、理由、

根拠・具体例、再主張なのかを確認すること」と、

「自分が気がついたことを述べる」ように指示しま

した。具体的にコメントする内容を提示すること

と、学生自身の気づきを大切にするように配慮し

ました。学生たちは、関大LMSに掲載されている

２分間スピーチの原稿にコメントをしあいました。

グループワークを終えた後は、また一斉に授業を

受けるのですが、その際に「どこがよかったのか、

どこを改善すべきか」について数名が発表しまし

た。

授業終わりの10分間は質問時間としました。普

段は隣席に座っている友人に聞けばすぐに済む問

題が今回はそうはいきません。特に本講義は初年

次生を中心としているため、聞きたいことがあっ

ても聞く友人や機会がないのです。そこで最後の

10分間は再びグループで質問を出し合い、各自で

解決し合うようにしています。それでもわからな

かったことがあれば、教員に質問するよう指示し

ています。

また受講生は自分で原稿を完成させると、ライ

ティングラボでオンラインチュータリングを受け

て、原稿をよりよくするための学修支援に取組む

ことになっています。何度も原稿を見直すことで

よりよい論理的なスピーチやプレゼンテーション

ができることを目指します。このようにオンライ

ンの討議に加えて、オンラインチュータリングな

ども取り入れ、初年次生のアカデミックスキルの

育成に取組んでいます。

� ゼミのオンライン化
ゼミ形式の授業は担当教員とゼミの学生、およ

び、ゼミ学生間のディスカッションによるインタ

ラクションが極めて高い集中度の授業形態です。

非常時のゼミ形式の授業では、同期・非同期の学

修環境下で、いつでもゼミ員が同じページで学

び・研究を進めているという意識づくりが肝心と

なります。

同期の学修環境では、Zoom等のウェビナーツー

ルを使うことで、ゼミ担当教員からのe-Lectureや

ディスカッションが可能です。ゼミ学生が多い場

合には、ブレイクアウトルーム機能を使い、テー

マごとにグループ分けをしてディスカッションを

行い、その後、全体で共有、まとめをすることも

できます。録画機能もあるので、やむを得ず欠席

したゼミ学生も時間差はあるものの、ビデオを視

聴することでゼミに参加が可能になります。Zoom

のようなウェビナーツールはスマートフォンから

でも参加が可能です。ゼミ授業の前後の時間帯で

は、ゼミ学生同士がLINE等のSNSサービスでグル

ープを作り、容易にビデオ会議もできます。

非同期の学修環境下では、LMS内の掲示板（デ

ィスカッション）機能やWiki機能を使い、研究テ

ーマごとに議論もできますし、ポートフォリオ機

能を使い、卒業論文作成までのプロセスと成果物

を可視化することもできます。クラウドサービス

でも様々なサービスがありますが、ゼミ員一人ひ

とりの学びと成長のプロセスの情報をゼミ学生と

担当教員しかアクセスできないLMSのような安全

なところに一元管理しておくことに注意していま

す。

４．オンライン授業の環境と支援体制
質の高いオンライン授業を実施するためには、

ハード面としてのICT環境に加えて、教員や学生を

対象としたソフト面での支援体制が求められます。

本節では、ハード面・ソフト面での支援に関して

本学の取組みを具体的に提示します。
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（１）LMS、Zoom、Office365等を活用したオン

ライン授業におけるハード面の整備

本学はLMS、Office365、Dropbox、講義映像配信

システムを授業のサポートツールとして従来より

導入していましたので、ICTのシステム環境は概ね

整備されていたと言えます。４月20日以降オンラ

イン授業を実施する際は、原則として関大LMSを

活用した授業を実施することになりましたが、双

方向・リアルタイムで授業をするツールは導入さ

れておりませんでした。そこで、Zoom Education

Siteライセンスを法人契約し、現在は全教員がアカ

ウントを保有し、リアルタイムで遠隔講義を実施

する環境を構築しました。

遠隔講義で主に利用されている関大LMSは資料

提示、テスト、掲示板、レポート提出等の基本的

な機能を備えています。しかし、映像を添付する

容量は限られているため、Dropbox（50M）や

Office365のOneDrive（1T）に映像をアップロード

し、ダウンロードができないような設定を施し、

関大LMSにそのリンクを掲載する形で映像を公開

しました。

このように「①リアルタイムのオンライン授業」

や「②オンデマンド配信授業」に関してはZoomや

撮影した映像を関大LMSに提示する方法を使って

授業が実施されています。そして「③教材提示に

よる授業」に関しては、関大LMSやDropboxに資料

を提示するなどして授業を実施する必要がありま

す。「３．オンライン授業の内容と実施状況」で提

示した通り、教員はいくつかのシステムを組み合

わせた授業デザインを行っています。

（２）教員の教材作成環境の整備と支援体制

３月中旬以降、４月以降の授業はオンラインで

実施される可能性が高まってきたため、教育推進

部教育開発支援センターの教員を中心にFDセミナ

ーを企画し、教員がオンライン授業を設計する際

の支援計画を立て始めました。もちろん、従来よ

り関大LMS等のシステムは導入されていたため、

その利用セミナーは実施していました。しかし、

あくまでもこれらのシステムは授業の補助ツール

という認識であったために、多くの教員が操作方

法に精通しているとは言い切れませんでした。そ

こで、４月１日から関大LMSを利用するにあたっ

てのFD相談会を開催しました。

まず１週目（４月１日〜７日）は「教員の不安

を取り除く」をテーマに個別相談会とセミナー

（担当：山本敏幸、岩﨑千晶、多田泰紘）を対面で
実施しました。教員３名、職員２名体制で対応し

ました。最初の２日間は個別相談の体制をとって

いましたが、相談数が急増したため、Zoomによる

セミナー形式と個別相談のセッションを設ける形

に変更しました。セミナーでは、「オンライン授業

設計の基礎基本」、「関大のシステムを使ったオン

ライン授業の設計」、「関大のシステムの操作方法」

の３つをテーマに講演をしました。セミナーは録

画し、ホームぺージで配信を行い、個別相談では、

セミナーを視聴した人が参加できるようにしまし

た。この際、外国人教師にも対応するため、

English Sessionも設けました。English Sessionには

本学商学部や国際部の教員も参加し、外国人教員

をサポートしました。

２週目（４月８日から４月12日）は「教員の不

安を把握し、解決策を準備する」をテーマに、

Zoomを使った授業の体験会の準備、教員対象のア

ンケート調査を実施しました。アンケート調査は

第３週に企画されていたFDセミナーの出欠を尋ね

る目的に加えて、教員からの質問をあらかじめ収

集し、FDセミナーで迅速に対応する目的がありま

した。

並行して、相談会において教員から寄せられた

質問事項で必要性が高いもの（例えば、録画配信

の仕方、著作権、資料のダウンロードを禁じる方

法、Zoom等のシステムの基本的な利用方法等）に

関しては、事務職員がQ&A集やシステムの利用画

面をキャプチャーした操作マニュアルを作成し、

教員が自ら資料を確認して、授業を実施できるよ

うに配慮しました。また職員のアイデアで教員が

自分でZoomへの接続を確認できる場を準備しまし

た。このように２週目は１週目で収集した教員か

らの質問に対して、資料作成やシステムの利用を

確認できる場づくりの準備期間となりました。

３週目（４月13日から４月18日）は「教員が考

える授業を実現するための支援」を実施しました。

この時期はすでに対面でのFDが難しい状況になっ

ていたため、すべてZoomで実施しました。まず

「オンライン授業に関するセミナー（講師：山本敏

幸」（40分）を実施し、個別の相談・質疑応答の場

を設けました（講師：岩﨑千晶・多田泰紘）。13日
は260名程度の参加、15日（English Session）は70

名程度の参加、17日は100名程度の参加がありま

した。18日には15日に解決しなかった教員向けの

English Sessionが行われました。17、18日にZoom

でグループワークをするためのブレイクアウトル

ーム機能を実際に体験するワークも導入して開催

しました。

４週目（４月20日から25日）は「レベルに分け

た課題解決と学生へのサポートの開始」をテーマ

に行いました。初めてLMSを活用する教員向けの

初級・初心者コース、LMSを利用した授業をした

経験がある教員を対象にした中級コースに分けて

FD相談会を週４回実施しました。参加者は各回約

30〜70名程度でした。４週目はある程度参加者の
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数が減少し、質問される内容も共通化してきまし

た。リピーターとして何度も出席される一部の教

員から複雑な操作に関する質問が寄せられました

が、第４週目ということもあり、教員からの問い

合わせは落ち着いてきました。

また20日から本格的にオンライン授業が開始さ

れましたので、学生向けのセミナーも実施（担当

講師：関大LMS三浦、Zoom藤田）しました。次の

（３）で詳述します。

５〜７週目（４月27日〜５月16日）も継続して、

初心者・初級、中級にコース分けをしたFD相談会

を実施しました。４週目で教員からの質問が落ち

着いてきたこともあり、時間を短縮して１時間で

実施しました。

これまでのFDセミナー・相談会は、ICTシステ

ムの操作や、オンラインを活用した授業設計の中

でも教育方法についての相談が主流でした。しか

し、８〜９週目（５月18日〜30日）は「評価方法

について焦点を当てたFD」を実施する予定にして

います。春学期は原則オンライン授業で実施する

ことが正式に決定されると、大学で定期試験をす

ることができなくなり、授業によっては評価の方

法を変更しなければならない科目も出てくること

が想定されました。これらの評価方法についてど

のように対応することが望ましいのかについて、

話し合う場を設ける必要があると教育開発支援セ

ンター長が判断し、FDセミナー・相談会を予定し

ています。

このように、大学から提示された①２週間休講

（３／27提示）、②当面の間オンライン授業を実施

（４／8提示）、③春学期はすべてオンライン授業

（５／１提示）を実施という３回におよぶ指針に基

づいて、それぞれの状況に応じた形で教員の教材

作成環境の整備と支援体制を実施するようにしま

した。

（３）学生が使用するディバイス・通信環境や学生

支援の体制

先述した通り、本学は2019年度よりBYODを推

奨しています。そのため、2019、2020年度に入学

した学生にはあらかじめノートPCやタブレット等

を準備しておくことが推奨されており、生協では

１年生向けにノートPCの販売体制が整備されてい

ました。しかし、納品が間に合わなかった事例や

個人的な事情もあり、スマホを活用して授業を受

けている学生もいます。また大学からはオンライ

ン授業の受講にあたり、各自で必要な機材やイン

ターネット環境を準備しておくように依頼してい

ますが、環境を整えることができなかった学生も

います。そこで、本学ではノートPCの貸出やモバ

イルWi-Fiルーターの提供を実施し始めています。

ノートPCは200台準備して学生の負担軽減を図っ

ています。モバイルWi-Fiルーターは300台用意さ

れており、学生の個人負担は月額2,000円（月間デ

ータ容量20GB）となっています。

さらに学生へのソフト面に関する学修支援とし

ては、オンライン授業の開始に先立って、４月６

日から16日まで毎日30分全23回のライティングラ

ボによる「Zoomで学ぶワンポイント講座（講師：

多田泰紘、藤田里実、岩﨑千晶）」を開講しました[2]。

大学は３月27日の時点で、新学期の最初２週間の

完全休講を決定したため、休講期間の間に学生た

ちが学べる場を提供するために実施しました。ま

た本講座はZoomで講義配信をするため、学生に

Zoomを練習する機会を提供すること、ならびに教

員が講座を視聴できるようにし、Zoomでの授業が

どのようなものであるのかに関するイメージを持

ってもらう狙いもありました。

本学のライティングラボは、学修支援を担う組

織で、①訓練を受けたチューターが学生のレポー

ト・プレゼン等の個別相談に応じること（１回40

分）、②アカデミックスキルに関するワンポイント

講座を実施すること、③大学の授業で、出張講義

をすることを主に実施しています（関西大学ライ

ティングラボ2020）[2]。今回は②のアカデミックス

キルに関するワンポイント講座をオンラインでい

ち早く配信しました。扱ったテーマは、１・２年

生向け「レポートの書き方」、理工系１年生向け

「理工系実験レポートの書き方」、３・４年生向け

「卒論の書き方・プレゼンテーションの実施」で

す。

１・２年生向け「レポートの書き方」は初年次

教育の心構えから始め、基礎的なレポートの書き

方を学ぶことができるコースとしました（表１参

照）。

第１回

第２回

第３回

第４回

第５回

第６回

第７回

第８回

第９回

第10回

表１　文系１・２年生向けワンポイント講座の内容

講座内容

初年次教育の心構え

ノートテイキング

レポートを書き始める前に

テーマを決めよう

レポートの構成

口頭発表の手法

スライド資料の作り方

レポートにふさわしい表現

引用と参考文献

ライティングラボの活用－文章をより

よくするために－

理工系１年生向け「理工系実験レポートの書き

方」では実験ノートや実験レポートの書き方、並

びに口頭発表の手法について取り扱いました。
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どの取組み、教育理論、学修理論等の成果を基盤

とした人財の育成をミッションとする教育形態の

有力な教育方法と言えます。十分に計画を練って

準備ができ、教育機関のミッションやそれを反映

したカリキュラムを通した教育の質保証を担保す

る教育方法に組み込むことができます。また、そ

こでは教員間および受講生間での利用できるICT機

器の不平等さについて日頃から対処しておくゆと

りもあります。

今回のコロナ対策でのオンライン授業化の経験

を通して学んだことは、これまでの教室内での直

接面接型の授業形態で行ってきた教育の質保証の

仕組みが非常時にはうまく機能しないということ

です。非常時だから当然のことかもしれませんが、

今後はさらに自然災害等でも想定される非常時の

ことも考慮した教育体制についても準備すること

が必要だと考えます。

また、今回のオンライン授業化のプロセスを通

して、これまで教室内での直接面接型の授業しか

してこなかった教員の間にICTを活用した教育形態

でも教育の質向上の工夫ができるのではないかと

いう意識が芽生えてきたことです。さらに、同じ

学部や学科にいても、これまであまり話すことも

なかった教員間に横の繋がりができ、助け合う、

共にオンライン授業化について話し合う、考える

という意識が育まれてきたことです。ごく一部の

非常勤の先生方でオンライン授業化の負担が大き

いため辞退された方もいましたが、これはやむを

得ないことです。

オンライン授業化の今後の課題としてあげられ

ることは、学生がオンライン授業を受けながら主

体的なアクティブ・ラーニングのスキルを身につ

けていけるような学修環境を提供するようにMS

Teamsの利用がオンライン授業化の準備段階で含

められていなかったことです。４月当初から始め

たオンライン授業化に向けた研修はあくまで教員

が対象で、既存の学内のICT環境を利用して、平常

時の授業をオンラインで同期型で再現しようとす

るZoomの機能説明や操作方法、Dropbox（クラウ

ド型ストレージ）や関大LMSで講義ビデオ、授業

資料等を共有する方法についての説明が中心とな

りました。４月20日からオンライン授業が始まり、

教員に対するオンライン授業化に向けた研修が一

旦落ち着くと、そこでやっと学生のためのZoomを

使ったオンライン授業の受け方、インフォメーシ

ョンシステム（学内ポータル）を使った学内情報

の入手方法、関大LMSを使った受講方法について

学生対象の研修が始まりました。

今回の非常時の対応のプロセスを振り返ってみ

ると、学生のための主体的なアクティブ・ラーニ

ングを涵養するオンライン型の授業での学修環境

３・４年生向け「卒論の書き方・プレゼンテーシ

ョンの実施」は、卒論執筆の予定を立てるところ

からスタートし、テーマを考える、アウトライン

を作る、卒論の書き方を扱いました。最後に口頭

発表の仕方やスライド資料の作成方法にも触れま

した。

このセミナーの実施当時はZoomの包括契約が実

施されておりませんでしたが、無償プランを利用

して最大500名まで同時視聴できるようにしまし

た。文系の１・２年生向けの講座は午前に、理工

系の１・２年生、卒論講座は午後に実施しました

が、毎日100名程度の参加がありました。これら

の講座はレコーディングされ、現在はYouTubeや

PDFをライティングラボのホームページで公開し、

他大学からも利用いただけるようにしています。

さらに、４月20日から本格的にオンライン授業

を実施することが決定されてからは関大LMSや

Zoomの操作で戸惑う学生を支援するため、ライテ

ィングラボが新たに「Zoom・関大LMSを学ぶセミ

ナー（担当講師：三浦真琴、藤田里美）」を合計４

回実施しました（５月２週目まで）。いずれも100

名以上の参加がありました。

講座に加えて、ライティングラボではｅラーニ

ング教材や電子教科書「レポートの書き方ガイド」

も関大LMSやDropboxで提供しています。ｅラーニ

ング教材は、動画（５分程度）、資料、小テストで

構成されており、全部で29レッスン公開されてい

ます。これらの教材は、本学の一部の初年次教育

でも活用されています。

以上のような学修支援に加えて、経済的な負担

に対して総額５億円の経済支援に取組んでいくこ

とが決定されております。具体的には、一人暮ら

しの学生に対して５万円の一律金を支給すること、

ならびに関西大学家計急変者給付奨学金制度を拡

充することが決定されています。

５．オンライン授業で期待されると思わ
れる効果と今後の課題
まず明確にしておかなければならないのは、非

常時のオンライン授業化と平常時のオンライン授

業化の区別です。非常時では、オンライン授業は、

平常時の授業形態の緊急代替案にしか過ぎず、教

員側はオンライン授業化に向けた心の準備、効果

的なオンライン授業展開の計画的な工夫、オンラ

イン授業で活用する教育用ICTツールの操作スキル

などがほぼないまま開始されます。使える教育用

ICTツールも既存のシステム、設備、即座に購入可

能なクラウドサービスに限られます。

一方、平常時のオンライン授業は、これまでの

遠隔教育、e-Learning、面接型授業とオンライン授

業を組み合わせたブレンディッド・ラーニングな
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なりましたので、オンライン授業化に向けての研

修資料作成にはとても参考になりました。今後は

平常時のアクティブ・ラーニングのためのICT活用

だけではなく、災害時や非常時におけるICTによる

学修環境の構築・授業展開をテーマとした研究講

習会があってもいいかと思いました。今回のコロ

ナ対策のためのオンライン授業化で様々な問題点

や課題点を克服されてこられた教育関係者の経験

と知恵を集結して、未来の非常事態でも惑わず効

率良く授業運営ができるようなシンクタンクを備

えることができればと考えます。

７．コロナ対策終了後におけるオンライ
ン授業の継続拡大について
本稿で紹介した本学での授業のオンライン化の

事例は、あくまでもコロナ対策の一連の取組みで

あり、災害時や非常時の取組みに他なりません。

これまでに平常時の教育を基にして研究と開発を

重ねてきた通信教育、遠隔教育、e-Learning等の体

制は、今回のような緊急時には多くの教員のオン

ライン授業化に対する心の準備とICTツールの操作

の不安が残り、あまり効力を発揮できませんでし

た。事実、インストラクショナルデザイン理論に

基づいてコンテンツを準備するには、多くの専門

家の手と労力が要ります。このようなやり方では

緊急時には間に合いません。また、これまでの遠

隔教育も平常時に時間的距離・地理的な距離を克

服するために学修者に平等に学ぶ機会を担保する

ものでした。コロナ対策としての授業のオンライ

ン化は、大学側の授業運営についての緊急事態下

の判断で、４月時点では、コロナ終息までに時間

がかからないであろうという期待と、学内の既存

のICT資源とインフラを活用すれば平常時の教室で

の授業運営にしか慣れていない、ICTを十分に活用

していない教職員でも乗り切れるという考えであ

ったからと推測されます。

今回のコロナ対策でのオンライン授業の仕組み

づくりの経験を通して様々なことが教訓となりま

した。非常時には、平常時の教育体制でルーチン

化した授業運営手順、教務手順、業務手順、およ

び、それに基づいたICTインフラが十分に機能しな

いことが見えてきました。いくら教室にWi-Fiを設

置しても、学内への入構禁止時には教室すら使え

ないのです。

また、コロナ対策終了後には、大きく二つの観

点からこれからのオンライン授業の展開について

考えていかねばなりません。高等教育の大事なミ

ッションが教育を通した未来社会に向けての人財

育成とその涵養である以上、欠かせない観点だと

思います。

一つは、今回のような非常事態が再度訪れた際

の提供といった考慮が十分になされていませんで

した。学内の教員、職員はオンライン授業化に向

けての準備で必死になっていましたが、残念なが

ら受講生が担当教員やクラスメイトと一度も顔を

合わせることなく戸惑いながらオンライン授業で

学ぶという心の準備に対して十分な対応ができま

せんでした。今後は大学のミッションに掲げた未

来社会の人財育成のミッションを達成するために、

教室内での直接面接型の授業でも、オンライン授

業で受講生の主体的な学びを涵養できる学修環境

の提供について、授業形態に偏らない教育の質保

証を教員の間でFD活動としてやっていかなければ

ならないと考えます。

６．教員の情報技術支援研修の有無と今後
の考え方（私情協による研修希望など）
ここでは、コロナ対策以前の教員への情報技術

支援研修について述べます。本学ではインフォメ

ーションシステム（ポータル）を活用し、授業担

当教員から受講生への講義連絡、休講・補講連絡

が学内のメールシステムと連携して稼働しており、

ほとんどの教員が利用していました。関大LMSも

2016年度の導入以来、講習会を開催し、講習会を

収録したビデオはオンディマンドで視聴できるよ

うになっています。ここ数年間は各学期に最低１

回程度教員向けの授業でのICT活用を促進するため

のセミナーを開催してきました。コロナ対策以前

の授業形態は大半が教室での直接面接型の授業に

よるものでした。言い換えると、ほとんどの教員

にとっては、コロナ対策のためのオンライン授業

化は、オンライン授業のために必要なICTスキルも

十分ではなく、また、オンライン授業での効率的

な教授方法もなく、なんの心の準備もないままに

スタートしたものでした。

幸いにも、２月26〜27日の２日間、筆者は追手

門学院大学、総持寺キャンパスで行われた公益社

団法人私立大学情報教育協会、FD情報技術講習会

運営委員会から2019年度のFDのための情報技術研

究講習会に参加する機会を得ました。これは、平

常時のアクティブ・ラーニングを涵養するための

ICTを活用した学修環境構築に向けて、他大学や社

会の有識者達と協働で考えていこうという趣旨の

講習会でした。様々なハンズオンのワークショッ

プを通して、Google FormやGoogle Classroomを活

用した授業展開、クラウドサービスによる様々な

学修用ICTツール、モバイルによる教材作成、PC

を用いた動画教材の作成、学修評価のためのルー

ブリック作成、LMSを授業で活かす工夫などを学

ぶ機会を得ました。

本学では４月１日からオンライン授業化にむけ

てのFD相談会が全学の教員対象に行われる予定に



10 JUCE Journal 2020年度 No.1

特　集

に備えた教育体制の工夫・改善があげられます。

今回のコロナ対策では、クラウドサービス（Zoom、

MS Teams等）、オンプレミス型LMSシステム等を

折衷案的に活用して、平常時の授業運営を仮想的

に再現できました。足りないクラウドサービスの

ICT利用ライセンスは臨時購入でなんとか対応がで

きました。しかし、一方で平常時の筆記試験や定

期試験は教室での密集を避けるために止めざるを

得ませんでした。自宅にWi-FiやPCを持たない非

常勤教職員は手持ちのスマートフォンでオンライ

ン授業の準備をするしかありませんでした。

ICTは常に進化していきます。数年後にまた非常

事態が起きたとしても通用するような教育体制の

改善に向けた準備態勢を備えておく必要がありま

す。現時点のICT技術を前提とした非常事態の備え

では、未来の非常事態ではそれは使いものになり

ません。今回の非常事態の中のオンライン授業化

の経験を活かして、これから先に起こるかも知れ

ない非常事態でもきちんと対応ができるような

SOP（標準となる対策運営手順）について、大学

でICTを活用した教育の質保証と持続可能性とその

担保に関わるCIO層は考えておかねばなりません。

二つは、教育者としての学生の心のケアについ

てです。今回のコロナ対策下のオンライン授業化

では学生の身になって状況を見るという余裕がな

く、学生の心のケアが置き去りになっていたこと

です。大学側は教員も含めて、平常時と同様な授

業運営をオンライン化授業で如何にして実現する

かということで精一杯でした。それが、学生にと

っても一番の教育の質保証に違いないとみんなが

信じていました。多くの教員は、オンライン授業

のためのICTスキルアップのため、研修に参加して

Zoomを使った同期型授業展開やLMSを活用した非

同期型授業展開について学び、スキルを身につけ

ることができました。しかし、Zoomを使って授業

をすることは、受講生にとっては平常時の時間割

通りに自宅という授業外の生活空間でヘッドセッ

トをつけてパソコンのスクリーンに向かっている

ということを意味します。不要不急の外出を控え、

限られた生活空間に縛られた状態が続きます。非

常時の授業形態であると頭では分かっていても、

新入生にとっては実感がありません。就職活動を

している学生にとっては授業単位がちゃんと取得

できて卒業できるのだろうかという不安が付きま

といます。

コロナ対策が終了して数年が過ぎ、平常な授業

体制に戻った時に、学生の大学時代の記憶として

何が残っているでしょうか。学生の記憶にオンラ

イン授業期間中の様々なストレスや不安、不満と

いったネガティブな記憶ばかりが残らないように

なればと願います。学生の目線にたって、親身に

なって学生の未来を考慮した情報発信が大学から

タイムリーにしかも分かりやすくなされていれば、

不安やいらいらが多少は解消され、大学時代のネ

ガティブな記憶は緩和されていくのではないでし

ょうか。

今回のコロナ対策の期間中は、先生方の中には

自分自身が担当する授業だけのオンライン授業化

の準備をするだけではなく、時間を惜しまず、学

内の教員の仲間達に頻繁にICTツール操作や授業運

営の勉強会を開催し、参加した先生方は教育の持

続可能性という目標で繋がり、情報共有や相談が

できるようなコミュニティーが自然にできあがり

ました。みんなで助け合って非常時を乗り切ろう

とする草の根的なFD気質が溢れていました。

最後に、緊急時の大学側からの情報発信のチャ

ンネルが分かりやすく且つ明確に確保されている

こと、そのチャンネルを使って、タイムリーに大

学側の意向が伝えられることが、大学の主たるス

テークホルダーである大学生と大学側のコミュニ

ケーションを通した信頼関係の構築・継続ではな

いでしょうか。平常時でも緊急時でも、社会人に

なる前の最後の登竜門としての大学生活の中で、

大学側がミッションに掲げる人財像育成を目指し、

大学生に社会人としてのお手本（ロールモデル）

として示すことが欠けていてはならないと思いま

す。
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対面授業からオンライン授業切り替えの取組み

北海道医療大学のライブ配信による
遠隔授業の取組みと課題

ウド活用による同僚間アンケート調査を取り入れ

た問題発見課題解決型協働学修」[2]です。この取組

みでは、学生が互いに実験者や被験者となる同僚

間アンケート調査を取り入れることで問題発見課

題解決型協働学修の教育改善を図りました。アン

ケート調査ではGoogleフォームを使って学生自身

が質問紙を設計できるようにし、さらに、Google

スライドの共同編集機能を使うことでグループ討

議の活性化を図りました。Googleフォームや

Googleスライドはオンライン型のアプリケーショ

ンであり、これらを本学では、ライブ配信型の遠

隔授業での確認テストやオンデマンド配信型の遠

隔授業を支える基盤技術として利用しました。

今回、私情協における活動を背景として計画す

ることができた本学の遠隔授業について報告しま

す。この報告を通して、様々な大学や施設におけ

る遠隔授業の整備促進や教育支援の推進に寄与す

ることができればと思います。

２．本学における遠隔授業の実施について

1974年、知育、徳育、体育の三位一体教育を

建学の理念として創立された本学は「新医療人育

成の北の拠点」として地域医療へ貢献する専門職

業人を育成することを社会的使命とする医療系総

合大学です。現在、薬学部、歯学部、看護福祉学

部、心理科学部、リハビリテーション科学部、医

療技術学部の６学部および５つの大学院研究科さ

らに歯学部附属歯科衛生士専門学校から構成され

ています。

キャンパスは、当別町、札幌市あいの里地区な

１．はじめに

新型コロナウイルス感染症が拡大している状況

で、政府、北海道および札幌市等の対応を踏まえ、

北海道医療大学（以下、本学）でも感染拡大の防

止対応を行うこととなりました。防止対応の１つ

が学生の登校禁止でありましたが、その一方で、

学生の学びの機会を最大限に提供することに鑑

み、本学では、全学の授業を遠隔方式（ライブ配

信・オンデマンド配信）により実施することとし

ました。

遠隔授業の方針が打ち出された背景には、本学

が今まで取組んでいたICTを活用した２つの教育

改善があります。両者はともに、公益社団法人私

立大学情報教育協会（以下、私情協）における活

動の一環として行っていたものです。

一つが、昭和大学の片岡竜太教授によるICT活

用による分野横断型授業の取組みです[1]。この授

業は、健康長寿社会に活躍できる人材の育成を目

指して、多分野の人たちとともに主体的な学びの

能力を身につけさせることを目的としています。

そのために、保健、医療、福祉介護、栄養の学生

グループがICTシステムを活用して、分野横断し

て社会の問題に取組み、健康長寿社会の実現を考

えられるようにしています。ここで活用している

ICTシステムがテレビ会議システムであるZoom

（Zoom Video Communications)であり、これを、

本学でのライブ配信型の遠隔授業を支える基盤技

術として利用することとなりました。

もう一つが、私情協主催の2019年度の「ICT活

用による教育改善研究発表会」で報告した「クラ

北海道医療大学
薬学部教授・情報センター長

北海道医療大学
心理科学部助教

(左から二瓶、門、西牧）

北海道医療大学
歯学部准教授

二瓶　裕之
門　　貴司
西牧　可織
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を支える基盤としたのが２つのクラウド型のアプ

リケーションであるZoomとGoogle for Educationで

す。

ここで、ライブ配信のために利用したのがZoom

です。Zoomはクラウド型のテレビ会議システム

であり、会議の参加者は、会議の主催者（ホスト）

から招待URLまたは、ミーティングIDを受け取る

ことで会議に参加できます。この仕組みを利用し

て、例えば、図１のように、教員がPCに表示し

たスライドや動画をライブ配信したり、もしくは、

Webカメラで撮影した黒板や教員の映像をライブ

配信したりすることで、遠隔授業を実施できるよ

うになります[1]。

一方、主に、オンデマンド配信のために利用し

たのがGoogle for Educationです。Google for Education

もクラウド技術に基づいており、教育機関向けに

作られた無料のアプリケーションです。これらの

Googleアプリケーションの中には、ドライブ、メ

ール、ドキュメント、スプレッドシート、スライ

ドなどがあります。その特徴が、クラウド空間内

での多様な共有機能や共同編集機能を持つことで

す。例えば、図１のように、Googleドライブに講

義に関する動画や資料などのコンテンツを保存す

ることで、オンデマンド配信で授業前後の学びを

支援することができます。また、講義形式のみな

らず、共同編集機能を使うことで演習形式やグル

ープワーク形式など、様々な形式の授業に沿った

利用ができるようにもなります[2]。

さらに、これらのクラウド型のアプリケーショ

らびに札幌市中央区アスティ45（ACU）内のサ

テライトキャンパスの３箇所がありますが、学生

の多くは、当別町にあるキャンパスに通っており、

札幌市内などに住居のある学生は、札幌駅からJR

北海道で通学に40分程度の時間がかかります。

このように、学生の多くがJRを利用して通学をし

ていることも、遠隔授業の実施が計画された理由

の１つであったと考えます。

遠隔授業の実施期間は、前期授業開講日とした

５月11日から、当面は５月中としています（2020

年５月１日現在の計画）。また、遠隔授業の対象

としたのは、６学部および歯学部附属歯科衛生士

専門学校のすべての講義や一部の実習科目となり

ました。

３．遠隔授業の仕組み

図１には、本学で構築をした遠隔授業の仕組み

を示しました。本学では、遠隔授業は、基本的に

は、ライブ配信（リアルタイム配信）形式で行う

ものとしましたが、それに加えて、ライブ配信の

遠隔授業を補完するオンデマンド配信形式での遠

隔授業も実施できるようにしました。本学で実施

した遠隔授業のポイントは、より円滑に授業を実

施できるように、できるだけ今までの通常の大学

生活と同じ仕組みや手順で授業を実施できるよう

にしたことです。つまり、授業は予定されていた

時間割にしたがって実施することとし、時間割に

記載されている教室で教員が授業をして、それを

学生が受講する、という仕組みです。この仕組み

特　集

図１　遠隔授業の仕組み
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ンを本学の教育スタイルに調和させて、学生が、

円滑に遠隔授業を受講できるようにするために、

本学では独自にライブ配信授業ポータルサイトを

開発しました。これにより、学生は、時間割に記

載されている教室からライブ配信されている遠隔

授業を受講できるなど、今までの通常の大学生活

と同じような仕組みや手順で遠隔授業を受講でき

るようにしました。

４．ライブ配信型の遠隔授業

次に、ライブ配信型の遠隔授業の実施方法につ

いて、その方法を構築した経緯とともに、説明し

ます。まず、2020年５月１日現在においては、

今回の遠隔授業では、通常の大学生活と同じ仕組

みになるように、基本的には、教員は大学キャン

パス内の教室を利用することを想定しています

（なお、今後の情勢により変化することも想定し

ています）。これらの各教室の教卓には、かねて

より、PC（以下、教卓PC）が設置されていまし

たが、ライブ配信型の遠隔授業に欠かせないWeb

カメラやマイクは設置されていませんでした。

そこで、まずは、授業に使用されている全教室

（約50教室）の教卓PCにマイク機能の付いたWeb

カメラを設置して、遠隔授業のための機器整備を

行うこととしました。Webカメラは、３月から４

月にかけて設置をしましたが、すでに、家電量販

店などにはWebカメラの在庫がない状況となって

いました。そのため、Webカメラを所有する教職

員に声がけをして一時的に借り入れるなどの措置

を取りながら、全教卓PCへのWebカメラの設置

を進めました。

Webカメラの設置後、全教室の教卓PCからZoom

のミーティングを開始できるように、各教卓PC

に固有のZoomプロアカウントを設定しました。

また、Zoomミーティングや教卓PCの管理をリモ

ートから一括操作・一括管理できる瞬快（富士通

株式会社）を使うことで、情報センターが、全て

の教卓PCをリモートから制御できるようにしま

した。このように、より安定的に、かつ、円滑に

全学の各教室から授業をライブ配信できるように

しました。

一方、大学キャンパス内の教室を使用せずに、

在宅勤務の教員が自身のPCを利用して遠隔授業

をする場合も、できるだけ同じ仕組みで学生が受

講できるように、在宅勤務の教員も教卓PCの

Zoomに参加するなどして、教室から授業を実施

しているのと同じ仕組みが使えるようにもしてい

ます。また、写真１のように、安全性を確保する

観点からも、CALL教室から遠隔授業をモニタリ

ングできる環境を整えて、トラブルが発生した時

に迅速に対応できる体制を作るようにしました。

さらに、ライブ配信形式の遠隔授業における教

員と学生との双方向性を担保するために、Google

フォームなどを使って確認テストを組み込むなど

して、学生の質問や疑問にこたえられるようにし

ました。また、一部の授業科目では、Googleスラ

イドの共同編集機能を使って、簡単なグループワ

ークも実施できるようにしました。

５．オンデマンド配信型の遠隔授業

オンデマンド配信型の遠隔授業については、

2020年５月１日現在においては、主に、ライブ

配信型の学びを補完するために利用することとな

っています。オンデマンド配信型では、主に、Google

for Educationを利用しながらビデオ教材の配信や

確認テストを実施できるようにしました。例えば、

Google共有ドライブに、授業資料（動画、文書、

スライド、確認テストなど）を教員が保存して、

閲覧権限を持つ学生が視聴や利用ができるように

しました。また、ライブ配信の映像をクラウドレ

写真１　遠隔授業のモニタリング：全教室から同一ビデ

オの再生をした実験の風景
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コーディングすることで、通信トラブルなどで映

像を視聴できなかった学生に対して、オンデマン

ドで遠隔授業を視聴できるようにするための準備

も進めています。

この他にも、Glexa（株式会社VERSION2）や

manaba（株式会社朝日ネット）などの市販の

Learning Management System（LMS）を利用した

り、情報センターで独自に開発していた教育支援

システム[3]を利用したりなど、予てより活用して

いるLMSも、オンデマンド配信型の授業教材の１

つとして利用できるようにしました。

６．ライブ配信授業ポータルサイト

さらに、学生が遠隔授業を受講するときに利用

できるようにしたのが、ライブ配信授業ポータル

サイトです。これは、今回、情報センターが独自

に開発したLMSの１つであり、学生が今までの通

常の大学生活と同じ仕組みや手順で円滑にライブ

配信型の遠隔授業を受けられるようにしたもので

す。

ライブ配信授業ポータルサイトを使って遠隔授

業を受講するためには、学生は、まず、大学のホ

ームページ、もしくは、自宅に郵送された時間割

から、自分が受講すべき授業科目が実施される教

室番号を確認することとなります。次に、学生は、

ライブ配信授業ポータルサイトにログインをしま

す。ログインをすると、画面には、図２のように、

授業に使用されている全教室の番号が、キャンパ

スの棟ごとに一覧表示されます。ここで、学生が

受講する教室番号を選択すると、履修者名簿との

照らし合わせがされたうえで、その教室で開講さ

れ、かつ、履修者として確認された授業科目の一

覧が表示されます。最後に、授業科目名を選択す

ることで、学生はライブ配信型の授業を受講する

ことができます。

このようにして、授業は予定されていた時間割

にしたがって実施され、時間割に記載されている

教室で教員が授業をして、それを学生が受講する、

という仕組みを作ることで、今までの通常の大学

生活と同じ手順で学生が遠隔授業を受けられるよ

うにしました。

なお、在宅勤務の教員の場合、自身のPCで、

特　集

図２　ライブ配信授業ポータルサイト

かつ、自身のZoomアカウントを利用して遠隔授

業を実施した場合には、教員自身から履修者へ遠

隔授業を実施する通知をするなど、様々な遠隔授

業の実施形態にも対応ができる準備も整えつつあ

ります。

７．教員への支援体制

最後に、遠隔授業を実施するために行った教員

への支援体制について、遠隔授業を実施するまで

のプロセスとあわせて紹介します。まず、本学で

遠隔授業の実施が計画されたのは、2020年３月

の本学メディア委員会（情報センター主催）でし

た。ここで、本学で実施可能な遠隔授業の形態に

ついての議論がされました。

その後、遠隔授業の必要性を鑑みて、先行して

試験的に遠隔授業を実施していた歯学部、予てよ

りPC必携教育を実施していた心理科学部などの

経験を参考にしながら、様々なFDセミナーや研

修会を実施することとなりました。

学部主催のFDセミナーとして最初に開催した
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のが心理科学部FDセミナー「Zoomを活用した授

業実践の方法と諸課題」です。セミナーはZoom

を使ったライブ配信方式で実施され、参加者は

85名で、Zoomについての概要、オンライン授業

の注意点、オンライン授業の実施方法、学生・教

員間での双方向性を担保する方法などについての

研修が行われました。

引き続き、看護福祉学部FDセミナー「はじめ

て遠隔授業を行う教員のためのメディア活用術

（基礎編）課題」を開催しました。このセミナーも

Zoomで実施され、参加者は138名であり、Zoom

を使ったライブ配信型の遠隔授業やGoogle for

Educationを使ったオンデマンド配信型の遠隔授業

における教材の作成方法などを紹介しました。

さらに、全学的に遠隔授業の実施が決定されて

から、各学部からサポーター教員として合わせて

60名の先生が選任されました。サポーター教員

は、遠隔授業を実施する上での技術的・教育的な

支援をする役割を持ち、これにより、教員への個

別の支援体制を全学的に整えることができまし

た。今回の遠隔授業の取組みの中では、特に、サ

ポーター教員の先生の支援をいただくことができ

たこと、また、それが全学的体制の中で作られた

ことが、重要であったと考えています。

また、サポーター教員の先生の支援が始まりま

した時期には、遠隔授業を実施するための詳細な

手順も決定され、それを受け、遠隔授業の実施方

法についての全学研修会をZoomによるライブ配

信形式で２日間にわたって実施しました。Zoom

による参加者は、延べで500名を超え、ライブ配

信授業を実施する際の教卓PCの使い方など、よ

り具体的な遠隔授業の実施手順についての研修を

行いました。

研修会後には、設定を終えた教室の教卓PCを

使って、授業担当教員が自由に遠隔授業の試験を

できる期間として２週間程度を設定しました。ま

た、すべての教員から遠隔授業を実施するために

不可欠となる操作（ミュート設定や画面共有の方

法）ができるのかを、図３のチェックシート形式

で回答をお願いしました。学生に対しても、本学

ホームページから、オンデマンドビデオによる遠

隔授業の解説、遠隔授業を受講するにあたっての

図３　チェックシート
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各種FAQの提供などを行いました。

また、教室から遠隔授業を実施したときのネッ

トワーク負荷やデータ通信量を計測するために、

キャンパス内の館内放送を使ってすべての教職員

に協力をお願いしながら全学一斉配信テストを実

施するなど、全学が一致して遠隔授業を実施する

ための準備を進めました。

８．むすび

新型コロナウイルス感染症拡大の防止対応とし

て実施した本学の遠隔授業の取組みについて報告

しました。本学の遠隔授業では、Zoomを利用し

たライブ配信とGoogle for Educationを利用したオ

ンデマンド配信の２つの形式を柱としました。さ

らに、学生が、円滑に遠隔授業を受講できるよう

に、独自にライブ配信授業ポータルサイトを開発

しました。これにより、学生は、時間割に記載さ

れている教室からライブ配信されている遠隔授業

を受講できるなど、今までの通常の大学生活と同

じような仕組みや手順で遠隔授業を受講できるよ

うにしました。

また、教員の支援体制として、FDセミナーな

どの研修会を繰り返し開催したり、授業担当教員

が自由に遠隔授業の試験をできる環境などを構築

しました。さらに、鍵となったのが、遠隔授業を

実施する上での技術的・教育的な支援を担ってい

ただくこととなったサポーター教員の先生の力添

えでありました。なお、今回報告した取組みの内

容については、2020年５月１日現在におけるも

のであり、今後の情勢により変化することもあり

ます。

遠隔授業における大きな課題の１つが、遠隔授

業と対面式授業との間での教育効果の違いを検証

することである考えます。遠隔授業による教育効

果については、今後も検証を重ねる予定です。そ

の中で、今回、遠隔授業で期待される効果の１つ

が、ICTを活用したコミュニケーションを行う上

で問われてくる能力の醸成です。今回の遠隔授業

を通して、学生はICTの可能性と、さらに、その

限界までを自らの実体験をもとに感じることがで

きると考えています。特に、本学が医療系総合大

学であることを踏まえると、将来、学生が医療の

現場で医療人として情報を発信する側の立場にな

ったときに、ICTを活用したコミュニケーション

の必要性や重要性を認識した上で、医療の現場で

利用するときに何をどのように気をつけなければ

ならないのかを一人ひとりが考えることができる

力が養われることを期待します。

また、本学の遠隔授業は、私情協での取組みを

背景としており、今後も、教員の情報技術支援研

修の拡充、特に、オンライン研修会の拡充を期待

しています。また、各種の発表会や講演会のオン

ライン化の拡充も期待しますが、例えば、従来型

の発表会でもよく行われるような、講演者と質問

者とが名刺交換をしながら意見交換を深めるなど

の懇親の場もオンラインの環境で提供していただ

けることを期待いたします。
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対面授業からオンライン授業切り替えの取組み

ニングを受講した学生は延39,059名でした。こ

のブレンディッドラーニングへの移行に関連した

取組みが基盤となり、2020年度のオンライン授

業の支援体制の整備につながっています。

本稿では、情報化システムの整備と、オンライ

ン授業の実施に向けた支援について、これまでの

取組みをまとめました。また、実際の授業設計の

事例を踏まえ、実験や実習、グループワークの授

業をオンライン化する方法についての事例を掲載

しました。

２．情報化システムの整備

（１）LMS（Learning Management System）の

整備

本学では、2007年度より独自開発したLMS

「Course N@vi」を用いて授業支援を行ってきま

１．はじめに

2020年度は、コロナ禍の影響により、対面授

業からオンライン授業への移行が加速する年とな

りました。オンライン授業と従来の対面授業は、

相互に代替できるだけではなく、補完し合う異な

る教授法でもあり、双方をうまく組み合わせるこ

とによってより効果的な教授法になり得ます。

Waseda Vision 150[1]に示されている通り、本学

では数年前からオンライン授業と対面授業を組み

合わせたブレンディッドラーニングへの移行を推

進しています[2]。2018年度の集計によれば、本学全

体で、オンデマンド授業として提供されている科

目は1,511科目、そのうち、ブレンディッドラー

ニングとして提供された科目数は851科目でし

た。また、オンデマンド授業を受講した学生の総延

人数は82,544名、そのうちブレンディッドラー

早稲田大学のオンライン授業の取組みと課題

早稲田大学
人間科学学術院教授 森田　裕介

向後
���

千春
���早稲田大学

人間科学学術院教授
(左から森田、向後）

方法

(A) 

講義資料・課題提

示による授業

(B)

収録コンテンツの

オンデマンド配信

による授業

(C)

リアルタイム配信

による授業

概要

資料配布(PDFフ

ァイル等)と質問

受付による方法

収録済動画を配信

する方法（複数の

収録方法がある）

パソコンやスマホ

を用いて講義をリ

アルタイムで配信

する方法

利点

既にこれまで利用してきた方法で

あり、取組みやすい。

期間内で好きな時間に視聴でき

る。再生速度や繰り返し視聴によ

り、理解度に応じた学習が可能。

教員側の準備が最小となる（教場

授業をオンラインで配信するの

み）。学生からの質疑応答、グル

ープディスカッション、小テスト、

クリッカーなどを用い、双方向の

講義とすることができる。

欠点

十分な資料が提示されないと、学生側

の理解度が上がらない可能性がある。

動画視聴中に質問ができない。教員側

の収録の負担が大きい。

教員、履修者双方のPC・ネットワー

ク環境に依存するトラブルの可能性が

（他の方法に比べ）高い。

学生が日本以外にいる場合、日本時間

に合わせた講義視聴となる。

表１　オンライン授業の３種類の方法
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電子資料に直接アクセスすることはできません。

アクセスするためには、ある種の仲介サービスが

必要になります。この仲介サービスが「学外アク

セス」です。本学の学生であれば、このサービス

を利用することで、学外での学習や研究の際に、

大学契約の様々な電子資料にアクセスすることが

できます（ただし、契約により学外接続が認めら

れていないデータベースについては「学外アクセ

ス」の方法を利用してもアクセスすることはでき

ません）。このサービスは、2004年度に整備され

ましたが、その方式はVPNベースのものから、よ

り細かい制御が可能なリバースプロキシベースの

ものへと変わってきており、現在は、EZproxyと

いう製品を使っています。現在、登録されている

アクセス可能な電子資料のサイト数は約300で

す。昨年度の学生の利用者数は約21,000人であ

り、４割程度の学生に利用されていることになり

ます。

（３）収録スタジオなどの設備

収録施設として早稲田、西早稲田、所沢キャン

パス内の計５箇所にスタジオ施設があり、スタジ

オスタッフのサポートが得られます（図１）。ま

た、早稲田、西早稲田キャンパスには簡易収録ブ

ースがあり、収録の開始、終了、コンテンツのア

ップロードにおいて、スタジオスタッフのPC操

作のサポートが得られます。さらに、早稲田、戸

山キャンパスには計71教室に自動収録システム

が設置してあり、通常の講義と同じような形態で

授業収録が可能となっています。収録した動画コ

ンテンツはスタジオスタッフがオンライン上にア

ップロードし、教員は手軽にコンテンツを入手で

きます。

それぞれ施設数に限りがあるものの、各種サポ

ートが受けられることで教員は収録に専念できる

ことが特徴です。

したが、スマートホンや多言語化への対応強化の

ため、世界標準のオープンソースプラットフォー

ムであるMoodleをベースにした「Waseda

Moodle[3]」に移行する準備を進めてきました。

2020年度は両方のシステムを並行稼働する計画

としています。

前ページ表１は、本学が推奨している３種類の

オンライン授業の方法とその概要、利点、欠点を

まとめたものです。これは後述する「Teach

Anywhere」Webサイト[4]にも掲載し、教員がオン

ライン授業を行う上での判断材料にできるように

しています。2020年４月初旬は、「（A）講義資

料・課題提示による授業」「（B）収録コンテンツ

のオンデマンド配信による授業」の２種類による

オンライン授業の実施を想定していました。（B）

については、後述するスタジオや教室での収録に

加え、教員自身のPCで収録するソフトウェアも

複数用意しており、それらをまとめたコンテンツ

制作 /管理プラットフォームである「Contents

Creation Studio（CCS）[5]」を提供しています。ま

た、動画配信部分は、CCS以外にもWaseda

Moodleと連携する形でMillvi[6]も提供することで、

動画配信は２系統になっています。

今回の新型コロナウイルス感染症による全学的

なオンライン授業への移行に対応するため、急遽

「（C）リアルタイム配信による授業」も全学的に

利用可能とする基盤整備を行いました。具体的に

はMoodleとの連携が容易な Blackboard社の

「Collaborate」を中心に、Web会議等で一般的にも

広く使われているVideo Communication社製「Zoom」

が利用可能となっています。

（２）学外アクセスの整備

本学で契約しているデータベース・電子ジャー

ナル・電子ブックなどの電子資料は、その多くが

契約により大学のネットワーク環境に接続したコ

ンピュータからのみ利用できるように制限されて

います。具体的には、電子資料にアクセスできる

端末を、そのIPアドレスが大学の契約時に指定し

たIPアドレスの範囲内にあるものに制限している

ものがほとんどです。そのため、学生が自宅や出

張先といった大学の外にある端末から、それらの

特　集

図１　スタジオの様子
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（４）情報集約サイトの構築

本学では新型コロナウイルス感染予防対策のた

め、2020年度春学期授業を原則としてすべてオ

ンラインにて実施することにしましたが、教員な

らびに学生がオンライン授業に向けた準備を進め

るために必要な情報を一元的に提供するため、教

員向けのサイト「Teach Anywhere」と、学生向

けのサイト「Learn Anywhere」を構築しました。

いずれのサイトも当初は学外にもオープンしてい

ましたが、部外秘の情報も含めた情報集約サイト

となっているため、現時点ではIDとパスワードに

よる学内限定公開としています。

３．オンライン授業の実施に向けた支援

（１）CTLTの概要

CTLT（Center for Teaching, Learning and Technology）

は、大学総合研究センターがWaseda Vision 150

における核心戦略３「教育と学修内容の公開」な

らびに核心戦略４「対話型、問題発見・解決型教

育への移行」を推進するため、2020年４月１日

に拠点として開設されたセンターです。大学総合

研究センターは、高等教育研究部門と教育方法研

究開発部門を有するセンターとして2014年２月

に設立されましたが、サービスを展開するための

具体的な拠点を有していませんでした。このよう

な背景の中、大学総合研究センターの２部門の研

究知見を具現化するとともに、テクノロジー活用

の支援を行っているポータルオフィスの一部の機

能を統合し、CTLTとして新たに拠点を設立する

運びとなりました。

CTLTの主な業務は、授業コンサルテーション、

アクティブラーニング支援、授業に関する各種分

析支援、TA（Teaching Assistant）などの授業支

援者の育成、教材開発支援を行うことです。通常

のサービスは、EduカウンターとTechカウンター

で分業する体制となっており、授業設計

（Instructional Design）や授業方法に関する支援は

Eduカウンター、LMSの設定や授業実施に関わる

テクノロジーの活用支援はTechカウンターが担

っています。

オンライン授業の支援は、CTLTのEduカウン

ターとTechカウンターが協働で担う業務であり、

双方の支援を融合したサービスとして提供されて

います。特筆すべきは、オンライン授業の支援と

して、旧遠隔教育センター[7]から引き継いで「オ

ンデマンド授業実施ガイド」を学内に提供してい

る点です。「オンデマンド授業実施ガイド」は、

2003年度に設立された人間科学部通信教育課程

（ｅスクール）や、学内のオンデマンド授業の知

見を54ページに集約した手引書となっています。

2020年度は、「オンデマンド授業実施ガイド」を

改訂し、新しいLMSへの対応を行うとともに、講

表２　Teach AnywhereとLearn Anywhereの概要

【教員向け】Teach Anywhere

【主なコンテンツ】
・授業実施方式別マニュアル
・サポート内容の紹介
・Good Practice/Tipsの紹介
・FAQ
・各種システムの利用案内
・参考情報（著作権関連情報/他大学事例等）

※チャットボット実装済

【学生向け】Learn Anywhere

【主なコンテンツ】
・オンライン授業受講に際しての心構え
・授業受講準備に向けた注意事項
・各種システムの利用案内
・FAQ

※チャットボット実装済
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義資料・課題提示による授業や、リアルタイム配

信による授業に関する事項を追記し、今回のオン

ライン授業化に向けたガイドラインへとアップデ

ートする予定です。

（２）オンライン授業実施のためのセミナー

2020年度春学期の全面的なオンライン授業移

行を受けて、これまでオンライン授業に馴染みの

ない教員（専任教員、任期付教員、非常勤講師、

インストラクター）を対象に、リアルタイム配信

CTLTセミナー「オンライン授業の第一歩」を開

催しました。セミナーでは、各教員にオンライン

授業の形態と特徴を理解していただけるよう、講

義資料・課題提示による授業（LMS活用）、オン

デマンド配信、リアルタイム配信などの授業形態

に合わせた授業方法を解説しました。また、各自

のICTスキルに合った適切な授業方法を選択し、

オンライン授業を自身で準備できるよう、実例を

示しました。

特　集

表３　CTLTセミナーの参加人数と質問数

間で４つの内容を２回繰り返しました。セミナー

への総申込数は3,310名、延参加者数は2,827名。

また、セミナー時の総質問数は635件でした。

CTLTセミナーは、初日の午前中の開催に、ア

クセスするためのURLが届かない等のトラブルに

見舞われました。半数以上の申込者が参加できな

い事態となった上に、セミナー中の質問に回答す

る体制が整っていなかったため、運用上の混乱が

生じました。そこで２日目からは、アクセスURL

の連絡方法を改善する対応を行うとともに、セミ

ナー中の質問・回答をQ&A機能を使ってテキス

トで質問を受け付け、参加者同士でもお互いに回

答していく方法を導入しました。加えて、セミナ

ー開催期間中に受けた質問を整理し、多くの教員

に共通している質問をTeach Anywhereに集約し

て回答しました。

４．オンライン授業設計の事例

実験や実習の授業をオンライン化するのは、レ

クチャー中心の授業よりも難しくなりますけれど

も、チャレンジしがいのあるものとなるでしょう。

以下、実験・実習の授業、グループワークのある

授業、ゼミ形式の授業について、そのオンライン

化についてみていきます。

（１）同期型と非同期型の授業を分けることが原則

授業設計の原則は、同期型の授業時間と、LMS

による非同期の授業をうまく分けることです。同

期型の授業時間は、Zoomなどのシステムを使っ

て、学生全員が顔合わせをします。一方、非同期

の授業では、LMSによって、ビデオ、課題、掲示

板が提供されます。学生はそこに自分の自由な時

間にアクセスして学習を進めることになります。

全部を同期型授業でやろうと思うと、うまくい

かないでしょう。それは、パソコンのスクリーン

に向かうための集中力が切れてしまうからです。

オンライン授業では対面授業以上の注意力が必要

ですので、長時間やるのは無謀です。ひとつのセ

ッションは、できれば60分以内、長くても90分

以内で収めるのがいいでしょう。

同期型授業を60分に収めるためには、そのた

めの事前学習と事後学習を設定します。ここで非

テーマ 申込 参加 質問

(1)講義の方法 644 301 -

(2)課題・評価 610 581 287
の方法

(3)演習の方法 557 476 102

(4)よろず相談 443 350 92

(1)講義の方法 278 470 52

(2)課題・評価 283 228 20
の方法

(3)演習の方法 259 226 37

(4)よろず相談 236 195 45

計（延人数・件） 3,310 2,827 635

回

４

１

２

３

表３に、実施したリアルタイム配信CTLTセミ

ナーの概要を示します。セミナーは、2020年４

月13日から16日にかけて、各日の午前と午後に、

リアルタイム配信アプリケーション「Zoom」を

用い、教務部、情報企画部、ポータルオフィスの

スタッフの協力を得て、Webinar形式で開催しま

した。各回のタイトルは、（１）講義の方法、（２）

課題・評価の方法、（３）演習の方法、（４）よろ

ず相談とし、各１時間〜１時間30分程度、４日
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同期型の授業を設定して、個別学習をしてもらう

のです。

事前学習では、レクチャーとデモンストレーシ

ョンのビデオを視聴してもらうようにします。ま

たそれに関連したクイズやショートレポートを出

しておきます。これはレクチャービデオをきちん

と視聴してもらうために必要です。

事後学習では、同期型授業をした後で、テスト

を行ったり、授業の内容に関するレポートを書い

てもらいます。また掲示板を使って、教員の出し

たトピックや問いかけについての議論をしてもら

うのもいいでしょう。

以上、まとめると、授業全体のデザインとして

は、事前学習（LMS）→同期型学習（Zoomなど）

→事後学習（LMS）というパターンになります。

（２）実験・実習の授業のオンライン化

実験や実習の授業のためには、できれば事前に

デモンストレーションのビデオを作って配信して

おくのがいいでしょう。同期型でデモンストレー

ションするのはうまくいかなかったり手間取った

りするリスクがあるからです。デモンストレーシ

ョンのビデオでは、できるだけ解説を短くするの

がポイントです。YouTubeで例えばテニスのビデ

オを見ると、レクチャーを聞くよりも、実際に打

っている場面を見る方が効果的です。ですので、

できるだけ説明を短くして、具体的な動きを中心

に収録します。

デモンストレーションを収録する場合、固定カ

メラでは収録が効果的にできないことが考えられ

ますので、ビデオ収録する人を助手として雇う必

要が出てきます。ただし、プログラミングの実習

のようにスクリーン上でデモンストレーションが

完結する場合はこの限りではありません。

集合しての実験や実習はできませんので、デモ

ンストレーションを見た後で、各自が自分の場所

で実験や実習をすることになります。本物の実験

材料や機材が手元にない場合は、シミュレーショ

ンという形で行うことになります。オンライン上

で実験できるものがあれば（心理学実験のような）

それを使うことになります。それをやった証拠と

してレポートなどを書いてもらうことになりま

す。

（３）グループワークのある授業のオンライン化

グループワークが必要な場合は、Zoomではブ

レイクアウトルーム（Collaborateではブレークア

ウトグループ）という機能を使います。これは参

加者全員を少人数のグループに分割するもので

す。グループ内の参加者と議論やワークを行った

あとで、ホストの教員は全体のミーティングに戻

すことができます。これを繰り返してグループワ

ークを行うといいでしょう。

ブレイクアウトする前に、タスクを明確に教示

しておくことが大切です。最終的に何をアウトプ

ットするのか、グループ内の役割分担、時間制限

などを明確に伝えます。グループワークが終わっ

たら必ずプレゼンテーションをしてもらいます。

全部のグループにプレゼンしてもらう時間がない

場合は、ランダムに指名して発表してもらいます。

その場合でも、全員にショートレポートを課すな

どのタスクを与えます。こうすることでグループ

ワークに真剣に取組んでもらえます。

（４）ゼミ形式の授業のオンライン化

ゼミ形式の授業もまた事前学習をしてもらうこ

とで、同期型のオンラインの時間を圧縮すること

ができます。そこでは基本的に個別指導を行い、

それを他のゼミ生が聞いているという形になりま

す。もちろん聞いているゼミ生も議論に参加する

ことができます。しかし基本形は個別指導という

ことがオンラインでは明確化されることになるで

しょう。

５．おわりに

CTLTが進めてきた学部や大学院での説明会な

らびに先に述べたCTLTセミナーを踏まえ、オン

ライン授業を推進する上での課題が明らかになり

ました。以下に、本学の事例における課題と解決

方法を述べます。

第１の課題は、教員のICT活用に関する知識や

スキル、情報リテラシー、情報機器の整備状況の

格差が大きいことです。教員の質問の多くは、

2020年４月から新規に導入したLMS（Waseda
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Moodle）の操作方法に関するものでした。Teach

Anywhereに解説を掲載することによって解決を

行ってきましたが、それでも「解説を読んでもわ

からない」、「もっと基本的なことがわからない」

という質問が寄せられました。また、コンピュー

タ等の機器を有していない教員や、印刷物の配布

と板書で授業を実施している教員が少なからずい

ることが明らかになりました。一方で、内容が初

歩的すぎるという指摘もありました。今後は、教

員のICT活用に関する知識やスキルの格差を是正

するFD（ファカルティデベロップメント）を実

施する予定です。

第２の課題は、教員の授業の多様性への対応で

す。今回のセミナーでは、資料を提示して説明を

する大人数の講義型授業と少人数のゼミ型授業を

中心に、本学の典型的な授業を想定して実施しま

した。しかしながら、語学系科目や実技系科目

（実験・実習を含む）などの特定の科目のオンラ

イン授業化に関する質問が少なくありませんでし

た。本学は、専任教員約2,000名、非常勤講師等

が約4,000名在籍しており、授業の内容に合わせ

たセミナーは、各学部や学科、コース単位で実施

するほうが効果的である場合もあります。今後は、

各箇所の代表者を集めたリーダー研修なども視野

に入れていく予定です。

第３の課題は、著作権に関する指針についてで

す。先に述べたCTLTセミナーでは、改正著作権

法第35条の運用に関する質問も多数寄せられま

した。ご承知のように、2018年１月に改正され

た著作権法は、オンライン授業の実施に関わる重

要なもので、2020年４月28日から施行されてい

ます。CTLTセミナー開催時点では、「改正著作

権法第35条運用指針（令和２（2020）年度版）」

は公開されておりませんでしたので、質問に対し

て明確な回答ができませんでした。この課題につ

いては、学内の著作権法の専門家の支援を経て、

2020年４月21日に「オンライン授業実施におけ

る著作物の取り扱いについて」と題し、2020年

度の限定として本学の指針を示すこととなりまし

た。なお、2021年度以降の指針については、一

般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会

（SARTRAS）が示す補償金の金額や、支払いに伴

うライセンスなどが明確になってから、改訂をし

ていく予定です。

以上、本稿では、本学におけるオンライン授業

への移行について、情報システムの整備と授業支

援について述べるとともに、その課題を考察しま

した。冒頭で述べた通り、オンライン授業と従来

の対面授業は、比較するものではなく、相互に補

完し合う異なる教授法でもあります。オンライン

授業への移行に伴う様々な取組みは、従来型の授

業よりも効果が高いブレンディッドラーニング

（反転授業を含む）のノウハウとして、教材とし

て、教員や職員の経験値として蓄積されていきま

す。また、AI自動字幕や翻訳の多言語対応などの

技術を融合することによって、次世代型の学びへ

の進化が期待できます。

一方で、オンライン授業の普及により、日本国

内のネットワークトラフィックが増大していま

す。国立情報学研究所からは、「データダイエッ

トへの協力のお願い」と題し、データの通信量を

できるだけ減らすよう呼びかけがなされました[8]。

また、多くの大学でLMS等への接続障害も発生し

ました。これから普及が進んでいく第５世代移動

通信システム（5G）やキャンパスネットワーク

のWi-Fi6への進化を踏まえますと、日本の教育

情報基盤の強化は喫緊の課題であると言えます。

ポストコロナの政策課題の一つとして提言がなさ

れることを期待しています。
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私情協ニュース

公益社団法人 私立大学情報教育協会

2 0 2 0 年 度 事 業 計 画 書

※ICT（Information and Communication Technology）：情報通信技術

②　分野横断フォーラム型授業の試行研究
学部・大学を越えてネット上で多分野の知識を組み合わせることにより、新しい知の創造を訓練する授

業モデルの可能性を研究するため、以下により小委員会を継続設置して対応する。
一つは、「医療系フォーラム型実験小委員会｣において、 医学・歯学・薬学・看護学・リハビリテーショ

ン学・栄養学・社会福祉学分野の高学年を対象に、健康長寿社会の実現に向けた実際的な解決策を提案・
評価する「多職種連携型PBL授業」の2021年度試行に向けた授業デザイン、授業環境、授業運営等の詳細
計画を研究する。

二つは、｢法政策等フォーラム型実験小委員会」において、SDGsなどの答えの定まらない社会課題につ
いて分野を横断して解決策を議論・提案・発表する訓練として、ネット上で複数大学のゼミナールと多分
野の有識者を交えた「法政策等フォーラム型授業」を試験的に行い、有効性を研究する。

【公益目的事業】
［公益１］私立大学における情報通信技術活用による教育改善の調査及び研究、公表・促進
（１）情報通信技術による教育改善の研究（継続）

【事業組織】 学系別FD/ICT活用研究委員会
分野別サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会

教育の質向上を図るため、問題発見・課題解決能力を高めるアクティブ・ラーニング（AL）の研究を以下に
より行う。

①　対話集会による問題発見・課題解決型教育等（PBL）*の研究
*PBL（Problem-based learning、Project- based learning）

地域社会が抱える問題や国連の持続可能な開発目標（SDGs）から課題を見出し、チームで協働する中で
最善の解決策を考え出すことを通じて、思考力・判断力・価値創造力などを訓練するICTを活用したPBL授
業マネジメントの進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作りと運営、PBL授業で身に付ける思考力等
の点検・評価・助言モデル構想について、討論を通じて理解の促進を図るため、以下の通り３つの分野連
携グループの対話集会を実施する。

対
話
集
会

分野連携のグループ（G） 主な研究テーマ

・　ICTを活用したPBL授業のマネジメ

ント

・　ICTによる学びのプラットフォー

ム作りと運営

・　ビデオ試問による思考力等の点検・

評価・助言モデル

栄養学・薬学・医学・歯学・看護学・リハビリテーショ

ン学（G）

社会福祉学・社会学・教育学・統計学・情報教育・体育

学・英語教育・法律学・政治学・国際関係学・コミュニ

ケーション関係学（G）

経営学・経済学・会計学・心理学・数学・機械工学・経

営工学・建築学・電気通信工学・物理学・土木工学・化

学・生物学・被服・美術デザイン学（G）
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③　思考力等の外部点検・評価・助言モデル構想の研究
論理的・批判的思考力、科学的考察力、問題発見・課題解決力、価値創造力、論旨明快な表現力の達成

度を外部者が点検・評価し、その結果を学生にフィードバックして助言を行い、卒業までに学びの振り返
りを通して身に付けられるよう訓練する仕組みとして、クラウド上でビデオ試問するモデル構想を研究す
るため、「外部評価モデル小委員会」を継続設置して研究する。

［公益２］私立大学における情報教育の改善充実に関する調査及び研究、公表・促進（継続）
【事業組織】 情報教育研究委員会

情報リテラシー･情報倫理分科会
分野別情報教育分科会
情報専門教育分科会
データサイエンス教育分科会

情報教育の改善充実に向けて、｢情報活用能力の教育｣､｢情報専門教育｣、「データサイエンス教育支援」の研究
と理解の促進を行う｡

①　社会で求められる情報活用能力育成の研究と理解の促進
AI時代に求められるデータの活用力を中心に修正したガイドラインモデル教育*について理解が進んでい

ないことから、初年次教育における反転授業の進め方、専門教育と連携した授業の進め方について理解の
共有を促進するため、ネット上にプラットフォームを構築して「情報活用教育コンソーシアム」を形成す
る。具体的には、反転授業を導入したビデオ授業ガイド（データサイエンス・AI活用教育含む）の作成、
ビデオ教材の例示、専門科目と連携した情報活用教育のビデオ運営ガイドの作成を通じて、モデル授業の
実施に向け情報提供及び意見交流を積極化する。以上の活動状況に対する中間報告を本年９月に実施する

「私情協 教育イノベーション大会」に紹介し、モデル教育の導入促進を働きかける。
*「問題発見・解決を思考する枠組みの理解・実践」、「情報社会の有効性と問題点を認識し、主体的に判断・行動するための知識・態
度」、「ICTの仕組みを理解し、モデル化とシミュレーション等を通じて分析・予測するための知識・技能」の教育。

②　大学と社会が接続した教育のオープンイノベーションの研究
SDGsなど答えが定まらない課題を解決していくには、情報や知識を多面的に組み合わせる中で、新しい

価値の創造に関与できる構想力・問題解決力・実践力の育成が不可欠であるが、理論と実践をマッチング
した学修体験の実現には大学の教育資源に限界がある。地域社会、企業の人的・物的資源を活用したイノ
ベーション人材の育成が不可避であることに鑑み、「問題発見・課題解決型PBL教育」、「長期インターンシ
ップ」、「リカレント教育」について、「大社接続」による課題解決の方向性、クラウドによる教育支援プラ
ットフォームの可能性、連携・接続を実現するための協力内容を研究し、令和３年３月に実施する｢産学連
携人材ニーズ交流会｣に提示して、方向性を確認する｡　

③　データサイエンス・AI教育を支援する研究
データを駆使して問題発見・課題解決につなげられる「楽しさ」に気づかせる教育の取組み状況などを

紹介するハブ機能として、「大学における数理・データサイエンス・AI教育支援プラットフォーム」を更
新・充実する。とりわけ、全大学生を対象とした「初級水準のAI教育モデル」の紹介、教員向け授業の進
め方の研修、オンライン講座への取組み、政府が認定した教育プログラムの取組み事例、私立大学データ
サイエンス・AI活用教育の取組みなどを中心に最新情報の共有化を促進するため、「データサイエンス教育
分科会」を継続設置して対応する。

［公益３］私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、公表・推進
（１）情報環境整備に関する調査及び推進（継続）

【事業組織】情報環境整備促進委員会
教育の質的転換を実現する情報関係の基盤環境を整備するため、私立大学全体の整備計画のニーズを調査し、

国による財政援助の要望をとりまとめ、私立大学団体連合会に協力を要請するとともに、文部科学省に補助事
業積極化の推進を働きかける。

私情協ニュース
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［公益４］大学連携、産学連携による教育支援等の振興及び推進
（１）電子著作物相互利用の推進（継続）

【事業組織】電子著作物相互利用事業委員会
大学又は教員が作成した教育コンテンツの相互利用を推進・普及するため、本協会が運営する電子著作物相

互利用システムへの参加呼びかけを強化する。また、教育の情報化の推進に関する著作権法の改正に伴い、補
償金の料金体系と額の決定、指定管理団体による補償金の徴収・分配の仕組みなどについて注視し、必要に応
じて文化庁、関係機関に説明を要請するとともに、意見を発信する。

（２）産学連携による教育支援の振興及び推進（継続）
【事業組織】産学連携推進プロジェクト委員会

産学連携による教育支援として、以下の３事業を実施する｡
①　産学連携人材ニーズ交流会

イノベーション人材の育成を目指して、大学と産業界・地域社会を組み入れた「大社接続」の仕組みや
協力内容の方向性について、情報専門教育分科会から報告を受けるとともに、AIを活用して社会の仕組み
の変革に取組む企業から大学教育に対する人材育成の要望・意見を聞き出し、社会の知的資源を大学教育
に活用するオープンイノベーションの戦略について理解の共有をすすめる。

②　大学教員の企業現場研修
教員の教育力向上を支援するため、賛助会員の協力を得て情報産業における事業戦略の動向、社員教育

の体制、若手社員を交えた大学教育に対する要望などについて意見交換し、授業を振り返る気づきの機会
を提供する。

③　学生による社会スタディ
学生がIoT、ビッグデータ、AI、ロボットなどによるデジタルトランスフォーメーションに興味・関心を

抱き、イノベーションに関与する姿勢を醸成できるよう支援するため、国立・公立・私立の大学１・２年
生を対象に社会の有識者及び大学の学識者との意見交流、学生同士による対話を通じて、早い段階からイ
ノベーションに向けて主体的な学修行動につなげられるよう気づきを支援する。

産学連携人材ニーズ交流会

大学教員の企業現場研修

社会スタディ

（1・2年生対象）

大学と産業界でAI活用によるイノベーション人材育成を探求

企業の現場理解を通じて授業を振り返る気づきを支援

デジタルトランスフォーメーションの変化を認識させ、イ
ノベーションに向けた学びの気づきを支援

［公益５］大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰（継続）
（１）情報通信技術を活用した優れた授業研究の評価と表彰

【事業組織】ICT利用教育改善発表会運営委員会
教育改善のためにICTを利活用するFD（ファカルティ・ディベロップメント）活動の振興普及を促進・奨励

し、優れた授業研究の選考・表彰を通じて大学教育の質向上を図るため、文部科学省の後援を受けて、国立・
公立・私立の大学・短期大学の教員を対象に、｢ICT利用による教育改善研究発表会」を実施する。
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（２）教育改革のための情報通信技術活用に伴う知識と戦略的活用の普及
(2)-1　私情協 教育イノベーション大会（継続）

【事業組織】教育イノベーション大会運営委員会
「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」を踏まえた教育改革の実現に向けて、分野横断型

教育プログラムによる思考力、価値創造力等の教育改善の可能性、「大社接続」による教育のオープンイノベ
ーションの課題、文部科学省・大学・企業のコンソーシアムによる「初級水準AI教育モデル」の進め方、教
育改善ツールとして不可欠なICT活用スキルの紹介、文部科学省「全国学生調査」による教育満足度等の試行
結果などについて認識を共有する。また、併せてICT利活用による授業改善の研究や学修成果の可視化など実
践事例の発表、賛助会員等と大学が連携したICTの教育・学修環境導入事例の紹介を行うため、文部科学省の
後援を受けて国立・公立・私立の大学・短期大学を対象に「私情協 教育イノベーション大会」を実施する。

(2)-2　短期大学教育改革ICT戦略会議（継続）
【事業組織】短期大学会議教育改革ICT運営委員会

短期大学生の社会人基礎力の強化、短期大学のプレゼンス向上を促進する事業として、複数の短期大学と
自治体等が協働する地域貢献支援活動のコンソーシアムをネット上に形成し、教育を通じた「高齢者との交
流促進・課題解決策の支援事業」、「地域価値発見の支援事業」、「地域課題取組み情報共有の支援事業」のモ
デルを策定するため、私立の参加短期大学間で試行し、支援事業のニーズや課題、教育効果を点検する「短
期大学教育改革ICT戦略会議」を実施する。

（３）教員及び職員の情報通信技術活用能力の研修
(3)-1　FDのための情報技術研究講習会（継続）

【事業組織】FD情報技術講習会運営委員会
私立大学教員のICT教育技術力の向上を支援するため、大学・短期大学を対象に「FDのための情報技術研

究講習会」を学外FDとして実施する。分野に共通して必要となるICTの活用方法及び教育改善手法の習得、
ICT活用の著作権に対する知識・理解の促進を目的として、教員と学生、学生同士の対話を支援するツール、
モバイルによる動画・音声教材の制作、アクティブ・ラーニングのICT活用などについて、ワークショップ形
式による「FDのための情報技術研究講習会」を実施する｡

(3)-2　大学職員情報化研究講習会（継続）
【事業組織】大学職員情報化研究講習会運営委員会

私立大学職員のICT活用能力の開発・強化を支援するため、大学・短期大学を対象に「大学職員情報化研究
講習会」を７月頃に基礎講習コース、12月頃にICT活用コースを実施する。教育の質的転換を目指した企画・
提案及び学修成果を可視化するICTの活用、IRシステムの整備と活用、全学的教学マネジメントの確立に向け
た指針の実施に必要なICT戦略、業務改革に求められるICT活用などについて、知識・理解の獲得と実践的な
考察力の促進を支援する｡

（４）情報セキュリティの危機管理能力のセミナー（継続）
【事業組織】情報セキュリティ研究講習会運営委員会

情報セキュリティ対策問題研究小委員会
学校法人及び大学の教育研究資産、金融資産、マイナンバー等の情報資産へのサイバー攻撃を防御するため、

役員、情報担当部門の責任者、関係教職員を対象に「大学情報セキュリティ研究講習会」を実施する。
防御意識に基づく行動が組織的に展開されるよう執行部への提案作り、本協会のベンチマークによるベスト

プラクティスに基づく具体的な取組みの提案づくり、重要な情報資産の洗い出し、サイバー攻撃被害を想定し
た検知・調査・分析・事後対応などの演習を行う。なお、情報セキュリティ対策問題研究小委員会では、政府
や関連機関と連携して情報セキュリティの関連情報を整理し、大学が抱える問題に活用できるよう、プラット
フォームを構築して情報発信を行う。

私情協ニュース



［公益６］この法人の事業に対する理解の普及（継続）
【事業組織】事業普及委員会、翻訳分科会

公益目的事業について理解と協力を得ることを目的に､全国の大学及び関係機関に向けて機関誌「大学教育と
情報」の発行とインターネットによる情報発信を行う。また、全国の大学関係者に理解の普及を拡大するため､
九州、関西・中四国、東海、東北、北海道の５地域で事業活動報告交流会を実施する。

【その他の事業（相互扶助等事業）】
［他１］高度情報化の推進･支援
（１）情報化投資額の点検･評価の推進（継続）

【事業組織】支援室
本協会加盟の大学、短期大学の情報化投資額の実態を調査し、大学の規模・種別ごとに比較可能な投資額情

報を加盟校ごとに提供し、費用対効果の点検を支援する。

（２）情報通信技術活用に伴う相談･助言（継続）
【事業組織】支援室

教育の質的転換に求められるICTの活用、ICT活用による教育・学修支援の在り方、財政援助の有効活用、情
報環境の構築等について、加盟校の要請に基づき個別にキメの細かい相談・助言を支援する。

（３）大学、企業、地域社会との連携を推進する拠点校、関係機関への支援（継続）
【事業組織】支援室

アクティブ･ラーニング・ｅラーニング・IR等を支援する拠点校、クラウドの活用等について支援する国立情
報学研究所と必要に応じて連携し､事業の推進を支援するとともに、日本オープンオンライン教育推進協議会

（JMOOC）に役員として参画し、組織の維持・発展を支援する｡

（４）報道機関コンテンツの教育利用問題への対応（継続）
NHKの映像コンテンツを教育に再利用する仕組みの実現について、著作権法改正に基づく具体的な施行が未

定のため折衝は控えることにしている。

［他２］経営管理者等に対する教育政策の理解の普及
（１）教育改革FD/ICT理事長･学長等会議（休止）

加盟校の理事長、学長、学部長等のガバナンス関係者を対象に、大学教育の質向上に向けた教育研究体制の
戦略、教学マネジメント強化対策等について認識を深めるため、「教育改革FD/ICT理事長･学長等会議」を毎年
８月上旬に実施しているが、本年度はオリンピックの実施期間と重なるため事業を休止する。

（２）　教育改革事務部門管理者会議（継続）
加盟校の事務局長､部課長等を対象に、AI活用教育人材の育成に向けた教育モデルの進め方、全学的教学マネ

ジメント確立に向けた文部科学省ガイドラインの留意点、文部科学省「全国学生調査」の試行結果と今後の計
画、IRを推進するための戦略、ポートフォリオによる学修成果の可視化対策、情報セキュリティ対策に関する
課題認識を共有するため､｢教育改革事務部門管理者会議｣を実施する。

［他３］研究会等のビデオ･オンデマンド配信（継続）
【事業組織】事業普及委員会

本協会で発表･講演された映像コンテンツを教職員の職能開発の研究資料として活用できるように、デジタル
アーカイブ化し､希望する加盟校及び賛助会員に有料で配信する｡
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各種委員会

学系別教育FD/ICT活用研究委員会

サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会

担当理事・総括委員長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授

英語教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
田中　宏明 京都先端科学大学 経済経営学部特任教授
委　員
松村　豊子 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部特任教授
吉田　研作 上 智 大 学 言語教育センター長
原田　康也 早 稲 田 大 学 法学学術院教授
山本　英一 関 西 大 学 国際部教授、国際教育センター長
アドバイザー
五十嵐義行 東 京 国 際 大 学 国際関係学部准教授

心理学教育FD/ICT活用研究委員会 

委員長
木村　　裕 早 稲 田 大 学 名誉教授
委　員
松田　英子 東 洋 大 学 社会学部教授
片受　　靖 立 正 大 学 心理学部准教授
木村　　敦 日 本 大 学 危機管理学部准教授

法律学教育FD/ICT活用研究委員会 

委員長
加賀山　茂 名 古 屋 大 学 名誉教授
委　員
吉野　　一 明 治 学 院 大 学 名誉教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授
髙嶌　英弘 京 都 産 業 大 学 法学部教授
村田　治彦 宮崎産業経営大学 法学部准教授
アドバイザー
笠原　毅彦 桐 蔭 横 浜 大 学 大学院法学研究科教授

経済学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
児島　完二 名古屋学院大学 経済学部教授
委　員
碓井　健寛 創 価 大 学 経済学部教授
渡邉　隆俊 愛 知 学 院 大 学 経済学部教授

2

公益社団法人私立大学情報教育協会

役員・各種委員会委員

役　　員

会　長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授

副会長
安西祐一郎 独立行政法人日本学術振興会 顧問、学術情報分析センター所長

常務理事
小宮　一仁 千 葉 工 業 大 学 学長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
笠原　博徳 早 稲 田 大 学 副総長
河合　儀昌 金 沢 工 業 大 学 常任理事
柴田　　一 関 西 大 学 インフォメーションテクノロジーセンター所長

理　事
杉浦　茂樹 東 北 学 院 大 学 情報処理センター長
宋　　少秋 青 山 学 院 大 学 情報メディアセンター所長
山本　政人 学 習 院 大 学 副学長
中村　　修 慶 應 義 塾 大 学 インフォメーションテクノロジーセンター所長
馬場　健一 工 学 院 大 学 情報科学研究教育センター所長
長嶋　利夫 上 智 大 学 情報システム室長
平野　廣和 中 央 大 学 副学長、情報環境整備センター所長
中嶋　卓雄 東 海 大 学 情報教育センター所長
兵庫　　明 東 京 理 科 大 学 理事
木村　忠正 立 教 大 学 メディアセンター長
廣安　知之 同 志 社 大 学 CIO補佐、生命医科学部教授
森岡　真史 立 命 館 大 学 教学部長
白石　克孝 龍 谷 大 学 副学長、総合情報化機構長
井口　信和 近 畿 大 学 総合情報基盤センター長
末次　　正 福 岡 大 学 CIO補佐、CISO補佐、情報基盤センター長

監　事
鈴木　克夫 桜 美 林 大 学 大学院大学アドミニストレーション研究科教授
青木　茂樹 駒 澤 大 学 総合情報センター所長
渡邊　　透 玉 川 大 学 学生支援センター長

私情協ニュース

（令和元年６月７日現在）
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山田　勝裕 京 都 産 業 大 学 経済学部教授
中嶋　航一 帝 塚 山 大 学 経済経営学部教授
山崎　好裕 福 岡 大 学 経済学部教授
アドバイザー
林　　直嗣 法 政 大 学 名誉教授

経営学教育FD/ICT活用研究委員会

委　員
安田　英土 江 戸 川 大 学 社会学部教授
青木　茂樹 駒 沢 大 学 経営学部教授
宮林　正恭 東 京 都 市 大 学 客員教授
雑賀　憲彦 名 城 大 学 都市情報学部教授
伊藤　友章 北 海 学 園 大 学 経営学部教授
奥村　実樹 金 沢 星 稜 大 学 経済学部准教授

会計学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
岸田　賢次 名古屋学院大学 名誉教授　大学院特任教授
委　員
松本　敏史 早 稲 田 大 学 大学院会計研究科教授
阿部　　仁 中 部 大 学 経営情報学部教授
河﨑　照行 甲 南 大 学 名誉教授
金川　一夫 九 州 産 業 大 学 商学部教授
福浦　幾巳 西 南 学 院 大 学 商学部教授
木本　圭一 関 西 学 院 大 学 国際学部教授

社会福祉学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
戸塚　法子 淑 徳 大 学 総合福祉学部教授
委　員
山路　克文 鈴 鹿 大 学 こども教育学部教授
森田　明美 東 洋 大 学 社会学部教授
アドバイザー
天野　マキ 東 洋 大 学 名誉教授

物理学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
寺田　　貢 福 岡 大 学 理学部教授
委　員
穴田　有一 北海道情報大学 経営情報学部教授
満田　節生 東 京 理 科 大 学 理学部教授
徐　　丙鉄 近 畿 大 学 工学部教授

化学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
及川　義道 東 海 大 学 教育開発研究センター次長、理学部教授
副委員長
小林　憲司 千 葉 工 業 大 学 工学部教育センター教授
委　員
幅田　揚一 東 邦 大 学 理学部教授

庄野　　厚 東 京 理 科 大 学 工学部教授
武岡　真司 早 稲 田 大 学 理工学術院教授

機械工学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
副委員長
田辺　　誠 神奈川工科大学 名誉教授
委　員
荻原　慎二 東 京 理 科 大 学 理工学部教授
青木　義男 日 本 大 学 理工学部次長、教授
高野　則之 金 沢 工 業 大 学 工学部長

建築学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
関口　克明 デジタルハリウッド大学 デジタルコミュニケーション学部特任教授
委　員
澤田　英行 芝 浦 工 業 大 学 システム理工学部教授
松岡　　聡 近 畿 大 学 建築学部教授

経営工学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
井上　明也 千 葉 工 業 大 学 社会システム科学部長
委　員
玉木　欽也 青 山 学 院 大 学 経営学部教授
水野　浩孝 東 海 大 学 情報通信学部教授
後藤　正幸 早 稲 田 大 学 理工学術院教授
高野倉雅人 神 奈 川 大 学 工学部准教授

栄養学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
酒井　映子 愛 知 学 院 大 学 心身科学部教授
委　員
市丸　雄平 東 京 家 政 大 学 名誉教授
原島恵美子 神奈川工科大学 応用バイオ科学部准教授
上田龍太郎 日本大学短期大学部 教授　専攻科食物栄養専攻主任
鈴木　良雄 順 天 堂 大 学 大学院スポーツ健康学科准教授
由良　　亮 中京学院大学短期大学部 准教授

被服学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
阿部　栄子 大 妻 女 子 大 学 家政学部教授
委　員
潮田ひとみ 東 京 家 政 大 学 家政学部教授
小原奈津子 昭 和 女 子 大 学 学長
石原　久代 椙山女学園大学 生活科学部　教授
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医学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
高松　　研 東 邦 大 学 学長
委　員
椎橋実智男 埼 玉 医 科 大 学 情報技術支援推進センター長
平形　道人 慶 應 義 塾 大 学 医学部医学教育統轄センター教授
山本　貴嗣 帝 京 大 学 医学部内科学講座教授
大久保由美子 東京女子医科大学 医学部医学科医学教育学講師
藤倉　輝道 日 本 医 科 大 学 医学教育センター副センター長
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元 大学情報センター准教授

歯学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
神原　正樹 大 阪 歯 科 大 学 名誉教授
委　員
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部教授
新井　一仁 日 本 歯 科 大 学 生命歯学部歯科矯正学講座教授
藤井　　彰 日 本 大 学 名誉教授
奥村　泰彦 明 海 大 学 保健医療学部口腔保健学科教授
花田　信弘 鶴 見 大 学 歯学部探索歯学講座教授
辻林　　徹 大 阪 歯 科 大 学 歯学部物理学教室教授
アドバイザー
森實　敏夫 日本医療機能評価機構 客員研究主幹

薬学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
黒澤菜穂子 北海道科学大学 名誉教授
副委員長
齊藤　浩司 北海道医療大学 薬学部特任教授
委　員
石川さと子 慶 應 義 塾 大 学 薬学教育研究センター准教授
西村　哲治 帝 京 平 成 大 学 薬学部薬学科教授
大嶋　耐之 金 城 学 院 大 学 薬学部教授
大津　史子 名 城 大 学 薬学部教授
徳山　尚吾 神 戸 学 院 大 学 薬学部教授
河島　　進 北 陸 大 学 元学長

法政策等フォーラム型実験小委員会

主　査
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授
委　員
髙嶌　英弘 京 都 産 業 大 学 法学部教授
菊池　尚代 青 山 学 院 大 学 地球社会共生学部教授
井上　匡子 神 奈 川 大 学 法学部教授
佐渡友　哲 日 本 大 学 法学部大学院講師
縣　公一郎 早 稲 田 大 学 政治経済学術院教授

医療系分野フォーラム型実験小委員会

主　査
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部教授
委　員
神原　正樹 大 阪 歯 科 大 学 名誉教授
三浦　公嗣 慶 應 義 塾 大 学 医学部教授
原島恵美子 神奈川工科大学 応用バイオ科学部准教授
山元　俊憲 昭 和 大 学 名誉教授
中山　栄純 北 里 大 学 看護学部　准教授
小原眞知子 日本社会事業大学 社会福祉学科教授
二瓶　裕之 北海道医療大学 薬学部教授、情報センター長
廣井　直樹 東 邦 大 学 医学部医学教育センター教授
川島　高峰 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授
アドバイザー
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授

外部評価モデル小委員会

委員長
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部スペシャルニーズ口腔医学講座、歯学教育学部門教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授
佐渡友　哲 日 本 大 学 法学部大学院講師
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会学部教授
酒井　映子 愛 知 学 院 大 学 心身科学部教授
前田　幸男 創 価 大 学 法学部教授

サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会

（委員長は置かず、座長を持ち回り）
（政治学）
川島　高峰 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授
昇　　秀樹 名 城 大 学 都市情報学部教授
清滝　仁志 駒 澤 大 学 法学部教授

（社会学）
土屋　　薫 江 戸 川 大 学 社会学部教授
犬塚潤一郎 実 践 女 子 大 学 生活科学部教授
亀井あかね 東 北 工 業 大 学 ライフデザイン学部講師

（コミュニケーション関係学）
鈴木　利彦 早 稲 田 大 学 商学学術院教授
菊池　尚代 青 山 学 院 大 学 地球社会共生学部教授
岡本真由美 関 西 大 学 商学部准教授

（国際関係学）
林　　　亮 創 価 大 学 文学部教授
佐渡友　哲 日 本 大 学 法学部大学院講師
柏崎　　梢 東 洋 大 学 国際学部助教
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（電気通信工学）
鈴木　徹也 芝 浦 工 業 大 学 システム理工学部教授
小林　清輝 東 海 大 学 工学部教授
高原　健爾 福 岡 工 業 大 学 工学部教授

（土木工学）
栗原　哲彦 東 京 都 市 大 学 工学部准教授
武田　　誠 中 部 大 学 工学部教授
建山　和由 立 命 館 大 学 常務理事、理工学部教授
窪田　　諭 関 西 大 学 環境都市工学部教授

（数学）
井川　信子 流 通 経 済 大 学 法学部教授総合情報センター長
白田由香利 学 習 院 大 学 経済学部教授
平野照比古 神奈川工科大学 名誉教授
山崎　洋一 岡 山 理 科 大 学 理学部講師
西　　　誠 金 沢 工 業 大 学 基礎教育部教授

（生物学）
須田　知樹 立 正 大 学 副学長、地球環境科学部教授
佐野　元昭 金 沢 工 業 大 学 バイオ・化学部教授
西村　靖史 別 府 大 学 メディア教育・研究センタ情報教育・研究部長

（看護学）
中山　栄純 北 里 大 学 看護学部准教授
梶井　文子 東京慈恵会医科大学 医学部看護学科教授
丸山　陽介 帝 京 平 成 大 学 健康医療スポーツ学部准教授

（芸術系美術・デザイン学）
有馬十三郎 東 京 家 政 大 学 家政学部教授
宮田　義郎 中 京 大 学 工学部教授
井澤　幸三 大 手 前 大 学 メディア芸術学部教授
酒井　孝彦 東 京 工 芸 大 学 芸術学部准教授

（統計学）
渡辺美智子 慶 應 義 塾 大 学 大学院健康マネジメント研究科教授
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会学部教授
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授
西川　哲夫 武 蔵 野 大 学 工学部教授

（教育学）
舟生日出男 創 価 大 学 教育学部教授
三尾　忠男 早 稲 田 大 学 教育・総合科学学術院教授
竹熊　真波 筑紫女学園大学 文学部教授

（体育学）
大橋　二郎 大 東 文 化 大 学 スポーツ・健康科学部教授
内山　秀一 東 海 大 学 体育学部教授
來田　享子 中 京 大 学 スポーツ科学部教授
田附　俊一 同 志 社 大 学 スポーツ健康科学部教授

情報教育研究委員会

担当理事
安西祐一郎 独立行政法人日本学術振興会 顧問、学術情報分析センター所長
委員長
斎藤　信男 慶 應 義 塾 大 学 名誉教授
委　員
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部教授、本協会リテラシ分科会主査
牧野　光則 中 央 大 学 理工学部教授
筧　　捷彦 東 京 通 信 大 学 教授
アドバイザー
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授　本協会専門教育分科会主査
児島　完二 名古屋学院大学 教務部長、本協会分野別情報教育分科会主査
久木田　弦 日本マイクロソフト 公共マーケティング・イノベーション室
小野　好之 インターネット協会 IoT推進委員会事務局長
畑口　昌洋 モバイルコンピューティング推進コンソーシアム 幹事長
光井　隆浩 スキルマネージメント協会 幹事長

情報教育研究委員会 情報リテラシー・情報倫理分科会

主　査
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部教授
委　員
高岡　詠子 上 智 大 学 理工学部教授
和田　　悟 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授
金子　勝一 山 梨 学 院 大 学 経営学部教授
中西　通雄 追手門学院大学 経営学部教授
本村　康哲 関 西 大 学 文学部教授
アドバイザー
松田　稔樹 東 京 工 業 大 学 リベラルアーツ研究教育院教授

情報教育研究委員会　分野別情報教育分科会

主　査
児島　完二 名古屋学院大学 教務部長、経済学部教授
委　員
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
阿部　栄子 大 妻 女 子 大 学 家政学部教授
石川さと子 慶 應 義 塾 大 学 薬学部准教授
大久保由美子 東京女子医科大学 医学部教授
アドバイザー
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元大学情報センター准教授

情報教育研究委員会　情報専門教育分科会

主　査
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
須田　宇宙 千 葉 工 業 大 学 情報科学部准教授
藤田　昌克 帝 京 大 学 文学部教授
佐野　典秀 静 岡 産 業 大 学 情報学部教授
アドバイザー
高田　哲雄 文 教 大 学 名誉教授
斎藤　直宏 東京国際工科専門職大学 デジタルエンタテインメント学科長
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情報教育研究委員会　データサイエンス教育分科会

主　査
渡辺美智子 慶 應 義 塾 大 学 大学院健康マネジメント研究科教授
委　員
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
西川　哲夫 武 蔵 野 大 学 工学部教授
後藤　正幸 早 稲 田 大 学 データサイエンス研究所所長、創造理工学部教授

ICT利用教育改善発表会運営委員会

担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
委員長
東村　高良 関 西 大 学 名誉教授
委　員
友永　昌治 立 正 大 学 文学部教授
渡邉　隆俊 愛 知 学 院 大 学 経済学部教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元大学情報センター准教授
田中　宏明 京都先端科学大学 経済経営学部特任教授
服部　隆志 慶 應 義 塾 大 学 環境情報学部教授
山本　　誠 東 京 理 科 大 学 工学部教授
山路　克文 鈴 鹿 大 学 こども教育学部教授

教育イノベーション大会運営委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委　員
望月　雅光 創 価 大 学 教育・学習支援センター長、教授
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授
川村　幸夫 東 京 理 科 大 学 名誉教授
大島　　尚 東 洋 大 学 社会学部長
阿部　直人 明 治 大 学 理工学部機械情報工学科教授
小林　　幹 立 正 大 学 情報環境基盤センター長
山名　早人 早 稲 田 大 学 情報企画部長、理工学術院教授
原田　　章 追手門学院大学 副学長、経営学部教授
岩井　　洋 帝 塚 山 大 学 学長補佐、文学部教授
寺田　　貢 福 岡 大 学 理学部物理科学科教授
アドバイザー
尾崎　敬二 国際基督教大学 元教養学部教授
木村　増夫 上 智 学 院 理事長補佐

短期大学会議教育改革ICT運営委員会

担当理事
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委員長
戸高　敏之 同 志 社 大 学 名誉教授
委　員
早坂　明彦 聖徳大学短期大学部 総合文化学科准教授
三田　　薫 実践女子大学短期大学部 英語コミュニケーション学科教授
西岡　健自 戸板女子短期大学 国際コミュニケーション学科教授

後藤　善友 別府大学短期大学部 初等教育科教授
大重　康雄 志 學 館 大 学 法学部教授

短期大学会議教育改革ICT運営委員会小委員会

主　査
三田　　薫 実践女子大学短期大学部 英語コミュニケーション学科教授
委　員
西岡　健自 戸板女子短期大学 国際コミュニケーション学科教授
後藤　善友 別府大学短期大学部 初等教育科教授
大重　康雄 志 學 館 大 学 法学部教授

FD情報技術講習会運営委員会

担当理事
河合　儀昌 金 沢 工 業 大 学 常任理事
委員長
今井　　賢 立 正 大 学 名誉教授
委　員
渡辺　博芳 帝 京 大 学 ラーニングテクノロジー開発室所長、理工学部教授
及川　義道 東 海 大 学 教育開発研究センター次長、理学部教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授
杤尾　真一 追手門学院大学 経済学部准教授
アドバイザー
家本　　修 大 阪 経 済 大 学 名誉教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元大学情報センター准教授
山本　　恒 園田学園女子大学 名誉教授

電子著作物相互利用事業委員会

担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
委員長
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授
委　員
宮林　正恭 東 京 都 市 大 学 客員教授
稲葉　直也 早 稲 田 大 学 図書館利用者支援課
アドバイザー
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 元大学情報センター准教授

大学職員情報化研究講習会運営委員会

担当理事
笠原　博徳 早 稲 田 大 学 副総長
委員長
木村　増夫 上 智 学 院 理事長補佐
副委員長
中本　一康 北 海 学 園 大 学 システム開発室長
委　員
大高　康児 東 海 大 学 総合情報センター情報システム課長
鈴木　政博 日 本 大 学 本部管財部IT管理課長
毛利　立夫 立 教 大 学 総務部情報システム課担当課長
吉田　浩史 京 都 産 業 大 学 情報センター課長
中原　伸夫 同 志 社 大 学 総務部情報企画課長
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畑田　知也 龍 谷 大 学 教学部事務部長
西脇　和彦 関 西 大 学 学術情報事務局情報推進グループ長
牛島　　裕 近 畿 大 学 総合情報システム部事務部長
稲積　包則 武庫川女子大学 教務部次長

情報セキュリティ研究講習会運営委員会

担当理事
柴田　　一 関 西 大 学 インフォメーションテクノロジーセンター所長
委員長
宮川　裕之 青 山 学 院 大 学 社会情報学部長
副委員長
中嶋　卓雄 東 海 大 学 学長補佐、情報教育センター所長
高橋　智広 早 稲 田 大 学 情報企画部事務副部長
委　員
浜　　正樹 文 京 学 院 大 学 情報教育研究センター長、外国語学部教務委員長
中田亮太郎 昭 和 女 子 大 学 学園本部業務部情報メディア課係長
鈴木　浩充 東 洋 大 学 情報システム部情報システム課長
服部　裕之 明 治 大 学 情報メディア部生田メディア支援事務室副参事
峰内　暁世 立 正 大 学 情報環境基盤センター品川情報システム課長
向井　宏明 金 沢 工 業 大 学 工学部情報工学科教授
西松　高史 金 城 学 院 大 学 財務部システム担当課長
アドバイザー
市川　　昌 江 戸 川 大 学 名誉教授
岩本　真人 トレンドマイクロ プロジェクト推進本部シニアマネージャー
洞田　慎一 JPCERTコーディネーションセンター 早期警戒グループマネージャー

情報セキュリティ対策問題研究小委員会

主　査
中嶋　卓雄 東 海 大 学 学長補佐、情報教育センター所長
委　員
菊池　浩明 明 治 大 学 総合数理学部先端メディアサイエンス学科教授
高倉　弘喜 国立情報学研究所 アーキテクチャ科学研究系教授
アドバイザー
松坂　　志 情報処理推進機構 セキュリティ対策推進部標的型攻撃対策グループリーダ
岩本　真人 トレンドマイクロ プロジェクト推進本部シニアマネージャー
洞田　慎一 JPCERT コーディネーションセンター 早期警戒グループマネージャー

事業普及委員会

担当理事
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委員長
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授
委　員
波多野和彦 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部教授
尾崎　敬二 国際基督教大学 元客員教授
西浦　昭雄 創 価 大 学 教務部長、経済学部教授
木村　増夫 上 智 学 院 理事長補佐

事業普及委員会・翻訳分科会

委　員
山本　英一 関 西 大 学 外国学部教授、国際教育センター長

基本調査委員会

担当理事
小宮　一仁 千 葉 工 業 大 学 学長
委員長
真鍋龍太郎 文 教 大 学 名誉教授
副委員長
井上　明也 千 葉 工 業 大 学 社会システム科学部学部長
委　員
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部教授
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会学部教情報センター長
高木　　功 創 価 大 学 経済学部教授
今井　　久 山 梨 学 院 大 学 現代ビジネス学部教授
アドバイザー
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授

産学連携推進プロジェクト委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
副委員長
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
辻村　泰寛 日 本 工 業 大 学 情報工学科教授
井上　明也 千 葉 工 業 大 学 社会システム科学部学部長
酒井　孝彦 東 京 工 芸 大 学 芸術学部准教授
青木　義男 日 本 大 学 理工学部次長、教授
歌代　　豊 明 治 大 学 総合理数学部教授
松本　安生 神 奈 川 大 学 人間科学部教授
田辺　　誠 神奈川工科大学 名誉教授
アドバイザー
斎藤　信男 慶 應 義 塾 大 学 名誉教授
吉永　裕司 (株)内 田 洋 行 執行役員、高等教育事業部長
渡部　　真 (株)日立製作所 文教情報営業部長
河野　匡伸 富 士 通(株) シニアマネージャー
青木　宏之 日 本 電 気(株) シニアマネージャー

情報環境整備促進委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、校友会会長、名誉教授
委　員
宮川　裕之 青 山 学 院 大 学 社会情報学部長
渡邉　博芳 帝 京 大 学 理工学部教授
梅田　茂樹 武 蔵 大 学 経済学部教授
アドバイザー
青木　義男 日 本 大 学 理工学部次長、教授

私情協ニュース
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３月予定

月　日 会議名 会　場

本協会加盟校の特典
① 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ

を視聴できます。
②　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる授

業改善の動向を把握できます。
③　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け

会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。
④　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関

する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

⑤　「ICT利用による教育改善研究発表会」「私情協　教育イノベーション大会」の加盟校参加者は講演・発表時
のパワーポイントを会議終了後に閲覧できます。

⑥　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。

⑦　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。

⑧　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 会　場月　日
１月13日（水）

２月〜３月予定
２月末〜３月上旬予定

３月29日（月）

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

東京都内を予定
関西地域の大学予定
市ヶ谷を予定
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

新年賀詞交歓会

産学連携事業 ［大学教員の企業現場研修］
FDのための情報技術研究講習会
産学連携人材ニーズ交流会
第30回臨時総会

3

私情協ニュース

令和２年度行事日程と加盟校のメリット

令和２年

令和３年

５月29日（金）
８月25日（火）

12月中旬〜下旬

９月 ２日（水）〜４日（金）
９月中旬〜10月下旬予定
10月上旬予定
10月30日（金）
11月30日（月）
12月予定

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

都内の大学予定

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
ネット講習
ネット講習
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
北海道・東北・東海・関西・九州地域の大学

第28回定時総会
ICT利用による教育改善研究発表会

アクティブ・ラーニング分野連携対話集会

私情協　教育イノベーション大会
大学情報セキュリティ研究講習会
大学職員情報化研究講習会［基礎講習コース］
教育改革事務部門管理者会議
第29回臨時総会
地域別事業活動報告交流会

12月中旬 関西地域の大学予定大学職員情報化研究講習会［ICT活用コース]

１月下旬予定 都内の大学予定アクティブ・ラーニング分野連携対話集会
２月予定 東京都内を予定産学連携事業 ［社会スタディ］
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公益社団法人私立大学情報教育協会とは

1. 私立大学における情報通信技術活用による教育改善の調査及び研究、公表・促進
情報通信技術による教育改善の研究
①教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を策定し、学士力の実現に向けて30
分野※のICTを活用した教育改善モデルの提言を公表しています。必要に応じて改善モデル
の内容を見直し、教育目標・教育方法・評価等について更新しています。現在は、答えが
一つに定まらない問題に解を見出すことができるよう、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせ、新たな発想・構想を目指す分野横断フォーラム型のPBLモデルに
ついて、医療系分野・法政策系の分野で試行研究しています。

※英語、心理学、政治学、国際関係学、社会学、コミュニケーション関係学、経済学、経営学、社会福祉学、教育学、統
計学、数学、生物学、物理学、化学、機械工学、建築学、土木工学、経営工学、電気通信工学、栄養学、被服学、美術・
デザイン学、薬学、看護学

②問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
地域社会や国連の持続可能な開発目標（SDGs）から課題を見出し、本質を見極める意識

をもって行動する中で、思考力・判断力・価値創造力などを訓練するICTを駆使したPBL授
業マネジメントの進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作りと運営、PBL授業で身に
付ける思考力等の点検・評価・助言モデル構想について、議論を通じて認識の促進を図るため、教員を中心としたオープン
な分野連携による対話集会を実施し理解の共有と促進を図っています。

大学教育への提言

アクティブ・ラーニング（ＡＬ）の教育効果

授業改善に対する教員の意識調査の公表
アクティブ・ラーニング（AL）の教育効果

３年間隔で加盟校の全教員約５万４千人を対象に
「私立大学教員の授業改善調査」を実施し、教育の質
的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方を
把握し、どのように対応していくべきか、今後の課題
を整理・提言し、大学、文部科学省、関係団体等に施
策への反映を呼びかけています。平成28年度に調査
を実施し、その結果を平成29年度に「私立大学教員
の授業改善白書」としてネット上で公開しています。

私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、
望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推
進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、
平成23年４月１日に認定された新公益法人の団体です。

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団
体を母体に、コンピュータを導入した教育を振興・普及するため、国の財政援助の実現を事業の中心と
して創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会です。その後、平成4年に文部省から情報教育の振
興・充実を目的として社団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

本法人の構成は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人を正会員とし、本法人の事業を賛助する
ため法人又は団体による賛助会員を設けています。（正会員180法人、197大学、52短期大学、賛助会
員59 ［2020年４月１日現在］）

本法人の事業

不特定多数の利益増進を図る公益目的事業
※公益目的事業の成果は本協会のWebサイトから閲覧できます。
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2. 私立大学における情報教育の改善充実に関する調査及び研究、公表・促進

3. 私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、公表・推進
教育・学修機能の高度化に関する情報システムの紹介

平成24年度まではクラウド・コンピューティングを導入した情報システムの研
究を行い、平成25年度からは「学修ポートフォリオ」について、目的、役割、活
用方法、学生・教職員への理解の普及、学修ポートフォリオ情報の活用対策、ICT
を用いたｅポートフォリオの構築・運用に伴う留意点・課題を平成29年度に参考
指針としてとりまとめ公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・活用を呼
びかけています。

社会に通用する情報活用能力の研究と紹介
①　社会で求められる情報活用育成の研究と理解の促進

「Society5.0」の超スマート社会において、情報と情報通信技術を駆使して主体的に行動できる問題発見・解決思考の枠
組みを基盤とした情報活用能力の到達目標、教育・学修方法、学修成果の評価に関するガイドラインを公表しています。

とりわけ、政府としてデータサイエンス、AIの初級教育を全大学生に展開する方針が決められたことを受けて、データ
が価値を持つデジタル社会の可能性と危険性を認識し、IoT、モデル化、シミュレーション、データサイエンス、AI、プ
ログラミング等を適切に活用する能力の教育を中心に再構築しました。

②　「大社接続」による教育のオープンイノベーションの研究
理論と実践をマッチングした学修体験を実現する課題として、大学の教育資源に限界があることから、地域社会、企業

の人的・物的資源を教育現場に活用し、価値創造の教育に繋げていく大学と社会が接続する仕組みと運営、スタートアッ
プの学修を組み込んだ授業モデルの研究を産業界と連携して進めています。

③　データサイエンス・ＡＩ教育を支援する研究
データサイエンス教育が必須化になることを受けて、本協会に「大学における数理・データサイエンス・AI教育支援プ

ラットフォーム」を設けて、政府の取組、大学モデルカリキュラムの動向、政府が認定する教育プログラムの取組み事例、
私立大学の教育実践例、海外MOOCs、産学連携による取組み、データサイエンスのコンテスト活動の紹介など、可能な
範囲で情報を配信していきます。



37JUCE Journal 2020年度 No.1

公益社団法人 私立大学情報教育協会とは

産学連携人材ニーズ交流会 教員の企業現場研修 社会スタディ

私立大学情報環境白書

4. 大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
インターネットによる教育研究コンテンツの相互利用

大学における教育研究用電子著作物の相互利用を支援するため、インターネ
ットを介して電子著作物の相互利用と権利処理手続きを無料で代行します。ま
た、教育の情報化を推進するため、ｅラーニングなどコンテンツ利用環境の改
善を目指して、教育利用による著作権法改正の実施に向けて情報提供等の紹介
を展開しています。

産学連携による教育支援の推進
大学教員と産業界関係者による人材育成に関する意見交流の場として、「産学

連携人材ニーズ交流会」を毎年開催し、オープンイノベーションに関与できる
人材育成の重要性や仕組みづくりについて認識を共有します。

また、教員の教育力向上を促進するため、情報関係企業の協力を得て、事業戦略及び社員の人材育成について知見を共有
し、教員が授業を振り返える機会を支援する「大学教員の企業現場研修」を実施しています。

さらに、国立・公立・私立の大学１・２年生にIoT、ビッグデータ、人工知能、ロボットなどによる第４次産業革命に関
する興味・関心を抱き、イノベーションに関与する姿勢を醸成できるよう支援するため、「学生による社会スタディ」を実
施し、有識者からの情報提供と質疑応答を踏まえて、グループで「ICTを活用して未来社会にどのように向き合うか」意見
交流し、その成果を本協会で審査して優れた取り組みに「優秀証」を発行しています。

教育研究コンテンツ相互利用システム

教育改革実現のための情報環境整備計画調査による財政
支援の提案

毎年、全国の私立大学を対象に情報環境に対する財政支援の計画を調査し、
私立大学における教育活動の質向上、地域社会・産業界との連携、グローバル
人材の育成に必要な情報環境の維持・充実に必要な財政支援を文部科学省等関
係機関に提案し、整備促進を支援します。

情報環境整備の自己点検・評価
４～６年間隔で加盟大学を対象に調査を行い、情報環境の整備実態及び利用

状況の自己点検・評価を解析し、「私立大学情報環境白書」をとりまとめ、情
報環境に対する取り組みの振り返りを通じて、改善に向けた対応策の理解促進
を図ります。2018年12月に調査を実施し、2019年５月に白書をとりまとめネ
ット上で公開し、大学、文部科学省、関係団体等に理解を呼びかけています。
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5. 大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰
教員対象

・情報通信技術（ICT）を活用した優れた教育実践の評価と表彰
毎年８月上旬に全国の大学関係者を対象に「ICT利用による教育改善研究発表会」を文部

科学省の後援を受けて開催し、教育改善の実践事例として有用な研究発表を選定評価し、
表彰を通じて全国の大学に優れた教育改善の取組みとしてネット上で広く紹介しています。
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・教育指導能力の向上を図るための情報通信技術（ICT）の研究講習
毎年２月下旬または３月上旬に私立大学の教員を対象に情報通信技術活用能

力の習得を目指して「FDのための情報通信技術研究講習会」を開催し、事
前・事後学修及び対面授業を支援するLMS(ラーニングマネジメントシステム)
の活用法、教員と学生、学生同士の対話環境を支援するツールの活用法、モバ
イルによる動画教材の作成法、アクティブ・ラーニングの授業マネジメントの
工夫、講義を活性化するICTの使用法などをアラカルト方式で支援を行ってい
ます。 

職員対象
・職員の業務改善能力を強化するための情報通信技術活用力（ICT）の研修

私立大学の職員を対象に「大学職員情報化研究講習会」を毎年７月と12月に
開催し、ICTを活用した教育・学修支援のマネジメント、ICT活用による学修
成果の可視化、IRの活用と効果・課題、ICT活用による業務改善などへの関与
の仕方を 研修し、職員の職務能力の強化促進に努めています。

教員・職員対象
・教育改革のための情報通信技術活用（ICT）に伴う知識と戦略の普及

文部科学省の後援を受けて、全国の大学を対象に毎年９月上旬に「私情協 教育イノベーション大会」を実施し、高等教
育に対する国の取組み、大学の教育改革を効果的に促進するICT活用の教育戦略、オンライン授業の取組対策、初級水準の
AI教育、ICT活用スキルの紹介、ICT活用の授業研究の紹介などについて認識の共有・理解の普及に努めています。

・短期大学の教育力向上を図るための取組み等の連携及び戦略の探求
短期大学生の社会人基礎力の強化、短期大学のプレゼンス向上を促進する事業として、複数の私立短期大学と自治体等が

協働する「地域貢献支援活動のコンソーシアム」をネット上に形成し、教育を通じた高齢者の支援事業、地域価値発見の支
援事業、地域課題取組情報の共有支援事業を試行し、支援事業のニーズや課題を点検し、実現に向けた戦略などを協議する
ため、必要に応じて「短期大学教育改革ICT戦略会議」を開催します。

・情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
学校法人及び大学が所有する情報研究資産、金融資料、マイナンバー等の情報資産を安全に管理・運用できるよう情報セ

キュリティ対策の危機管理能力の強化を推進するため、毎年８月下旬に私立大学を対象に「大学情報セキュリティ研究講習
会」を開催し、サイバー攻撃に対する脅威の周知と危機意識を高めるため、ベンチマークテストを踏まえた防御対策の点検
と改善策の探求、実践的なセキ
ュリティ技術の修得を通じて研
究・討議します。また、本協会
のサイトにプラットフォームを
設け、情報セキュリティ対策に
取組む大学情報のアーカイブ化
に努めています。

FDのための情報技術研究講習会

大学職員情報化研究講習会

大学情報セキュリティ研究講習会
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〒102-0073 東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4階
TEL：03-3261-2798 FAX：03-3261-5473　info@juce.jp 

高度情報化の推進・支援として
� ３年ごとに情報化投資額の費用対効果の点検を本協会

から受けることで、費用の有効性※を洗い出し、教育の質
的転換に向けた情報環境活用対策の改善点を指摘し、大
学ごとにフィードバックします。

� 教育改革に求められるICTの活用、教育・学修支援、財
政援助の有効活用など、加盟校の要請に基づき個別にキ
メ細かい相談・助言を提供しています。

� ICTを活用したアクティブ･ラーニング、ｅラーニング
専門人材の育成、IR等を支援する拠点校、クラウドの活
用等について支援する国立情報学研究所と必要に応じて
連携し事業の推進を支援するとともに日本としての
MOOC環境を整備するため、日本オープンオンライン教
育推進協議会（JMOOC）に対して助言等の支援をします。

� 放送局の映像コンテンツを教育に再利用する可能性等
を研究し、働きかけます。

経営管理者等に対する情報通信技術（ICT）を活用した教育政策の理解普及として
� 加盟校の理事長、学長、役員、学部長、学科長（短期大学）等本人による「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」を

開催します。これにより、教育改革とICTを結び付けた最新の戦略情報を得ることができます。
� 加盟校の事務局長、部・課長を対象とした「教育改革事務部門管理者会議」を開催し、教学マネジメント体制の構築

にICTを活用する最新の情報を提供します。

本協会で実施した発表会、大会等の映像コンテンツ（令和元年度152件、平成30年度
122件、29年度129件）を希望に応じて配信します。コンテンツは毎年度更新され拡
大していきます。

� 遠隔地の大学・短期大学でも会員の特典として毎年実施している講演や研究発表の
動画を閲覧できますので、教員・職員の職能開発に活用できます。

� 映像コンテンツは有料ですが、２年目は１割、３年目は無料となり、現在平成29年
度のコンテンツは申込に応じて全て無料で配信します。

ビデオ・オンデマンド配信

公益社団法人　私立大学情報教育協会

※情報化投資額の有効性評価リスト

機関誌「大学教育と情報」

6. この法人の事業に対する理解の普及
公益目的事業に対する理解の促進及び普及をはかるために、機

関誌「大学教育と情報」を年４回、全国の大学、政府、関係機関
等向けに発行しています。また、インターネット上で事業の経過
及び成果を随時情報公開するとともに、意見の収集を行い、事業
の見直しなどに反映できるようにしています。また、北海道地域、
東北地域、中部地域、中・四国・関西地域、九州地域にて事業報
告交流会を実施して、事業への理解促進及び意見をうかがい、事
業改善に役立てることにしています。

会員を対象としたその他の事業

教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンドの配信
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ICTを活用した教育改善モデルの紹介

ＩＣＴを活用した教育改善モデルの研究成果を広く理解いただくため、本協会ホームページ
に平成２４年度より掲載の大学教育への提言「未知の時代を切り拓く教育とＩＣＴ活用」の２
章に掲載の31分野に亘る教育改善モデルの考察結果を抜粋して紹介しています。

本章では、未来を切り拓く若者の育成を学士課程教育でどのように実現することが望ましいか、５年先を
目指し専攻分野ごとに理想的な教育の仕組みを追及した改善モデルの構想を提案することにした。構想の基
調は、これまでの教員主導による授業の在り方を振り返り、学生が主体的に授業に取り組み、達成感や自信
を培うことができるよう学生本位の学修の仕組み作りを目指した。そのため、提案している授業改善モデル
の実現には、教員の個人的努力では対応できない教学・経営管理面での課題が山積しており、理事長、学長、
学部長などのガバナンスの決断が求められる。このような背景から本章は、大学ガバナンスに関係される
方々を中心に、学士力の実現に向けた教育現場からの課題を理解いただけるように努めた。

ここに紹介する教育改善モデルは、専攻分野における学士力の到達目標の一部を実現するための授業を構
想したものであり全てではない。医学、歯学、薬学、看護学を除く２７分野の学士力は本協会で考察したも
のであり、医療系の学士力はモデル・コア・カリキュラムによった。本モデルの構成は、第１節が「分野別
教育における学士力の考察｣、第２節が｢到達目標の一部を実現するための教育改善モデル｣、第３節が｢改善
モデルに必要な教育力、ＦＤ活動と課題｣とし、学士力から改善授業のモデル、教員の教育力、ＦＤ活動、
大学の課題と体系的に考察を試みた。以下に、モデルの考察に際して特に配慮した点を掲げる。

①　就職活動による学修期間の短縮問題は、経済界の自主努力で改善されることが期待できるとした。
②　ゆとり教育による学力低下問題は、平成２４年度に中学校、２５年度から高校で新学習指導要領に基

づく課題探求型の学習と自己との関連付けの学習が徹底されることで、今後改善が期待できるとした。
③　｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるようにすることが喫緊の課題であるとし

た。
④　教養科目と専門科目、専門基礎と専門応用の科目の統合を促進するとともに、授業科目を体系化・総

合化するなど、教員間で連携したチームによる学修を組織的に取り入れる必要があるとした。
⑤　授業科目が多く事前・事後学修時間の確保が困難、統合授業など教員間での調整が必要とした。
⑥　学生が自らの問題として授業を受けとめ主体的に学修する理想的な仕組みを創り出すことにした。
⑦　学修成果を質保証するために卒業試験、卒業論文などの出口管理の厳格化、客観的な到達度評価の基

準を作る必要があるとした。また、卒業までに学修成果を確実に修得できるよう学修ポートフォリオ
で不足している能力を洗い出し、大学が個々の学生に学修支援する仕組みを設けることが不可欠とし
た。

⑧　本モデルは、｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるように、教育改善全般に亘り
構想するものであり、教室での対面授業を基本とする中で必要に応じてＩＣＴを用いることにした。

⑨　教育改善のイメージとしては、「教員の授業以外にＩＣＴを活用して社会や世界の学識者と協力して
学べるようにする」、「グループによる学び合いを学修支援システムで展開する他、学修成果を学内外
で発表・講評し、学修成果の振り返りを繰り返す中で学修の通用性を体験させる」、「学生目線でグル
ープ学修の相談・助言を学内ＬＡＮ上で支援する」、｢不足する基礎知識を履修後も教員間の連携によ
り学内ＬＡＮ上で卒業までの期間を通じて定着・発展させる｣、「学外教員による口頭試問の外部評価
試験」などとした。

⑩　教育改善モデルの実現性を高めるため、教員に期待される教育力を考察した。専攻分野における教員
の姿勢、高度な知識、経験の視点から専門性を整理した上で、改善モデルに求められる特徴的な教育
力を抽出し、その上で教育力を高めるＦＤ活動とＦＤ活動活性化に求められる大学の課題を整理した。
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社社会会学学分分野野

社会学は、社会の変動と構造を探求することから現代社会の構造的問題点を明らかにし、個人と社
会さらには地球環境を含めた新たな相互関係づくりに貢献することを使命とする。
現代社会は、一方でグローバル化、情報化のもと、従来の枠組みでは対処できないリスクを抱えて
おり、他方で社会を支えてきた家族・組織・地域社会が形骸化し、個人化や自己責任化の傾向がみら
れる。こうした状況に対して、年齢・性別・国籍など異なる立場の人々が、既存の制度や枠組みを乗
り越えて共生していくための基盤をいかに作り上げるかが重要な課題となっている。
このため社会学教育では、通常見過ごされるような問題を人々が生活して関係し合う現場から発見
し、そこで見出した事実を根拠に分析を加え、社会の構造を的確に把握して身近な私的問題と構造的
な公的問題を関連付けて認識する。加えて他の学問分野や社会の多様な立場の人々に、その知見を発
信し、異なる認識を受け入れ、対話を通じて問題解決を目指す。
そこで、社会学教育における学士力の到達目標として、以下の五点を考察した。
第一に社会における様々な問題に関心を持つとともに、通常は見過ごされている現象を社会的な問
題として発見する視点を持つことができること、第二に社会秩序を形成・存続・変容させる日常の営
みについて、基礎的な理論を踏まえて理解できること、第三に現代社会の成り立ちと変動を産業化、
都市化、情報化といった歴史的な枠組みから捉え、社会現象をこれらとの関連において理解すること
ができること、第四に社会的な問題に対し、現場の視点に基づいた実証的な調査によってデータを収
集し、根拠のある分析ができること、第五に社会の在り方についてヴィジョンを持ち、社会的な問題
の解決に向けた提案を行うことができることとした。

【到達目標】
社会における様々な問題に関心を持つとともに、通常は見過ごされている現象を社会的な問題
として発見する視点を持つことができる。

ここでは、社会的な問題を自ら発見できるようにするため、従来社会学が対象にしてきた貧困、差
別、人権侵害などの問題のみならず、これまで常識として見過ごされてきた現象にも疑問を持ち、問
題として認識しようとする姿勢を身につけさせねばならない。そのため、自分自身が社会の中で感じ
る問題を表現できるようにすることを目指す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
社会学原論、社会思想、社会学史、理論社会学、社会学研究法、演習など

【到達度】
①　社会学でこれまで何が問題とされ、どのような視点で研究されてきたかについて理解できる。
②　「当たり前」とされている現実を改めて疑問視し、見過ごされている現象を問題として認識す
ることができる。
③　社会的な問題になり得る事象について、適切なアプローチ方法を検討することができる。

【測定方法】
①は、筆記試験、レポートなどにより確認する。
②と③は、具体的なテーマをめぐるディベート、グループディスカッションなどを通じて確認する。
①から③は、卒業論文、卒論報告会、合評会などを通じても確認する。

１
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【到達目標】
２ 社会秩序を形成・存続・変容させる日常の営みについて、基礎的な理論を踏まえて理解できる。
ここでは、自由で公正な社会秩序の条件を探るため、日常的な営みを社会構造と関連付けて理解でき
るようにさせなければならない。そのため、抽象的な理論やモデルに対する理解を深めさせ、自己の認
識と他者との関わりから生じる問題を読み取れるようにすることを目指す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
アイデンティティ論、コミュニケーション論、エスノメソドロジー、ジェンダー論、差別・逸脱の社
会学、環境制約下の社会学など
【到達度】
①　人間の自我やアイデンティティがコミュニケーションを通じて形成される過程を理解できる。
②　相互行為やコミュニケーションによって秩序が形成・存続・変容する仕組みを理解できる。
③　社会秩序の持つ権力性と秩序からの逸脱の持つ問題性を把握できる。

【測定方法】
①から③は、客観式・論述式の筆記試験、レポートなどにより確認する。

【到達目標】
現代社会の成り立ちと変動を産業化、都市化、情報化といった歴史的な枠組みから捉え、社会
現象をこれらとの関連において理解することができる。

ここでは、マクロな現象が我々の日常生活とどのように関わっているかを俯瞰できるようにするため、
社会の成り立ちと変動を理解させねばならない。そのため、産業構造の変化、都市における様々な問題
の発生、国境を超える「ヒト・モノ・カネ・情報」の移動など、様々な現象を体系的・歴史的な枠組み
に沿って理解させることを目指す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
産業社会学、都市社会学、社会変動論、現代社会論、家族社会学、宗教社会学、文化社会学、情報社
会論、メディア論など
【到達度】
①　社会の構成要素とその機能の関連を構造的に把握する理論的な枠組みを持つことができる。
②　現代の社会現象を産業化、都市化、情報化といった歴史的変動の中で理解できる。
③　「ミクロ」な現象を「マクロ」な構造変動に繋げる社会学的想像力を身につけている。

【測定方法】
①から③は、客観式・論述式の筆記試験、レポートなどにより確認する。

【到達目標】
社会的な問題に対し、現場の視点に基づいた実証的な調査によってデータを収集し、根拠のあ
る分析ができる。

ここでは、根拠のある分析をするために、妥当性と信頼性に基づいた調査が実施できねばならない。
そのために、対象と目的に応じて、質的調査、量的調査などの適切な調査手法を選定・実施し、調査
倫理に基づいた実証分析ができるようにすることを目指す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
社会調査法、社会調査実習、社会統計学、多変量解析、フィールドワークなど

３

４
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【到達度】
①　ある社会問題・社会現象について、実証的な方法による調査計画が立てられる。
②　質的調査、量的調査の基本的な方法論に基づいた調査・分析スキルを活用できる。
③　社会調査の調査倫理を身につけ、フィールドとの適切な関係を作ることができる。

【測定方法】
①と②は、客観式・論述式の筆記試験、演習などにより基礎的な知識やスキルを確認する。
③は、モデル及び作業仮説に基づいて計画・実施された調査の報告書などにより確認する。

【到達目標】
５ 社会の在り方についてヴィジョンを持ち、社会的な問題の解決に向けた提案を行うことができる。
ここでは、逼迫した社会状況を共生の観点から見直すために、自由と公正を踏まえ透徹した視点に基
づいて、政策形成など提案できるようにさせねばならない。そのため、過去の研究成果を理解し、自ら
の研究成果を発表させ、それに対する評価を求めて振り返りを行わせ、実現性が検討できることを目指
す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
環境社会学、福祉社会学、国際社会学、社会運動論、社会政策論など

【到達度】
①　社会の現状をもとに、将来の社会を構想することができる。
②　構想を踏まえて調査・分析を行い、その結果から問題の解決策を導くことができる。
③　研究の成果を広く社会に発信する方法を活用できる。

【測定方法】
①から③は、論述式の筆記試験、卒業論文、卒論報告会、合評会などにより確認する。

社社会会学学教教育育ににおおけけるる教教育育改改善善モモデデルル【【１１】】
上記到達目標の内、「社会における様々な問題に関心を持つとともに、通常は見過ごされている現象
を社会的な問題として発見する視点を持つことができる」を実現するための教育改善モデルを提案する。

１．到達度として学生が身につける能力
①　社会学でこれまで何が問題とされ、どのような視点で研究されてきたかについて理解できる。
②　「当たり前」とされている現実を改めて疑問視し、見過ごされている現象を問題として認識す
ることができる。
③　社会的な問題になり得る事象について、適切なアプローチ方法を検討することができる。

２．改善モデルの授業デザイン
22..11　授授業業ののねねららいい
現代社会における様々な現象のなかに問題を発見し、それを自己と関連付けて捉え、自ら調べ考
えることによってその解決を見出していく姿勢と能力は現代において極めて重要であるが、従来の
大学教育の中で必ずしも体系的に取り組まれていたとは言えない。
ここで提案する授業は、共通する課題についてグループ単位で情報活動を行い、ディスカッショ
ンによって社会学的視点によるテーマを発見し、解決に向けたアプローチを体験させ、学びの成果
の相互評価を通じて振り返りを行い、社会との関与の力を身につけさせることを目指す。
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22..22　授授業業のの仕仕組組みみ
ここでは、初年次での教育を想定しているが、学びが４年間を通じて定着できるように、初年次
教育終了後も演習を体系化して提供することを前提としている。そのために、初年次の授業で、グ
ループによる協働学修を基本にして「自ら問題を発見し、協働を通して自ら学び、なんらかの解決
を見出す」姿勢を身につけ
させる。こうした授業の展
開には、担当教員と上級学
年生のファシリテーターが
受講学生とネット上でコミュ
ニケーションを行い、きめ
細かく学修支援を行う体制
をつくるとともに、他教科
の教員との連携や他の教
室・学外との意見交換を通
じて到達度を確認する（図）。

22..33　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたたシシナナリリオオ
以下に授業シナリオの一例を紹介する。
①　現代社会における問題を発見する手がかりとなるテーマを設定し、それに関する情報を文献・
ネットなどを利用して収集させ、現場で起こっている現象についての理解を得させる。
②　そのテーマに対して、どのような問題設定でどのような調査が可能かを教室で討論するととも
に、授業時間外もネット上でグループ討論し、グループ内外での議論の様子を可視化する。
③　他のグループの学びを参考とし、相互にコメントを加えながら、各グループが現場での調査を
行い、グループごとに見出した成果をまとめさせる。
④　グループ間で成果の報告を対面やネット上で行い、グループ間での相互評価及び社会からの外
部評価を受け、振り返りを行わせ、発展的な学修に結び付ける。

22..44　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修内内容容・・方方法法
以下に学修内容・方法の一例を紹介する。
①　授業冒頭に「パブリック／プライベート」という課題を設定し、これをめぐるデータや映像な
どを文献・ネット上で収集し、それを踏まえて論点整理を教室内及びネット上で展開させて、グ
ループ形成を行う。
②　課題から個別のテーマ設定、資料の共有、ディスカッションなどを対面またはネット上でグルー
プで行い、学修支援システムを利用してファシリテーターが学びを支援する。
③　グループごとに、例えば、電車内における音楽プレーヤーの使用や化粧など公的空間と私的空
間の境界に関わる現場や福祉サービスにおける官民の役割分担に関するメディア報道の分析など
の適切なアプローチ方法を検討させる。
④　学生自ら収集した一次情報やメディアを利用した二次情報を集約し、その結果を分析すること
から見出せる解決方法をグループで議論した上で成果としてまとめ、テーマと自己との関連付け
を明確化させる。
⑤　グループの協働作業で学んだ成果を対面やネットを通じてグループ間で報告、発表し、相互評
価をさせる。
⑥　全体の成果をネット上で発信し、社会の意見を踏まえて振り返りを行わせる。
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22..55　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししてて期期待待さされれるる効効果果
①　ネットを通じて自分の意見を発表し、他のメンバーの意見を知ることで、問題を発見する複眼
的な視点を身につけることができる。
②　ディスカッションやプレゼンテーションなどをネット上で可視化することで、問題解決に必要
なコミュニケーション能力やグループワークでの協働能力を高めることができる。
③　グループ間・クラス間での情報共有・意見交換を可能にする学修支援システムにより異なる視
点を知り、それと対話する姿勢を身につけることができる。
④　学修成果を対面やネットで相互評価することで、社会との関わり方を身につけることができる。

22..66　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修環環境境
①　教員コンソーシアムを形成し、リアルな情報収集・交流を可能とする教育クラウドを整備する
必要がある。
②　学修を支援するための上級学年生によるファシリテーターが必要である。
③　学内の教員間の連携を図るためのプラットフォームを構築する必要がある。

３．改善モデルの授業の点検・評価・改善
この授業では、受講生による評価のみならず、ファシリテーターによるフィードバック、教室の
枠を超えた学生・教員間の連携を、点検・評価・改善の視点とする。その際、テーマ設定や進行、
教員間の情報共有の場を設けるとともに、履修後の学修状況を検証することで、点検・評価・改善
の実効性を高める。また、他大学教員や専門家などの外部コメンテーターや大学間コンソーシアム
との意見交換を通じて、教員・学生の視点の相対化を図るとともに、適切な緊張感を保った授業運
営を目指す。

４．改善モデルの授業運営上の問題及び課題
①　グループによる協働学修を基本にした４年間の学びを通じて発展的な学修ができるようにする
ために、上級学年生によるファシリテーターの制度化が必要である。
②　他教科の教員との連携のためのコミュニケーションシステムを大学ガバナンスとして構築して
おく必要がある。
③　個人情報の保護、プライバシーなど情報の取扱についての合意形成が不可欠である。

社社会会学学教教育育ににおおけけるる教教育育改改善善モモデデルル【【２２】】
上記到達目標の内、「社会の在り方についてヴィジョンを持ち、社会的な問題の解決に向けた提案を
行うことができる」を実現するための教育改善モデルを提案する。

１．到達度として学生が身につける能力
①　社会の現状をもとに、将来の社会を構想することができる。
②　構想を踏まえて調査・分析を行い、その結果から問題の解決策を導くことができる。
③　研究の成果を広く社会に発信する方法を活用できる。

２．改善モデルの授業デザイン
22..11　授授業業ののねねららいい
社会学教育においては、理論と調査という枠組みに加えて家族、ジェンダー、都市、地域、環境、
メディアなど様々なカテゴリーに細分化された教育が進められるようになった結果、それぞれの科
目間の連携が取りづらく、多様な理論やモデルなどが断片的に提示されるため、問題解決のための
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最適な解を得る力が身についていない。
ここで提案する授業では、社会学的な観点から問題解決を提案できるようにするため、４年間を
通して複数科目間の有機的連携の中でＩＣＴを活用した統合型の授業を行い、学修成果の評価を社
会から受けることで自ら振り返り、主体的に社会に関与する自律的な行動基準を身につけさせるこ
とを目指す。

22..22　授授業業のの仕仕組組みみ
ここでは、現実と自己との関連付け、社会学全般の基礎知識、社会調査実習の学びを修得してい
ることを前提とする。到達していない場合は、ｅラーニングで学びの場を提供する。
社会学的な観点から問題解決を
提案できるようにするために、社
会学の担当教員間と他分野の教員
とが連携して指導するプラット
フォームを構築するとともに、
学修ポートフォリオによる振り
返りを繰り返し行うことで学修目
標再設定と学びを深化させる。
これを繰り返すことで主体的に
社会に関与する自律的な行動基準
を身につけさせる。到達度の確認
を行うため、学内外の教員間の連
携と産業界や地域社会等との連携
を構築した上で、卒業研究をネッ
ト上で発信・評価できるようにし
ておく（図）。

22..33　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたたシシナナリリオオ
以下に授業シナリオの一例を紹介する。
①　現実と自己との関連付け、社会学全般の基礎知識、社会調査実習の学びの確認を学修ポートフォ
リオで行わせ、到達していない場合はｅラーニングで学修させる。
②　社会が抱えている問題について、対面やネット上でディスカッションさせ、問題意識を深化さ
せる。
③　ディスカッションの結果を踏まえて学修ポートフォリオで振り返りを行いながら、将来の社会
を構想させる。
④　構想を踏まえて調査・分析を行わせ、対面やネットを通じた他分野・他領域との連携の中で解
決への関与を検討させる。
⑤　学修成果をネット上で発信し、相互評価及び外部評価により到達度を確認する。

22..44　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修内内容容・・方方法法
以下に学修内容・方法の一例を紹介する。
①　「若年失業者問題」というテーマに対し、家族、ジェンダー、都市、地域、メディアなどの関
連領域の基礎知識との関連付けを教員作成の点検シートに基づいて学修ポートフォリオで確認さ
せ、身についていない場合はｅラーニングさせる。
②　さらに、社会心理学、経済学、教育学などの関連分野の基礎知識を学修ポートフォリオで確認
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させ、身についていない場合はｅラーニングさせる。
③　文献やメディア情報をもとに社会学の視点と他分野の視点との相違について、対面やネット上
でディスカッションさせ、学修ポートフォリオを通じて複合的視点を意識できるように繰り返し
確認させる。
④　参与観察、インタビュー、質問紙調査などの手法を用いてグループで実態を把握させ、ネット
上で情報を共有し、課題の洗い出しを行わせる。
⑤　学修成果を現場にフィードバックして意見を求め、振り返りを行わせた上で広く社会に発信さ
せる。

22..55　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししてて期期待待さされれるる効効果果
①　学修ポートフォリオにより、個人的な学修の振り返りの機会を設けることができる。
②　ネット上にファシリテーターを導入することで、問題解決への複合的視点を獲得することがで
きる。
③　学修成果を対面やネットで相互評価することで、社会との関わり方を身につけることができる。

22..66　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修環環境境
①　教員コンソーシアムを形成し、リアルな情報収集・交流を可能とする教育クラウドを整備する
必要がある。
②　学修を支援するための上級学年生によるファシリテーターが必要である。
③　学内の教員間の連携を図るためのプラットフォームを構築する必要がある。　
④　学びを確認し、発展的に学修するためのポートフォリオシステムが必要になる。

３．改善モデルの授業の点検・評価・改善
この授業では、複数の教員による評価、学生の相互評価、社会からの評価をもって、４年間の学
修内容の振り返り・総合化とそれを踏まえた提言の適切さについて検証することを点検・評価・改
善の視点とする。その際、ＩＣＴを用いて一定の期間、学内外に学修成果を公開して評価を求める。
その結果をもとに、複数の学生及び教員で意見交換を行う場を設け、学修ポートフォリオとそれを
通じた振り返りの仕組みを改善する。

４．改善モデルの授業運営上の問題及び課題
①　学内での教員間の連携が図れるよう大学ガバナンスの立場から制度化する必要がある。
②　学びの確認と振り返りを行う学修ポートフォリオと到達度を補完するｅラーニングを組織的に
整備する必要がある。
③　４年間の学びを通じて発展的な学修ができるようにするため、上級学年生によるファシリテー
ターの制度化が必要である。
④　個人情報の保護、プライバシーなど情報の取扱についての合意形成が不可欠である。

【【１１】】社社会会学学教教員員にに期期待待さされれるる専専門門性性　
①　社会の現象を社会的な問題として捉え、解決しようとする意欲と責任感を持ち、社会に貢献で
きる専門家であること。
②　社会を身近な現象と全体構造から捉えるため、複合的観点に立って探究できること。
③　他分野の専門領域や社会の様々な現場と連携し、協働して課題に取り組む姿勢を有していること。
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④　仮説と検証を通じて社会現象を解明する科学的方法を活用できること。
⑤　自分と社会とのつながりを気付かせ、興味・関心を抱かせて主体的に取り組ませられること。
⑥　ＩＣＴなどの教育技法を駆使して、参加・発信型の教育ができること。

【【２２】】教教育育改改善善モモデデルルにに求求めめらられれるる教教育育力力　
①　授業のカリキュラム上の位置付けを十分に理解した上で教育方針に沿った授業を実施し、さら
に工夫・改善できること。
②　主体的学修のための基本的スキルを身につけさせるために、問題発見、調査分析、問題解決な
どの授業の展開に応じた指導ができること。
③　現代社会の現実を反映した教材、資料などを多様なメディアで収集または作成し、共有できる
ようにすること。
④　社会学の知識を社会生活と関連付け、通常は見過ごされている現象を別の角度から捉える方法
に気付かせられること。
⑤　フィールドワークやデータ分析を通して課題解決に取り組む中で、グループダイナミックスを
進展させる授業シナリオに取り組めること。
⑥　学修ポートフォリオにより、学修成果を振り返らせ、主体的な学びを促す指導ができること。
⑦　ＩＣＴを用いて学修成果を隣接諸科学の教員や社会に発信し、評価やコメントを受けられるよ
うに支援できること。　

【【３３】】教教育育力力をを高高めめるるたためめののＦＦＤＤ活活動動とと大大学学ととししててのの課課題題　
（（１１））ＦＦＤＤ活活動動
①　教員間の連携をもとに授業内容と教育方針との整合性の確認及び検討を継続的に行う必要がある。
②　教育方法に関する研究報告会に積極的に参加し、教員同士が教え合い、学び合う必要がある。
③　ポートフォリオ及びグループ学修や対話型授業などの指導法について、ワークショップを組織
的に行う必要がある。
④　到達度水準の策定や外部評価による振り返りについて、専門家の招聘及び教員間のディスカッ
ションなどの研究会を実施する必要がある。

（（２２））大大学学ととししててのの課課題題　
①　授業の録画、教材コンテンツ、ネット上のディスカッションを可能にするため、学内外の多様
なコンテンツをアーカイブする必要がある。
②　ポートフォリオを通じて学生の到達度を申告させ、到達度が不足している場合に補完する仕組
みが必要となる。
③　関連分野の教員や社会の専門家などから協力を得るために、連携の呼びかけ、制度の整備及び
財政的な支援を行う必要がある。
④　ＩＣＴを活用した教育方法を支援する組織と環境を大学として整備する必要がある。
⑤　世界を視野に入れた教育の質保証を持続的に行う責任がある。
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物物理理学学分分野野

物理学は、自然界に内在する法則性を探究するとともに、エネルギーや地球環境をはじめ、現代社
会の抱える諸問題に対処していく上で、科学技術の基盤となる知識を提供する重要な役割を担ってい
る。
元来、物理学は普遍性を追求する認識の学問であり、社会の発展と人類の福祉に役立つ様々な科学
技術を生み出すことに貢献してきたが、その中には使い方を誤れば人類に災いをもたらすものも含ま
れる。それゆえ、物理学で得られた知識、論理的思考法、科学的態度などを広く他の分野に正確に伝
えていく使命がある。
そのような背景から、物理学教育を市民的教養水準としての科学的リテラシー教育と、技術への応
用に的確な見解を示すことができ、かつ学問の発展に寄与できる資質を育成できる専門基礎知識の教
育とに位置付けた。それらは双方ともに科学技術社会の持続的発展に貢献できる役目を内在している。
つまり科学的リテラシーとしての物理学教育は、未来社会を考える上で必要な自然現象や地球環境に
関心を持ち、理解していくための基礎知識を身につけることに重点を置いている。
他方、専門基礎教育としての物理学教育では、科学的リテラシーに加えて、普遍的で客観的な物理
学の知識に秘められている多様な可能性を探究し、原理原則に立ち戻り問題を解決できる論理的思考
法と科学的態度が養成されることに重点が置かれている。
そこで、物理学教育の達成目標として、科学的リテラシーとしての一般レベルと専門基礎教育の両
面から以下の三点を考察した。
第一に物理学の基本概念と法則を理解できること、第二に実験や観察に基づき、自然現象を科学的
に捉える態度を持つことができること、第三に自然現象を科学的に考察するために、仮説を立て、モ
デル化し、実験や数理的技法を活用することができることとした。

【到達目標】
１ 物理学の基本概念と法則を理解できる。
ここでは、自然現象の法則性を解明するために物理的概念を正確に理解さねばならない。そのため
に、物質を構成する要素及びその集合体の特徴を認識させ、法則がつくられてきた過程に関する知識
の修得を目指す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
＜一般・専門レベル共通＞
物理現象、物理法則、基本概念と物理量、単位など

【到達度】
＜一般レベル＞
①　典型的な物理現象の要因を理解できる。
②　主要な基本概念と物理法則を理解できる。
③　物理法則が確立された過程を理解できる。
＜専門レベル＞
①　典型的な物理現象を物理法則に基づいて説明できる。
②　物理法則を基本概念と物理量を踏まえて説明できる。
③　物理法則が確立された過程を説明できる。
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３

【測定方法】
＜一般レベル＞
①～③は、客観式の筆記試験、レポート、口頭試問などにより確認する。
＜専門レベル＞
①～③は、論述式の筆記試験、演習、小論文、口頭試問などにより確認する。

【到達目標】
２ 実験や観察に基づき、自然現象を科学的に捉える態度を持つことができる。
ここでは、基本概念をベースに物理法則の整合性に注意しながら、自然現象の物理的な説明を追求
する姿勢を定着させねばならない。その上で、社会生活の様々な場面で直面する課題に対して、科学
的根拠に基づいて判断・行動する態度の養成を目指す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
＜一般レベル＞
物理学概論、物理学の方法、物理学史など
＜専門レベル＞
物理学詳論、物理学史、物理学演習、物理学実験など

【到達度】 
＜一般レベル＞
①　自然現象や地球環境問題に対して、科学的な説明に関心を持って考えることができる。
＜専門レベル＞
①　自然現象や地球環境問題に対して、科学的証拠に基づく推論と単なる意見とを区別して問題点
を整理し、自らの意見を主張することができる。

【測定方法】
＜一般・専門レベル共通＞
プレゼンテーション、レポート、スモール・グループ・ディスカッション、ディベートなどにより
確認する。

【到達目標】
自然現象を科学的に考察するために、仮説を立て、モデル化し、実験や数理的技法を活用する
ことができる。

ここでは、現象の奥にある普遍性と本質に迫る能力の獲得をさせねばならない。そのため、現象に
内包される規則性や系統性を見出し、その上で仮説を立て、現象のモデル化を行い、その妥当性を実
験的手法や数理的解析手法を通して検証する技能を修得させることを目指す。

【コア・カリキュラムのイメージ】
＜専門レベル＞
力学、電磁気学、熱力学、波動、量子力学、統計力学、物理学実験、コンピューターの活用など

【到達度】
＜専門レベル＞
①　データの信頼度を評価できる。
②　物理学の知識をもとに現象をモデル化し、説明できる。
③　モデルを数理的に表現し、解析できる。　
④　モデルの妥当性を検証できる。
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【測定方法】
①～④は、演習、プレゼンテーション、レポート、論述式の筆記試験、口頭試問などにより確認する。

物物理理学学教教育育ににおおけけるる教教育育改改善善モモデデルル【【１１】】
上記到達目標の内、「物理学の基本概念と法則を理解できる」を実現するための教育改善モデルを提
案する。

１．到達度として学生が身につける能力
＜専門レベル＞　物理学の高度な活用を必要とする専攻分野の学生を対象とした水準
①　典型的な物理現象を物理法則に基づいて説明できる。
②　物理法則を基本概念と物理量を踏まえて説明できる。
③　物理法則が確立された過程を説明できる。

２．改善モデルの授業デザイン
22..11　授授業業ののねねららいい
大学の基礎教育における物理学は、基本概念と法則を理解することに主眼を置いて授業が進めら
れているが、専門分野との関連付けが十分でないため、４年間を通じた学修の成果として見た場合、
専門分野を学ぶ上での基礎力として身についていない学生が多い。
ここで提案する授業は、基礎基本の学びが専門分野の中でどのように関連付けられているかを理
解し、物理学における推論や思考法により科学技術がもたらす利便性と脅威を意識できるようにす
ることを目指す。

22..22　授授業業のの仕仕組組みみ
ここでは、理工系学部における初年次での教育を想定しているが、基礎基本の学びが４年間を通
じて身につけられるように、初年次教育終了後も学生の理解度に応じた学修の場を提供することを
前提としている。そのために、学修ポートフォリオなどによる自己点検評価を用いて卒業までの
期間に亘り、基礎教育担当の教員と専門分野の担当教員及びファシリテーターが連携して学生の理
解度に応じたきめの細かい学修支援を行う（図１）。
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22..33　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたたシシナナリリオオ
以下に授業シナリオの一例を紹介する
（図２）。
①　物理学の成果が社会でどのように
活用されているかをその利便性と脅
威を踏まえて、ネットやあらゆるメ
ディアを導入して紹介する。なお、
高校での数学や物理の修得ができて
いない学生には、学修支援システム
のサイトにおいて習熟度別のグルー
プによるｅラーニングで基礎力の修
得を徹底する。
②　専門分野との関連付けの中で科学
技術がもたらす利便性と脅威をグルー
プで議論し、考察させる。
③ ４年間に亘る切れ目のない学修が
可能となるよう、学び直しや振り返
りなどができるプラットフォーム
を構築し、ファシリテーターがネッ
ト上でコミュニケーションをとり、フォローアップを行う。

22..44　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修内内容容・・方方法法
以下に学修内容・方法の一例を紹介する。
①　ネットや映像、社会での現場情報などを通じて、物理学が社会でどのように活用されているか
を理解させ、学びの動機付けを徹底する。
②　シミュレーションや映像教材を多用する。例えば、バンデグラーフ起電機と紙テープの挙動映
像で点電荷の様子を見せ、物理現象と数式化されたモデルとの関係を理解させる。
③　グループワークにマサチューセッツ工科大学のオープンコースウェアなど学内外の信頼のお
ける推奨コンテンツを利用する。
④　物理現象と数式化されたモデルとの関係を理解させるための指導・助言を教員やファシリテー
ターがネット上で行う。
⑤　授業内容を深化させるための演習問題をグループで議論し、結果を対面や学修支援システム上
で発表し、振り返りを行わせる。
⑥　その上で、社会との関わりを題材にしてグループで議論させる。例：電磁波の利便性と脅威など

22..55　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししてて期期待待さされれるる効効果果
①　物理現象と専門分野の関連を映像やシミュレーションすることで学修意欲を高めることができる。
②　ネット上でのグループワークを通じて多様な視点から理解の確認を行うことで基本概念と法則
の理解の定着を図ることができる。
③　専門分野との関連で必要となる基礎知識の学び直しや振り返りを４年間に亘って実施できる。

22..66　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修環環境境
①　４年間を通じて学びを行うための学修支援システムと理解度判定のための学修ポートフォリオ
が必要である。
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②　内外の複数の大学が共有し、相互に利活用できるコンテンツを教育クラウドなどで準備する必
要がある。
③　基礎教育担当の教員と専門分野の担当教員が連携して支援するためのプラットフォームが必要
である。

３．改善モデルの授業の点検・評価・改善　
この授業モデルに基づく授業の効果を検証するために、専門科目との繋がりの中で、到達度とし
て学生が身につける能力がどのように定着しているかを多様な手段で遂次調査する。その上で、４
年間を通じてそれらが達成できたか否かを基礎教育と専門分野の担当教員及びファシリテーターで
共有し、不断に改善していく必要がある。また、必要に応じて、学内外を含めた第三者による意見
交流なども含めて改善を図る。

４．改善モデルの授業運営上の問題及び課題　
①　基礎科目担当教員と専門分野の担当教員が連携して学修支援を行うことを大学のガバナンスと
して組織的に対応する必要がある。
②　学生目線で助言する上級学年生・大学院生のファシリテーターの確保を制度化する必要がある。
③　学内外を含めた第三者による意見交流などを行うためのクラウドを構築する必要がある。

物物理理学学教教育育ににおおけけるる教教育育改改善善モモデデルル【【２２】】
上記到達目標の内、「実験や観察に基づき、自然現象を科学的に捉える態度を持つことができる」を
実現するための教育改善モデルを提案する。

１．到達度として学生が身につける能力
＜専門レベル＞　物理学の高度な活用を必要とする専攻分野の学生を対象とした水準
① 自然現象や地球環境問題に対して、科学的証拠に基づく推論と単なる意見とを区別して問題
点を整理し、自らの意見を主張することができる。

２．改善モデルの授業デザイン
22..11　授授業業ののねねららいい　
完成された物理学の理論体系を論理的に解説するのみでは、学生は共感することも興味を持つこ
とも難しい。その結果、多くの学生は物理学の本質を認識できずに、単なる暗記やパターン化した
問題の解法手続きの修得に落ち入り、科学的態度が身についていない。
ここで提案する授業は、興味を抱かせる自然現象を取り上げ、実験や観察を通じて現象と物理法
則を結び付けることで自然現象を科学的に捉える態度を身につけることを目指す。

22..22　授授業業のの仕仕組組
ここでは、協働学修の中で自ら学ぶ姿勢と科学的態度を身につけさせるため、４年間を通じて振
り返りを行いながら発展的に学ぶ仕組みを前提としている。そのために、ピア・インストラクショ
ンやグループ・ディスカッションを行い、上級学年生・大学院生が学生目線で学修を支援する。
また、ネット上に学修者共同体プラットフォームを構築し、上級学年生・大学院生がファシリテー

ターとなって学修支援する。このプラットフォームの中で学生は学年進行と共に役割を発展的に担
っていく。
ここでの到達度は、自然現象や地球環境問題などに対して、科学的観点から問題点を整理し、自

らの意見を発表させることで評価する（図１）。
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22..33　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたたシシナナリリオオ
以下に授業シナリオの一例を紹介する（図２）。
①　具体的な自然現象を取り上げ、対面やネット上でグループでの協働学修を行い、物理的に考え
させる。
②　自然現象を物理的に考えさせるため、グループでの学び合いやピア・インストラクションで能
動学修を促す。

③　グループ・ディスカッションで多様な視点から科学的思考を行わせる。
④　自然現象の説明に必要な物理法則については、実験を通して検証させる。
⑤　課題についてグループ間で相互評価し、その結果をネット上に掲載することで外部からの助言
を取り入れ、振り返りを行わせる。

22..44　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修内内容容・・方方法法
以下に学修内容・方法の一例を紹介する。
①　グループでの学び合いやピア・インストラクションで虹の色の配列と角度の普遍性を確認させ、
幾何光学で物理的に説明できることを理解させる。その上で、その物理法則がいかに見出された
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かを科学史的に認識させる。
②　虹の性質を説明するための実験をグループで計画・実験し、その結果をネット上に掲載させる。
学修の進め方については、上級学年生・大学院生が学生目線で支援する。
③　学修成果を教員が確認し、理解が不足している部分を講義及び演習を通じて指導する。その際、
クリッカーなどを利用してリアルタイムで理解度の状況を把握しながら行う。
④　学修成果として「虹の色の配列と角度の普遍性」をネット上に掲載させ、その本質をどのよう
に説明しているか、グループ間で相互評価させる。その上で、外部の助言を受け、振り返りを行
い発展的な学修に結び付ける。

22..55　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししてて期期待待さされれるる効効果果
①　クリッカーなどの利用により、理解度に応じた能動学修が促される。
②　対面やネットを通じたグループ討議で、多様な視点から判断する力を身につけられる。
③　グループでの学び合いや相互評価により、自ら学ぶ姿勢を身につけさせることができる。

22..66　授授業業ににＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた学学修修環環境境
①　自然現象の写真や動画、シミュレーションなどのデータベースを大学間・産学連携で整備する
ことが必要である。
②　学生の理解度をリアルタイムでキャッチアップする仕組みが必要である。
③　振り返りを行うための学修ポートフォリオが必要である。

３．改善モデルの授業の点検・評価・改善　
この授業モデルに基づく授業の効果を検証するために、専門科目との繋がりの中で、到達度とし
て学生が身につける能力がどのように定着しているかを多様な手段で遂次調査する。その上で、４
年間を通じてそれらが達成できたか否かを基礎教育と専門分野の担当教員及びファシリテーターで
共有し、不断に改善していく必要がある。また、必要に応じて、学問領域を横断して、学内外を含
めた第三者による意見交流なども含めて改善を図る。

４．改善モデルの授業運営上の問題及び課題　
①　４年間を通じて発展的な学修を可能にするために、大学ガバナンスとして教員や実験助手、上
級学年生・大学院生のファシリテーターが協働して学修を支援する体制が必要となる。
②　ファシリテーターを確保するための研修制度及び学内雇用制度が必要である。
③　卒業時の学修到達度評価について大学・教員間で評価基準を申し合わせておくことが必要となる。
④　学内外を含めた第三者による意見交流などを行うためのクラウドを構築する必要がある。

【【１１】】物物理理学学教教員員にに期期待待さされれるる専専門門性性　
①　地球社会の発展に向け、科学技術の諸問題について科学者としての使命感と倫理観を持つこと。
②　物理学的な観点で科学技術社会の現状を振り返り、将来の地球社会における影響を多面的に予
見できること。
③　仮説と実証を通じて物理現象を解明する科学的方法を汎用的に活用できること。
④　持続的な社会の発展と物理学の関係を気付かせ、主体的に取り組ませられること。
⑤　ＩＣＴなどの教育技法を駆使して、仮説・検証型の教育ができること。
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【【２２】】教教育育改改善善モモデデルルにに求求めめらられれるる教教育育力力
①　授業のカリキュラム上の位置付けを教員間で共有し、シラバス間の調整を行い、カリキュラム
ポリシーに沿った授業を実施できること。
②　物理学の基礎科目が専門分野でどのように活用できるかを関連付けて説明できること。
③　初年次教育終了後も専門分野の担当教員とファシリテーターの協力を得て連携し、学修ポート
フォリオなどを用いて、主体的な学修を継続的に支援できること。
④　物理学における推論や思考法を用いて、科学技術のもたらす利便性と脅威を認識させられること。
⑤　主体的な学修を担保するためにシラバスに予習・復習の内容を明記し、厳格な授業マネジメン
トができること。
⑥　実験・課題解決型学修などを通じて自立的学修を促し、ピア・インストラクションを含むグルー
プダイナミックスを授業シナリオに導入できること。
⑦　ＩＣＴを活用して学修成果を発表させ、学内外の評価を通じて到達度を確認し、改善できること。
⑧　ＩＣＴなどを活用して学生とのコミュニケーション、適切な教材作成、ｅラーニングができる
こと。

【【３３】】教教育育力力をを高高めめるるたためめののＦＦＤＤ活活動動とと大大学学ととししててのの課課題題　
（（１１））ＦＦＤＤ活活動動
①　教員間の連携のもとに、授業内容とカリキュラムポリシーとの整合性の確認及び検討を継続的
に行う必要がある。
②　教養科目と専門科目の担当教員間で意見交換を徹底し、問題点を共有して解決を図る必要がある。
③　ポートフォリオ、ピア・インストラクション、グループや協働での学修、対話型授業などの指
導法について、ワークショップを組織的に行う必要がある。
④　教育方法に関する研究報告会に積極的に参加し、学修理論に基づいて教員同士が教え合い、学
び合うことが必要である。
⑤　外部評価による振り返りを行わせる指導法について、専門家を招くなどの研究会を実施する必
要がある。

（（２２））大大学学ととししててのの課課題題
①　授業の録画、教材コンテンツ、ネット上のディスカッションを可能にするため、学内外の多様
なコンテンツをアーカイブする必要がある。
②　ポートフォリオを通じて学生の到達度を申告させ、到達度が不足している場合に補完する仕組
みが必要となる。
③　関連分野の教員や社会の専門家などから協力を得るために、連携の呼びかけ、制度の整備及び
財政的な支援を行う必要がある。
④　ＩＣＴを活用した教育方法を支援する組織と環境を大学として整備する必要がある。
⑤　世界を視野に入れた教育の質保証を持続的に行う責任がある。
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「信頼でデータ利活用を支えるデー
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開会挨拶
社会スタディの進め方について
１．有識者からの情報提供、質疑応答、補足説明
（１）さあチャレンジを始めよう“未来は君たちの手にある”-AIと社会イノベーション-

須藤　修　氏　（東京大学大学院情報学環教授）
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（２）価値を創り出すイノベーションとは
小西　一有　氏　（合同会社タッチコア代表九州工業大学客員教授）
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（３）AIを活用する力
永井　浩史　氏　（富士通株式会社Data�AI事業本部ディレクター）
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２．気づきの整理と発展
（１）気づきの整理と発展のためのグループ討議
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６．有識者からの情報提供の概要
（１）「さあチャレンジを始めよう“未来は君たちの手にある”-AIと社会イノベーション-」

須藤　修　氏　（東京大学大学院情報学環教授）
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（２）「価値を創り出すイノベーションとは」
小西　一有　氏　（合同会社タッチコア代表九州工業大学客員教授）
Ñ����o�=Yi�G�Ï��¶�
Å1ÆyíîÇÐV$��W

Ï&1STèÈÐ�
ÂØ��E
¹À
�S��V!á���T�Ï=�


Å1ÆyíîÇÐo�$T��W���N�OI5Õ�«,A	�Ï0

NYÙg�:�W��Ð�
����o�Yankee Candle�Ï1iÐ�Ï2¤
þ3Ð�Ï:��
À�Ð�<�W*iN�����i�OÙ�oÏ=�


Å1ÆyíîÇÐ���O���45��67�8µ&1ST��î
�

��»L(y@�9�ëy£"¦�i�N�o�Ù�"9´�G�S��

�Ã
ÅyËÈzÇ¯è·L	-�: i�O*iN�����Zi���i�NW"��ÒÓ��Y

NØ��"EFG�;W<���=>�Yy¢Ë
��"��JÇ@i�­iNÙYo01���O

（３）「AIを活用する力」
永井　浩史　氏　（富士通株式会社Data�AI事業本部ディレクター）
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７．気づきの整理と発展
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８．学びの成果の確認
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１．はじめに
私立大学情報教育協会が主催する本講習会は、

大学教員の教育技術力向上のための学外FD活動

の一つとして毎年開催されている。今年度の講習

会は、どの分野でも必要となるICTの活用方法お

よび教育改善手法の習得を目的として、教員と学

生・学生間の対話を支援するツール、教室内と教

室外での学修を支援するツール、動画・音声教材

の製作、PBLにICTを活用する方法などについて、

認識を共有するための「全体会」と実際に体験す

るための「ワークショップ」を設定し、２月26

日〜27日（２日間）、追手門学院大学（大阪府茨

木市）の新キャンパスにおいて開催された。「全

体会」の内容は、本協会の事業「情報通信技術に

よる教育改善の研究」における「②分野横断フォ

ーラム型授業の試行研究」との連携を意識して設

計し、他方、９つの「ワークショップ」は一昨年

からの改善点を踏襲して、参加者に自由に選んで

もらうアラカルト方式を採用した。

今年度は新型コロナウィルス感染拡大の影響を

受け、参加申込者数は40名（昨年は64名）と減

少し、さらに当日キャンセルが６名あったため、

結果、参加者数は34名であった。それでも、参

加された先生方はどなたも参加意欲が高く、２日

間にわたり会場内では活発な討論が繰り広げられ

た。

なお、感染対策として、大学側によるアルコー

ル消毒の手配、本協会としてマスクを着用した説

明、参加者間の座席位置を配慮し、二日目の終了

時まで体調不良者は見られなかった。

２．講習内容と結果
２－１．全体会（共通講義）

（１）分野横断フォーラム型授業の取組み
①　法政策等フォーラム型授業

中村　壽宏　氏（神奈川大学法学部教授）

２大学３チームでSDGsの「食品ロス問題」を

テーマに、ネット学修で各方面の有識者と意見交

流・助言を受け、解決策を提案する授業の有効性

を示した。

②　多職種連携フォーラム型PBL授業
片岡　竜太　氏（昭和大学歯科医学教育推進室

主任教授）

健康長寿社会での６分野（医学、歯学、薬学、

看護学、栄養学、社会福祉学）での職種の役割を

検討するため、ネット上で自己学修を行い、その

成果をプラットフォーム上で共有し、テレビ会議

ソフトで異分野の考えを確認した上で、自己職種

の役割を考えるネット学修の有効性を紹介した。

（２）学修プラットフォームに期待される機能の
紹介

袴田　真穂　氏（日本マイクロソフト株式会社）

対面授業と同様にネット上で課題認識、問題の

洗い出し、解決策の意見交換、有識者との意見交

流、他チームによる解決策の評価などが行える教

育システムを紹介した。

（３）ICT活用と著作権―著作権法改正の意義と
補償金制度
中村　壽宏　氏（神奈川大学法学部教授）

第三者の著作物の権利を保護する著作権の対応

と、著作権法改正の意義と補償金問題について認

識の共有を図った。

いずれの講演においても、参加された教員から、

2019年度 FDのための情報技術研究講習会
開催報告
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（２）ワークショップ２
「LMSを授業に生かす」

LMS（Learning Management System）は、学

修支援に活用できるツールの一つである。特に、

学生の主体的な学修の必要性が謳われる現在、

その利用価値はますます高くなっている。ワー

クショップ２では、このLMSを授業および事前、

事後学修の支援に利用するための基礎的な操作

方法の習得を目指し、講義、実習を行った。な

お、受講者の所属する大学におけるLMSの導入

状況が多様であることに鑑み、本ワークショッ

プでは、無料で入手可能なオープンソースLMS

の中から、利用者の多いMoodleを用いた。

本ワークショップでは、LMSの種類にできる

だけ依存しないような基本機能の利用を中心

に、学修の支援を「事前学修」、「授業」、「事後

学修」の３つの状況に分け、それぞれの状況で

LMSがどのように利用可能かについて、昨年度

に比べより授業の流れの中での利用を意識した

構成に変更して講義、実習を行った。

講義および実習では、まずLMSを用いたコミ

ュニケーション、教材や資料などの情報の提供

と共有方法など、多くの授業で利用可能な基礎

的な機能を扱った。また、教員−学生間、学

生−学生間の双方向のやり取りを支援するため

の、アンケート機能、掲示板機能の活用方法に

ついても実習を行った。これに加えて、本年度

は、昨年度活用編で受講者の取組みが多かった

問題演習についても扱った。

既に勤務する大学にLMSが導入されているもの

の、具体的にどのようなスタンスで利用すれば良

いのかなど、目的が明確な受講者が多く、受講者

数は９名であった。事後アンケートの結果から、

課題の達成に対して全員が「達成できた」あるい

は「見通しがたった」と回答しており、また、難

易度も「難しい」と回答した受講者な０人であっ

たことから、ワークショップの設計は適切であっ

たと考えている。自由記述の内容からも、本ワー

クショップの内容が今後の授業利用に役立てたい

と回答された方も多かった。一方でMoodle以外

のLMSでの実習を望む声もあり、今後の検討課題

とする。

「異なる専門領域で行われている教育の取組みを

知ることができ興味深かった」、「SDGsやフィー

ルドワークなど次年度のPBL授業に取り入れてみ

たい」、「学生に考えさせる取組みを授業に取り入

れたい」、「著作権は良い復習になった」など、高

い評価の感想が寄せられた。

２－２．ワークショップ　
（１）ワークショップ１

「Google Formsで授業を始めてみる」
アンケートなどのツールとしてGoogle Forms

がよく使われているが、アンケートだけでなく、

多彩な質問形式のコンテンツを簡単に作成でき

学修者に回答を求めることが可能なため、ちょ

っとした発想の転換をして日常の授業に導入す

れば双方向性のある授業が可能になる点に注目

し、今年度から新しくワークショップを設けた。

教員はパソコンで、学修者はスマホを使うこと

ですぐに実現できる授業改善の一つである。

ワークショップでは、様々な質問形式のコン

テンツの作成方法を実習した。さらに、動画を

追加し質問と組み合わせることで動画を閲覧し

た後で質問などに回答できるので、事前学習な

どへの応用や、回答に応じて異なった質問を表

示する方法、自動採点でき回答に応じてフィー

ドバックできるドリルの作り方などを紹介し

た。また、FormsのURLを学生にリアルタイム

に伝えるための方法についても解説した。なお、

実施に当たっては小グループを作り、教員と学

修者のそれぞれの画面を体験できるようにし

た。

新設の入門的なワークショップではあったが、

受講者も多く「とても使えそう」、「実際に授業で

も使ってみたいと思う」など興味関心が高いこと

が分かった。また、参加者の授業を双方性のある

ものに改善していこうとする積極的な意欲が感じ

られた。このようなシンプルなシステムが先生方

には受け入れやすく歓迎されるのかも知れない。

Microsoft Formsもあるので、今後はGoogle Forms

だけでなく、両者を紹介するようなコースも検討

する必要がある。
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（３）ワークショップ３・９
「動画教材の作成」
講義ビデオなどの動画教材は、反転授業の事

前学習、演習問題の解説、実習方法の説明など

で益々ニーズが高まっていることから、昨年度

に引き続き、動画教材の作成をテーマとしたワ

ークショップを企画した。

ワークショップ３「モバイルによる教材作成」

では、iPhoneやiPadを用いたモバイル環境での

動画教材の作成を対象とした。ワークショップ

の内容は昨年度とほぼ同様で、最初に講義授業

やアクティブ・ラーニング授業などの授業形態

に応じた活用場面、講義ビデオ作成のポイント

などについて講義形式で解説を行った。その後、

iPhoneやiPadを用いて、スクリーンの動画と音

声を収録してビデオを作成する方法、作成した

動画を編集する方法、そしてYouTubeを用いて

配信する方法の操作実習を行った。動画の作成

はiPhoneとiPadに内蔵されている画面収録の機

能を利用し、動画の編集と配信用ファイルの書

き出しはiPhone・iPadに付属のソフトウェアで

あるiMovieを使用した。これらの実習は受講者

が持参したデバイスを会場の無線LANに接続し

て行った。また、実習に際してアイスブレーキ

ングの活動を行った後に、グループ内で進捗の

確認や操作の教え合いなどのコミュニケーショ

ンを積極的に促したため、情報交換も活発に行

われていた。

一方、ワークショップ９「PCを用いた動画

教材作成」では、PC環境での動画教材の作成

を対象とした。よく利用されているプレゼンテ

ーションソフトのPowerPointは、マイクを接続

してパワーポイント表示に合せて自らのナレー

ションを付加でき、かつ、このナレーション付

きの動画ファイルを生成できる。この方法につ

いてテキストを参考に各自が実習し、判らない

部分をサポートする形式で受講者の理解を深め

た。PowerPointではWebカメラの画像で教員の

顔を収録する方法や必要に応じて教員の顔を非

表示にする方法なども紹介した。

また別の収録方法として、ブラウザのGoogle

Chromeを用いる手法を紹介した。Google Chrome
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にScreencastifyという機能をアドオンすること

で、PC画面やブラウザ画面を収録できる。参

加者全員がインストールして収録を体験した。

また、Webカメラを接続すればカメラの動画も

収録できる。教員の顔を写しても良いし、教材

を撮影することもできる。この方法を解説、実

習した。ChromeからYouTubeにアップロード

する場合はファイル形式を変換することなく可

能である。YouTubeにアップロードするのでは

なく、LMSにアップロードする場合を想定して

いる。ファイル変換は、AnyVideoConverter-

Freeを利用できるが、ScreencastifyはMP4への

出力をサポートするようになったので、動画フ

ァイルの形式を変換するソフトの使用方法は解

説にとどめた。補足資料として用意した

Windows10のGameDVRを用いた収録方法も併

せて紹介した。

アンケート結果からは、動画教材に関するこれ

ら２つのワークショップでは63％の参加者が

「達成できた」、31％の参加者が「見通しがたっ

た」としていた。また、「苦手意識がなくなり、

今後前向きにビデオ作成できそう」、「実際に動画

作成できたので、今後是非活用したい」といった

意見をいただいた。一方、「いろいろと制限され

ていて、全体的なことがよく分かりませんでした」

という意見もあったが、会場となったパソコン教

室のセキュリティが高かったために動作させるこ

とができない機能があったことが要因であると思

われる。今後の検討課題としたい。

（４）ワークショップ４
「Google Classroomで授業を始めてみる」
最近では学校向けの学習用プラットフォーム

がWeb上で提供されている。Google Classroom

は複雑でなくコンテンツも資料・質問・課題と

種類が少なく仕組みが理解しやすい。大学で導

入しているLMSを使うのは敷居が高くためらっ

ている先生方には、そのきっかけとしてこのよ

うなシステムを使ってみるのも一つの方法であ

る。このコースの設定は３年目であるが、昨年

までは学修者からの視点でシステムを理解する

コース「Google Classroomで授業を受けてみる」

事業活動報告
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とセットで実施していた。今年度は授業を作る

先生側のシステム紹介のコースのみを実施し

た。

ワークショップでは、Classroomで実際にク

ラスを作り、授業を構成する課題や質問、資料

の登録方法を体験してもらったが、教員と学修

者で見え方が異なるので、少人数のグループを

作り、参加された先生が作ったクラスルームに、

生徒としてグループ員が参加し回答やコメント

を書くことで、実際の授業環境に近い形で実施

した。そのうえで、自分の授業形態にそった活

用方法を検討してもらった。

授業を受ける生徒側からClassroomの機能を理

解するコースを作らなかったので、できるだけ詳

しく活用の方法を説明したが、結果的に時間が不

足し、技術的な紹介についても不十分で中途半端

になってしまった。「具体的な利用例を知りたい」

という希望もあるので、今後は時間的な問題はあ

るがミニ模擬授業なども含めてコースの内容を再

検討する必要がある。なお、成績のカテゴリやル

ーブリックなどClassroomの機能が年々向上して

きているので、さらに活用するための上級コース

の開催も視野に入れて検討していきたい。

（５）ワークショップ５
「授業に生かすICTツール入門」

ICTは学生の学びをサポートする有力なツー

ルの一つであり、利用できるアプリケーション

やサービスも年々増加している。その一方で、

実際にどのようなツールがあり、どのような場

面で利用できるのかが分からず、使用すること

に二の足を踏んでいる教員も少なくない。本ワ

ークショップでは、LMS以外で授業に役立ちそ

うな様々なICTについて、講義と実習を行っ

た。

昨年度は、ここのツールの使い方に終始し、

また、扱ったツールの種類も多く、やや講義全

体が散漫になった感があった。そこで、本年度

は、実際の利用場面を想定してツールの説明や

実習を行うとともに、昨年度人気の高かったツ

ールの実習に時間を多く配分する構成に変更し

て実施した。

ワークショップ冒頭で実施した講義では、

「講義とICT」と題して、授業やその準備とし

て利用可能な様々なICTを紹介するとともに、

どのようなICTがどのような場面で利用可能か

について解説を行った。本年度のワークショッ

プでは、昨年度人気の高かった双方向授業を展

開するためのゲームライクなクイズを実施可能

とする「Kahoot!」、共同作業が可能なマインド

マップ作成ツール「Coggle」に時間を多く配分

した。

実習は、まず各アプリケーションおよびサー

ビスの利用方法を解説後、それぞれの受講者に

使い方を体験していただいた。その後演習時間

内で、各人の目的に応じて自由に練習していた

だくことにし、なるべく個人の利用目的に即し

た実習ができるよう配慮した。

事後アンケートからは、受講生11名全員が、

課題の達成に関する質問に対し「達成できた」あ

るいは「見通しはたった」と回答しており、概ね

ワークショップの内容が受講者にとって適切であ

ったと考えている。また、難易度に関しても全員

が「簡単」あるいは「普通」と回答しており、難

易度的にも適当であったと考えている。

ICTツールは現在も様々なものが開発されてお

り、ライブの授業やオンデマンド授業で利用でき

るものも多い。今後も継続的な開催を検討した

い。

（６）ワークショップ６
「ルーブリックの作成とICT活用」
近年、ルーブリックの活用が広まっているこ

とから、昨年度に引き続き、ルーブリックをテ

ーマとしたワークショップを企画した。今年度

は自分の授業で使用できるルーブリックを検討

する活動を中心におき、LMSでのルーブリック

活用とGoogleフォームを利用した学生の自己評

価集計方法はオプションとした。そこで、事前

にルーブリックを作成する対象の課題を準備し

ておくことを参加要件とした。ワークショップ

では最初にルーブリックについて講義形式で解

説し、その後にグループ実習と個別実習によっ

て各自のルーブリックを作成する活動を行っ

事業活動報告
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ルーブリックの講義においては、量的評価と

質的評価の観点からのルーブリックの位置づ

け、ルーブリックの表現方法、ルーブリックの

活用場面、ルーブリックの作成方法について具

体例を交えて解説した。特にルーブリックが教

員と学生のコミュニケーションツールとしての

役割を持つことの意味を強調し、ルーブリック

を作成する際に参考となる「ICEモデル」を紹

介した。

続いて、グループ内で各受講者が自分のルー

ブリックの対象とする課題について相互に紹介

し合った。受講された先生方は事前の参加要件

で示されていた課題を準備してきており、目的

意識がしっかりとしていた印象を受けた。

次にルーブリック作成のポイントを短時間で

レビューした後、個別実習に入った。個別実習

では、各自が対象とする課題を評価するための

ルーブリックを作成した。受講者全員が集中し

て取組んでいた。この時間帯に余裕がある受講

者はLMSやGoogleフォームの実習を行うことと

したが、受講者のほとんどが、各自作成したル

ーブリックをブラッシュアップする作業に専念

している様子であった。

その後、再びグループ実習を行い、グループ

内で各受講者が作成したルーブリックを紹介し

合った。どの受講者の紹介においても持ち時間

一杯まで質疑応答が活発になされていた。最後

に各グループからグループ内の主な話題を発表

して頂き、全体で認識の共有を図った。

アンケート結果からは、67％の参加者が「達

成できた」、33％の参加者が「見通しがたった」

としていた。自由記述では「体系的にルーブリッ

クを学べたのは良かった」、「実際の講義にすぐ使

える内容で良かった」といったコメントがあった。

ルーブリックについての講義を聴講し、次に各受

講者が自分自身の課題についてルーブリックを作

成し、最後にグループでディスカッションすると

いう構成が有益であったと思われる。
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（７）ワークショップ７
「アクティブ・ラーニングで授業を進める」
アクティブ・ラーニングは、授業方法の改革

として重要なメソッドとして指摘されてきた。

しかし、昨今の新型コロナウィルス感染拡大に

より遠隔授業が一時的にも主体になってきてい

る状況下で、対面でないことを理由に、アクテ

ィブ・ラーニングから離れていく傾向が懸念さ

れている。アクティブ・ラーニングこそIoTを

使った教育の最も合理的な方法でもある。大学

教育の成果は、先行してきた欧米に比べ大学等

の授業時間・方法の相違もあり、我が国におい

ては対応できる方法を一工夫しなければならな

かった。しかし、今般の状況による変化は、大学

教育の大きな変容の幕開けとみることができる。

一方、国は、AIを活用した大学教育の変革を

期待しているが、現場に行くほど意識は低いと

言わざるを得ない。AIによる教育は、アクティ

ブ・ラーニングの発展的形態でもある。本ワー

クショップでは、それらを総括的に意識しなが

ら、本来のアクティブ・ラーニングの授業活用

を理解しながら、参加者自らの授業に工夫、適

応できるようにという意図を持って企画した。

本ワークショップの実習において基本的な技術

部分を加えたため、時間配分が過密になりディス

カッションとまとめに時間が不足してしまった。

その結果、「達成できなかった」が50％を占めた

のが、非常に残念であった。しかし、まとめが充

分でなかったにもかかわらず、「見通しがたった」、

「達成できた」が50％を占めたことから、受講者

のレベルが予想以上に上がってきていると思われ

る。少ない時間内のディスカッションでも、多く

のアイデア、疑問点の論議が行われ、個別にまと

めが行われていた。時間の制約から問題点の解消

方法の発表ではグループ内の発表にとどまった

が、各グループで進んだ論議が行われていたのは

有意義であった。IoTを使った次の世代の授業形

態は、「画面を見る」、「双方向方からの伝達」の

基本から大きく発展する機会であり、その大きな

変革は日本の大学レベルの国際的躍進のチャンス

でもある。これらを視野に入れた新たな企画が望

まれる。



（８）ワークショップ８
「Google Sitesでポートフォリオを作ってみる」
ティーチングポートフォリオ、ラーニングポ

ートフォリをいう言葉を耳にするようになり、

大学入試などにも利用されつつある。またポー

トフォリオを用いた指導はプロセス評価である

ことから、学生の能力や特性をより的確に評価

できる、ポートフォリオに対する自己評価によ

り、メタ認知などが獲得され、学生の学びがよ

り深まるなど、その効果が取り立たされている。

しかし、実際にポートフォリオを導入し、活用

している大学は多くない。本ワークショップで

は、ポートフォリオに興味がある教員を対象に、

ポートフォリオや、ポートフォリオの作成と利

用の概要を把握していただくことを目的とし

て、本年度から新たに設定した。

講義では、まずポートフォリオの概要および

どのような使い方がされているのかについて解

説を行った。実習では、いくつかのサンプル成

果物をラーニングポートフォリオとしてまとめ

る体験を行った。ｅポートフォリオのシステム

には様々なものがあり、システムによってポー

トフォリオの捉え方も異なることから、操作も

多様である。本ワークショップでは、勤務先に

ｅポートフォリオが導入されていなくても、そ

の後の検討が可能となるよう、Googleドライブ

およびGoogleサイトを組み合わせて、簡易的な

方法で実習を行った。ただし、今回のワークシ

ョプでは、プロセス評価の方法は扱わなかっ

た。

本ワークショップ設計の当初から、ポートフォ

リオに対する認識は人によって差があり、また、

受講者の目的も多様であることが想定されてい

た。実際にアンケート結果でも、「課題の達成」

においても受講者９名中１名の受講者が、内容が

自分の想定と異なり達成できなかったと回答して

いた。次年度以降も開講するのであれば、ワーク

ショップ方向性を明確にする必要があると思われ

る。難易度についても初めて取組まれた受講者が

多かったことから「易しい」との回答は０人であ

ったが、自由記述欄からはワークショップ自体に

対する満足度は高かったものと推察される。
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３．おわりに
本講習会に対する参加者のアンケートの集計に

よれば、参加者個人が抱えている課題の達成につ

いて、「見通しがたった」との回答がほとんどで

あることから、本講習会の目的は達成されている

と見られる（以下のアンケート集計表を参照）。

① Google Forms・Classroom  2コマ 4割 6割

② LMS 1コマ 6割 4割

③動画教材 2コマ 6割 3割 1割(1人)

④ ALマネジメント 1コマ 2割 3割 5割(3人)

⑤ルーブリック 1コマ 7割 3割

⑥ポートフォリオ 1コマ 6割 3割 1割(1人)

⑦ ICTツール 1コマ 7割 3割

達成

できた

見通しが

たった

達成でき

なかった
ワークショップ名

参加者にはリピーターも多く、彼らの声を聞く

と、本講習会の開催がいかに有意義であるかを窺

い知ることができた。

また、上記（ワークショップ７）の報告でも触

れたように、今般、新型コロナウィルス感染拡大

の影響でほとんどの大学はオンライン授業とな

り、その意味では、ネット上でチームワークを実

現する教育用ツールの紹介や教育用動画作成・配

信の体験など本講習会が提供したテーマ全てが、

まさに今、各大学において即戦力としてのニーズ

に応える内容であった。

今後も、様々な場面でのICT支援教育をテーマ

とした先導的取組みである本事業を、これまで私

情協が永年実践し積み上げてきたノウハウと、教

育界の趨勢・最新のニーズを見極めつつ、立案・

推進していかなければならない。次年度も、今回

の実績を精査し、より実りある講習会の開催を期

待する。

文責：FD情報技術講習会運営委員会
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教育コンテンツの相互利用
参加募集のお知らせ

インターネットによる

コンテンツ相互利用の仕組みと特徴

○　学内外でインターネットを通じて、授業用から教育方法の事例まで幅広いコンテンツを閲覧・利用で

きます。

○　登録されたコンテンツの利用履歴がフィードバックされるので、教育業績の基礎資料に活用できます。

○　相互利用システムを利用することで、著作権処理の手続きを省略することができます。

○　コンテンツは例えば以下を対象としています。

講義スライド／講義ノート／練習・演習問題／図表／シミュレーションソフト／プログラムソフト、実

験・実習の映像／ＩＣＴを活用した教育事例　等

○　コンテンツの利用は、システムを通じてコンテンツの検索・申込手続きを行い、ファイルを利用者の

ＰＣにダウンロードします。

コンテンツの登録は、コンテンツの提供者がファイルとコンテンツ情報をシステムに登録します。

参加対象

国公私立大学・短期大学および所属の教職員

費用

コンテンツの相互利用に伴う費用

（システム利用料）は無料です。

システムの利用方法

※コンテンツの利用・登録は、学内で

の利用者登録によりＩＤ、パスワー

ドを得てからとなります。

※未参加校による利用者登録方法は次

ページをご覧下さい。

※既に事業に参加しており、利用者登

録方法がわからない場合などは下記

へ問い合わせ下さい。

※教職員個人での参加も可能です。

詳細情報

Webサイトをご覧願います。　　http://sougo.juce.jp/business/index.html

問い合わせ

公益社団法人私立大学情報教育協会　事務局　　TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473
E-mail：info@juce.jp

電子著作物相互利用事業
相互利用システムトップ画面

募 集

公益社団法人 私立大学情報教育協会

電 子 著 作 物 相 互 利 用 事 業
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教育コンテンツ相互利用システムの利用方法（大学での参加の場合）

本ご案内は、未参加の国公私立大学・短期大学へ令和元年10月29日に学長先生宛で郵送しています。

１．コンテンツ利用者の登録

①　システムトップ画面（http://sougo.juce.jp/）にあるログインボタン（図の枠線部分）をクリックし、

大学管理者用のＩＤ・パスワードを入力して

下さい。

ＩＤ・パスワードは、事業案内の公文書

（公社私情協発第93号、令和元年10月29日付）

に記載しております。

ご不明の場合は、前ページの問い合わせ先へ

ご連絡願います。

②　表示された「利用者登録」画面に利用者情

報を入力し、利用者の登録を行って下さい。

＊コンテンツの利用する場合は、「著作物の

利用権限」項目にある「利用可能」ボタン

にチェックを入れて下さい（図の枠線Ａ）。

＊コンテンツの登録もできるようにする場合

は、「著作物の登録権限」項目

にある「登録可能」ボタンに

チェックを入れて下さい（図

の枠線Ｂ）。

③　入力後に「登録内容確認」ボ

タンを押し内容を確認後、「登録」　

ボタンを押して完了です。

④　CSVのテンプレートを利用し

た一括登録機能により、複数名

を一括で登録することも可能で

す（図の枠線Ｃ）。

⑤　利用方法の詳細は、画面の

HELPボタンからご覧いただく

かマニュアル等をご覧下さい。

マニュアル等関連資料　

http://sougo.juce.jp/documents.html

２．事業参加申込書、管理者届け出用紙の送付

下記サイトよりダウンロードし、必要事項を記入（申込用紙には捺印）の上、下記まで郵送下さい。

参加申込書　　　　（Word形式） http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.doc

（PDF形式） http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.pdf

管理者届け出用紙　（PDF形式） http://sougo.juce.jp/download/kanri.pdf

（Excel形式） http://sougo.juce.jp/download/kanri.xls

郵送先　　　　　　〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F

公益社団法人私立大学情報教育協会事務局

C

A

B
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学生収容定員
視聴コンテンツ

2019年度分のみ 30年度分のみ 29年度のみ 2019年度と30年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

33,000円

44,000円

55,000円

3,300円 ０円

4,400円 ０円

5,500円 ０円

36,300円

48,400円

60,500円

視聴コンテンツ

2019年度分のみ 30年度分のみ 29年度のみ 2019年度と30年度

44,000円 4,400円 ０円 48,400円

本協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

本協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のVTRにプレゼンテーションのスライド

を同期させたコンテンツおよびレジュメで、配

信の許諾が得られたものです。ただし、質疑応

答、討議、本協会の活動紹介などは除きます。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、教育改革ICT戦略

大会、短期大学教育改革ICT戦略会議、教育改

革事務部門管理者会議、大学情報セキュリティ研

究講習会です。

●コンテンツ数
2019年度 ：152件

平成30年度：122件

平成29年度：129件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：2019年12月１日〜2020年

11月30日　

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

12月１日から翌年11月30日までの１年分の

金額となります。

12月１日以降の申込みも配信期限は翌年11

月30日となり、分担金も下記の金額になりま

す。

●問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
本質を見極める意識をもって行動するICTを駆使したPBL授

業の進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作り、ビデオ
試問によるPBLの点検・評価・助言モデル構想を研究し、オー
プンに教員有志による対話集会を開催し、理解の促進を図ること
にしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理する「私立大学情報環境基本調査」
を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学修成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②社会で求められる情報活用能力育成教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」を基盤に、健全な情報
社会を構築するための知識・態度とIoT、モデル化、シミュ
レーション、データサイエンス、AI、プログラミング等を活
用する統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルとデータサイエンス・AI教育の
研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みを研究しています。また、データサイエンス・AI教育の取
組み情報を収集し、本協会のプラットフォームにて公表して
います。

５）学修ポートフォリオの参考指針の公表
「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活用対策と教職
員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構築・運用に伴う
留意点・課題についてを研究し、平成29年５月に参考指針をと
りまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織

正会員は180法人（197大学、52短期大学）となっており、賛助
会員59社が加盟しています（会員数は2020年４月１日現在のもの
です）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
活用を呼びかけています。

６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調
査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

相互利用の仲介・促進を図っています。また、ICT活用教育の
推進に向けて改正著作権法の施行に向けて理解の促進を働きか
けています。

２）情報系専門人材分野を対象とした「産学連携人材ニーズ交流
会」と「大学教員の企業現場研修」の支援及びICTの重要性を
学生に気づかせる「学生による社会スタディ」を実施していま
す。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

戦略の提案と「地域貢献支援活動コンソーシアム」による授業
モデルの研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）地域別事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）IR等を支援する拠点校、クラウド活用を支援する国立情報学研究所

と必要に応じて連携するとともに「日本オープンオンライン教育推
進協議会（JMOOC）を支援

４）報道機関コンテンツの教育への再利用と問題への対応
５）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理

者会議の開催
６）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド

の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 



「大学教育と情報」投稿規程 （2008年５月改訂）

１．投稿原稿の対象
情報通信技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報通信技術の活用や

情報リテラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対
象とする。

また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。
（４）図表等

図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい

場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。

１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F

JUCE Journal 2020年度 No.176

投稿規程
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公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
180法人（197大学　52短期大学）

（2020年６月１日現在）

名　簿

77

北海学園大学・北海商科大学

森本　正夫（理事長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

谷川　健（経営情報学部長）

千葉工業大学

小宮　一仁（学長）

中央学院大学

市川　仁（学長）

東北学院大学

杉浦　茂樹（情報処理センター長）

東北工業大学

佐藤　篤（情報サービスセンター長）

帝京平成大学

礒部　大（教育開発・学修支援機構ICT活用教育部会准教授）

東京歯科大学

井出　吉信（理事長・学長）

東北福祉大学

千葉　公慈（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

東洋学園大学

鵜瀞 恵子（共用教育研究施設長）

青山学院大学・青山学院女子短期大学

宋　少秋（情報メディアセンター所長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

黒澤　和人（情報処理教育研究センター長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

山倉　健嗣（総合情報センター所長）

桜美林大学

鈴木　克夫（大学アドミニストレーション研究科教授）

埼玉医科大学

椎橋　実智男（情報技術支援推進センター長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

学習院大学・学習院女子大学

山本　政人（副学長）

共立女子大学・共立女子短期大学

岡田　悟（共立女子短期大学生活科学科教授）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

中村　俊子（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養短期大学

香川　明夫（理事長・学長）

慶應義塾大学

中村　修（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

恵泉女学園大学

大日向　雅美（学長）

駿河台大学

狐塚　賢一郎（メディアセンター長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

工学院大学

馬場　健一（情報科学研究教育センター所長）

国際基督教大学

小瀬　博之（学修・教育センター長）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

田中　善英（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部長、教務部長）

駒澤大学

青木　茂樹（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

椎原　伸博（情報センター長）

文教大学

佐久間　拓也（湘南情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

江戸川大学

波多野　和彦（情報化推進委員会委員長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（教務部長）

上智大学・上智大学短期大学部

長嶋　利夫（情報システム室長）

昭和大学

久光　正（総合情報管理センター長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

松山　恵美子（社会福祉学科長）

昭和女子大学

小原　奈津子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）
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成蹊大学

富谷　光良（高等教育開発・支援センター所長）

専修大学・石巻専修大学

松永　賢次（情報科学センター長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

武蔵大学

荻野　紫穂（情報・メディア教育センター長）

創価大学・創価女子短期大学

浅井　学（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

水谷　正大（学園総合情報センター所長）

武蔵野大学

上林　憲行（MUSICセンター長）

武蔵野美術大学

長澤　忠徳（学長）

高千穂大学

寺内　一（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

川名　明夫（学長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

明治学院大学

斉藤　都美（情報センター長）

玉川大学

渡邊　透（学生支援センター長）

中央大学

平野　廣和（副学長、情報環境整備センター所長）

立教大学

木村　忠正（メディアセンター長）

立正大学

小林　幹（情報環境基盤センター長）

津田塾大学

新田　善久（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

早稲田大学

笠原　博徳（副総長）

神奈川大学

日野　晶也（常務理事）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学

中嶋　卓雄（学長補佐、情報教育センター所長）

東京医療保健大学

木村　哲（学長）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

富樫　慎治（学園事務部管財課長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

保坂　克二（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

田胡　和哉（メディアセンター長、コンピュータサイエンス学部教授）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（経営学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

東京女子大学

加藤　由花（情報処理センター長）

東京女子医科大学

丸　義朗（学長）

フェリス女学院大学

春木　良且（情報センター長）

新潟薬科大学

寺田　弘（理事長・学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

山西　輝也（情報メディアセンター長）

東京農業大学・東京情報大学

髙橋　新平（コンピュータセンター長）

東京未来大学

横地　早和子（情報教育センター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

橘高　宏（情報基盤センター次長）

中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部

長野　正（理事長・学長）

東京理科大学

兵庫　明（理事、理工学部教授）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

静岡産業大学

鷲崎　早雄（学長）

東洋大学

村田　奈々子（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

聖隷クリストファー大学

藤田　正人（教学事務統括センター長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

日本大学・日本大学短期大学部

本橋　重康（副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

引田　弘道（学長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）
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愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

愛知淑徳大学

伊藤　真理（情報教育センター長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

森岡　真史（教学部長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

白石　克孝（副学長、総合情報化機構長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

岡崎女子大学

鈴木　伸一（法人事務局長）

大阪医科大学・大阪薬科大学

濱田　松治（情報企画管理部長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

金城学院大学

岩崎　公弥子（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（システム担当理事）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

竹内　義則（情報センター長）

大阪歯科大学

辻林　徹（教育情報センター所長）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

岡崎　明彦（総合情報センター長）

大阪女学院大学

小松　泰信（ラーニングソリューションセンター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

伊藤　昭浩（学術情報センター長）

追手門学院大学

湯浅　俊彦（図書館・情報メディア部長）

関西大学

柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ロバート・キサラ（学長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

瀧藤　尊淳（理事長）

日本福祉大学

児玉　善郎（学長）

名城大学

大津　史子（情報センター長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

皇學館大学

齋藤　平（教育開発センター長）

大谷大学・大谷大学短期大学部

浦山　あゆみ（研究・国際交流担当副学長）

阪南大学

加藤　清孝（副学長、情報センター長）

桃山学院大学

石田　あゆう（情報センター長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

由井　紀久子（副学長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

大手前大学・大手前短期大学

森本　雅博（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（学長補佐）

京都産業大学

中井　透（副学長）

京都女子大学

表　真美（教務部長）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

京都橘大学

松井　元秀（総務部長）

京都ノートルダム女子大学

萩原　暢子（図書館情報センター館長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（CIO補佐、生命医科学部教授）

佛教大学

篠原　正典（情報推進室室長）

神戸親和女子大学

中植　正剛（学習教育総合センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

難波　宏司（情報教育センター所長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。
大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員

□　学部 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

高野　敦子（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

吉武　春光（情報処理センター所長）

流通科学大学

藤井　啓吾（学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（IR室長）

第一薬科大学

櫻田　司（副学長）

帝塚山大学

向井　篤弘（副学長）

奈良学園大学

根岸　章（人間教育学部教授）

筑紫女学園大学

荒巻　龍也（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

末次　正（CIO補佐、CISO補佐、情報基盤センター長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　美也子（理事長・総長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

利光　和彦（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

吉田　尚史（情報教育センター長）

就実大学・就実短期大学

増田　和文（情報センター長）

ノートルダム清心女子大学

原田　豊己（学長）

長崎総合科学大学

下島　真（情報科学センター長、情報学部教授）

熊本学園大学

川田　亮一（ｅキャンパスセンター長）

広島工業大学

土井　章充（情報システムメディアセンター長）

広島女学院大学

下岡　里英（総合学生支援センター長）

崇城大学

坂井　栄治（総合情報センター長代行）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

坂越　正樹（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（経営学部教授）

鹿児島国際大学

表　正幸（情報処理センター所長）

九州産業大学・九州産業大学造形短期大学部

田中　康一郎（総合情報基盤センター所長）

戸板女子短期大学

小林　千春（学長）
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